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会 議 録 

会議の名称 第１回つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編改定専

門部会 

開催日時 令和７年４月22日（火）開会15:00 閉会17:00 

開催場所 つくば市役所コミュニティ棟１階 会議室２ 

事務局（担当課） 生活環境部環境政策課 

 

出 

席 

者 

 

委員 

 

 

磐田 朋子委員、江守 正多委員、金森 有子委員、木下 潔

委員、佐久間 美奈子委員、鈴木 石根委員、松橋 啓介委

員（部会長） 

その他 ― 

事務局 生活環境部長 伊藤 智治、生活環境部次長兼環境政策課長 

渡邊 俊吾、課長補佐 寺田 剛士、課長補佐 大見 一裕、 

係長 坂口 昇、主査 植木 祐太、主任 梅野 裕貴、主

事 黄川田 梨花、エックス都市研究所（改定業務支援受託

者） 

公開・非公開の別 ■公開 □非公開 □一部公開 傍聴者数 ０名 

非公開の場合はそ

の理由 
― 

議題 

 

つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編の改定に当た

っての基本的事項の整理、2050ゼロカーボンシティの実現に

向けた脱炭素シナリオ及び2030年度削減目標の見直しにつ

いて 

会議録署名人 ― 確定年月日   年  月  日 

会

議

次

第 

 

１ 開会 

２ 委員自己紹介 

３ 専門部会長選出 

４ 議事 

(1) つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編の改定に当たっての基

本的事項の整理 

(2) 2050ゼロカーボンシティの実現に向けた脱炭素シナリオ及び2030年

度削減目標の見直しについて 

５ 閉会 

１ 開会 
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寺田課長補佐：皆様、時間になりましたので始めたいと思います。ただいまか

ら、第１回つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編改定専門部会を始め

させていただきます。部会長が決まるまで、私が進行させていただきます。

環境政策課の寺田と申します。どうぞよろしくお願いします。 

本専門部会は公開となっており、傍聴人の参加と資料の閲覧が可能となっ

ております。また、ホームページ等での掲載のため、写真撮影をする場合も

ありますので、あらかじめ御承知おきください。 

本専門部会は、つくば市環境審議会条例第６条に基づいて設置され、専門

部会開催要項第２条に基づいて、環境審議会から付議すべきものとされた、

つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編の改定について、調査審議する

ものでございます。本専門部会の委員は、専門部会開催要項第３条に基づい

て、環境審議会の会長より指名されております。 

 

２ 委員自己紹介 

寺田課長補佐：初めに、委員の皆様の自己紹介をお願いしたいと思います。 

 【委員自己紹介】 

寺田課長補佐：ありがとうございました。 

 

３ 専門部会長選出 

寺田課長補佐：それでは、つくば市環境審議会専門部会開催要項第３条に基づ

いて、専門部会に専門部会長を置き、専門部会の委員及び専門部会の評価委

員の互選によって定めることとなっております。委員の皆様から、立候補や

他者への推薦等はございませんでしょうか。ないようですので、僭越ながら、

事務局から推薦させていただきたいと思いますが、よろしいですか。それで

は、環境審議会委員を務めていただいております松橋委員に、部会長をお願

いしたいと思います。このことについて、皆様の御意見はございますか。 

 （異議なし） 

ありがとうございます。それでは御承認いただきましたので、専門部会長

を松橋委員にお願いしたいと思います。それではここからの議事進行を、松

橋部会長にお願いしたいと思います。よろしくお願いします。 

松橋部会長：よろしくお願いします。それでは、定足数の確認からお願いしま

す。 

寺田課長補佐：本日は、全７名の委員のうち、７名全員御参加いただいており

ます。開催要項第４条の規定に基づいて、過半数が出席しておりますので、

専門部会が成立することを御報告いたします。 
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松橋部会長：ありがとうございます。それでは議事に移りたいと思います。本

日の議事は二つあります。(1)つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編の

改定に当たっての基本的事項の整理、(2)2050年ゼロカーボンシティの実現に

向けた脱炭素シナリオ及び2030年度削減目標の見直しについて、と進めたい

と思います。 

 

４ 議事(1)つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編の改定に当たっての

基本的事項の整理 

松橋部会長：それでは、まず一つ目の議事につきまして、事務局から説明をお

願いします。 

坂口係長：はい。事務局から資料1-1について、説明いたします。 

【資料説明】（専門部会の検討の流れ：資料1-1参照） 

坂口係長：資料1-1の説明は以上でございますが、ただいま説明いたしました資

料について、質問はございますか。ないようですので、続きまして、資料1-

2、1-3の説明をいたします。 

【資料説明】（つくば市の脱炭素化に係る動向、区域施策編改定に当たって

の基本的事項の整理：資料1-2、資料1-3参照） 

坂口係長：資料1-2、1-3の説明は以上でございますが、ただいま説明いたしま

した資料について、質問はございますか。 

委員：初めてなので、基本的なことを伺いますが、先ほど資料1-2で、実行計画

区域施策の進捗状況で、目標設定した数字と比較した進捗の御説明があり、

ほとんどが目標どおりというお話だったのですが、これは実行計画ができた

時がまだ国の目標が2030年に26％を目指していた時で、それに相当するよう

な市の目標で数値を設定していて、今の46％を目指しているようなレベルに

比べると結構低いという、そのような基本的な認識でよいのかどうか、確認

させてください。 

渡邊課長：はい。御指摘のとおりです。 

委員：資料の1-2の４枚目の御説明の中で、業務部門の温室効果ガス排出量が減

りましたという御説明があったのですけれども、実際４枚目のスライドを見

ても2013年度比で、業務部門の民間のところは61.6％減になっているのです

が、これはどういったことが要因なのでしょうか。 

エックス都市研究所：まず、業務部門のところで、公共と民間に分けて算定し

ておりますが、民間のところはほとんどのものがオフィスなどのイメージを

持っていただければと思います。省エネ基準等の引き上げもありますし、ZEB

化も進んでおりますので、民間の電力の消費量も減ってきています。併せて、
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公共の方でも国で押し進めている削減目標に向けて、色々な取組がなされて

いると思いますので、そのような部分で基本的には業務部門における面積当

たりのエネルギー消費量の原単位が減ってきているという認識を持っていた

だければと思います。 

委員：劇的にそれに寄与したものがない限り、ここまで大きくはならないので

はないのかなと思うのですが、何か熱心な事業者さんがいらっしゃったとい

うことでしょうか。 

エックス都市研究所：そうですね。削減のところですと、やはり特定の排出事

業者での削減量というところは、大きく起因するところにはなると思います。

ただ、個別でどこがどうなっているかというところの御説明はこの場ではで

きませんが、特定排出のところの大企業様などの努力は反映されていると思

います。 

委員：床面積は減ってないということでよろしいですね。 

エックス都市研究所：そうですね、基本的には増えています。 

委員：資料1-2の12ページ目の、進捗管理懇話会における主な意見の資料のとこ

ろですけども、先ほどの委員の発言とも少し関連するのですが、懇話会にお

ける主な意見の４点目で、「排出削減目標を国と同じ基準では不十分ではな

いか」という意見があったとのことなのですけど、その時の排出削減目標と

いうのは26％の時で、「それでは十分ではない」という発言だったのか、ど

の話なのかが気になったので、教えていただけますでしょうか。 

渡邊課長：この意見自体は昨年度、直近の御意見をいただいています。そもそ

も御指摘のとおり26％のままでいいのかという意見をここ最近に頂いたとい

うことになります。 

委員：直近だと、もう国の目標は46％になっていると思うのですが、この発言

の意図は、あくまでも今つくば市は26％だからもっと46％とかそのような目

標を目指せという発言だったのか。国の46％を理解して上でさらに50％など

を目指せという発言だったのでしょうか。 

渡邊課長：どちらかというと後者の認識です。 

委員：46％よりもさらに厳しい目標を設定した方がよいということですね。 

渡邊課長：はい。この文字のとおり、国の基準と一緒では、つくば市は駄目だろ

うという御意見だったかと思います。 

松橋部会長：資料1-2の14ページ、15ページ目のところで、再エネの導入状況に

ついてかかれています。これは、今後の目標は、何か市として決めたものは

あるのですか。全く今フリーハンドで、削減目標と同時に再生可能エネルギ

ーの導入目標みたいなものを考えていくというのが、今回のお題だというこ
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となのですね。何か目安があった方が考えやすいのと、少し行ったり来たり

しながら議論できるとよいのかなと思いました。 

坂口係長：この後、委員の皆様には、区域施策編の改定に当たり、つくば市で取

り組んでいく必要がある施策等について、ざっくばらんに御提案いただきた

いと思います。特に各委員の専門分野において、近年の国内外の動向、押さ

えておく必要があるキーワードなど、御意見いただきたく存じます。また、

現行計画のレビューを受け、見直しが必要な既存事業や、考えられる新規事

業等についても、御議論いただければと思います。その他、計画の改定に当

たって、検討が必要な事項がございましたら、併せて御意見いただきたく存

じます。以上、よろしくお願いいたします。 

松橋部会長：ありがとうございます。資料1-3の一番最後に、今から議事(1)に

ついて議論いただきたい内容について、二つまとめてあります。これを、ま

ず１の方から、地球温暖化対策として、つくば市で取り組んでいく必要があ

る施策等について、緩和や適応などそれぞれの視点から御議論ください。も

ちろん質問があれば事務局に返してもらいますけれど、御自身の考えるとこ

ろ、感じるところとか、最近の動向とかキーワードとか自由に御発言いただ

ければと思います。よろしくお願いします。 

委員：資料の1-2の14ページのこの再生可能エネルギーのポテンシャルに対する

現在の導入量を考えると、ポテンシャル3,372MWあって、そのうち、やりやす

いのは建物系だと思いますけれども、31.3％ということで、大体1,000MWぐら

いあるという中で、この下のグラフで見ても累積で建物系は50MW、100MWはい

かないというような状況、要は１割もいっていないという中で、やはり自然

環境が豊かなつくば市において、その中でも再生可能エネルギーを導入しよ

うという場合には、建物系を先に進めることが先決だと思います。建物系、

特に住宅が多いと思うのですけれども、築年数によっては設置が難しいこと

があると思います。他の自治体の事例でいうと、固定資産税の台帳ベースに、

築年数でどのくらいのものが何件ぐらい市にあるのかということを把握され

て、新しめのところでまだ設置されてないポテンシャルはこれぐらいあるの

で、ということで計画を立てるというようなプロセスがあるので、その辺り

データとして押さえておいてもよいというふうに思いました。もう１点が、

太陽光絡みでいうと、土地系の中でもやはり営農型ではなかろうかと思いま

す。つくば市の中でも、ちらほらと営農型の太陽光発電を見ますけれども、

そこでの実績とかを踏まえて、どこまでどういう作物の環境であれば増やせ

そうなのかということを、地域の農協さんとかとも話し合いつつ、導入目標

を決めていくのがよいと思いました。いずれにしても、この太陽光に関して
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は、未だにリサイクルの問題とか、色々な風評被害ではないですけれども、

実際よりもかなりリスクを多く見る御意見があるので、やはりそういった疑

念を払拭していくような情報発信というのも、併せて行っていくことで、反

対運動などを起こさないように進めるべきなのかなと思います。 

松橋部会長：ありがとうございます。気候市民会議の時に、「ゼロカーボンで住

みよいつくば市」というふうにお題を決めて進めたのですけれど、ゼロカー

ボンを目指した結果住みにくくなってしまうのはまずいので、「住みよい」

と「ゼロカーボン」を両立するような施策を重視してやることが大事かなと

思っています。再エネを入れようとした時に、色々問題が起きてしまってそ

れが進まないということも、やはりゼロカーボンを目指した結果、住みにく

いみたいなことで起きるとよくないことです。営農型にすることで色々工夫

をというところだと思うのですけれど、他にも景観の迷惑になるようなこと

があれば、景観に問題がないような再エネの入れ方というものをしっかり検

討して、それを進めてくということをやらないと、つまずいてしまうと思い

ます。コストや量だけで決めるのではなく、対話をしながら、上手く入れて

いくことが課題であり、色々な知見を集めて意見交換しながらできるとよい

なと考えています。 

委員：太陽光に関して今まで出た御発言は、どれも大変賛成です。屋根上も営

農型も非常に良い形で増やしていただきたいというふうに思います。加えて

申し上げるとすると、十分に説明が聞けていなかったところもあり恐縮なの

ですが、脱炭素先行地域でエネルギーの安定供給と都市のブランド化を進め

ようとしていらっしゃって、これをやることによって排出量はどのくらい減

るというふうに見込まれているのか、これが他のつくば市全体の脱炭素の取

組とどういうふうに関わってくるのかといったところを教えていただければ

と思います。僕は脱炭素先行地域について、あまり状況をよく知っているわ

けではないのですが、申請する時に、何か他がやってないような目玉がない

と通りにくいみたいなことがあって、若干、そのために取組の提案がピーキ

ーというかあるところを狙った感じのものになって、それが必ずしもその地

域全体の削減とどういうふうに繋がるかが見えやすくないってことはあり得

るかと思うのですけれども、つくば市ではどうなっているかということを、

もう少し詳しく教えていただけたらと思いました。これによる削減の見通し

も含めて、いかがでしょうか。 

渡邊課長：三つ質問を頂いたと思います。最初にゴールですけれども、民生電

力部門の電気由来のCO₂を2030年にゼロにするのがゴールです。つまり100%削

減です。この先行地域の取組を最後どうするのかというのは、もうまさに脱
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炭素先行地域がそもそも目指しているところでして、ドミノ展開をしていっ

て、他の地域へも波及させていくというのが、最終ゴールだと理解していま

す。３個目について、この制度自体が他にない100個のパターンを作るという

目的なので、おっしゃるようにかなりチャレンジングな内容と我々は言って

いますけれども、非常に難しい内容になってはおります。ただ今のところ、

つくば市としての計画は、順調に進んでいると理解しております。 

委員：つまり、このつくば市の脱炭素先行地域の事業が上手くいけば、2030年

つくば市の民生部門の電力消費のCO₂排出量は実質ゼロになるということな

のですか。 

渡邊課長：失礼いたしました。脱炭素先行地域は、つくば駅周辺半径500メート

ルくらいの、市域に比べれば非常に狭いところだけをエリアとしています。

まずは、ここをモデル地区としてゼロカーボン2030年に達成させて、ここで

の取組の様々な知見をつくば市全域に広げていくので、最終的なゴールは

2050年だと理解しております。 

委員：ありがとうございます。2030年に、この部分の完了を待たずに、この事業

の効果というのが、このエリア以外に波及していくということは何か考えて

らっしゃいますか。 

渡邊課長：もちろんそこも考えていますが、現状は今このエリアをゼロにする

ことだけです。なかなか上手くいっていないところもあるので。ただ、全部

で個別具体の取組は13個やっていますので、幾つか上手くいった取組は2030

年を待たずに周りへ波及させていきたいと考えております。 

委員：それは、やはりつくば市の脱炭素化のこの計画全体を考えていく上で重

要な要素になるのかなと思って、質問しました。ありがとうございました。 

委員：つくば市のこの脱炭素先行地域が、つくば市内に波及するモデルかと言

われたら、結構難しい内容になっています。つくば市が脱炭素先行地域に選

ばれた一番大きな理由が、つくば駅を中心とする地域熱供給の配管網を活用

して、そこに自営線を張り巡らせることで、系統電力からの影響を受けずに

再生可能エネルギーをそのエリアに供給できるというモデルになるので、割

と全国の地域熱供給事業者に対してのドミノ倒しが一番の大きな目的にはな

っています。ただ一方で、再生可能エネルギーをどうやってこの街中に入れ

るのかという工夫の部分については、つくば市さんオリジナルで考えられる

ところであって、またつくば市内にも波及できる考え方になるかなと思って

います。ちなみに、この先行地域で削減される二酸化炭素の量は、計画提案

書の段階では130t-CO₂ぐらいなので、先ほどの資料1-2の４ページのものと比

べると、本当にCO₂全体量からしてみれば微々たる量になるという状況でござ
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います。 

委員：今のことに関連して、前もどこかでお話したかもしれないのですけれど

も、センターでこういうことをやっているということを、つくば市の市民の

皆様は、どの程度知っているのでしょうか。それを知った上で、「こうなる

のですよ」という夢を見せてあげないと、なかなか波及もしないかなと。そ

の結果を待ってから、波及というとなかなかその時は多分時代も変わってし

まっているので、別の方向に行っている可能性もあるので、「こうなるんで

すよ」というのを夢というか絵を見せてあげながら、何か示してあげること

がすごく大切だと思うのですけれど、いかがでしょうか。 

渡邊課長：１点目について、昨年、つくばセンターでのイベントでアンケート

を取った際には、「脱炭素先行地域に選ばれることを御存知ですか」という

質問の結果、２割から３割ぐらいの認知度でした。それを踏まえて２点目の

部分ですけれども、今、ゼロカーボンのブランディングというものを別途進

めていまして、「One to Zero」という標榜を掲げ、マークを作り、つくば駅

を降りたらもうそこは全部ゼロカーボンみたいなことを市民の方に訴求する

ようなプログラムを筑波大学の先生と一緒になって作って、ブランド化とい

うものを一生懸命進めております。まさに、委員がおっしゃったところが肝

だと理解していますので、そういう取組も並行して行っているところです。

認知度は14％です。２割は盛りすぎました。希望的観測が入っているのかも

しれません。そのイベントで何をやったかというと、そのイベントのところ

の電気の供給を水素で賄ったり、そこで出るごみを太陽光発電の力で生ごみ

処理したりするとか、そういう市民の方も取っ付きやすいような実演を踏ま

えて、「ここが先行地域だよ」、「ゼロカーボンだよ」ということをＰＲし

ました。今後もそういったことを定期的に進めていこうと考えております。 

委員：そのセンターのところで、上手くいってもなかなか波及しにくいかもし

れないとおっしゃったと思うのですけども、お隣、外部とかには展開してい

けるようなものなのでしょうか。 

渡邊課長：先ほどあったように、全ては難しいとは思っています。マイクログ

リッドというのを広げるということは、今のところは計画にありません。共

同溝がないと引っ張っていけないので、なかなか難しいというのはあります

が、他にも取組を色々やっていますので、そういったものは波及していける

ようになっていますし、ゼロカーボンであるということの範囲を広げていく

ということは、もちろんそこは計画の中に盛り込んでいますので、上手く言

えませんが、概念や理念はきちんと波及させていきます。実際のプロセスに

ついては、色々アレンジをしながら、変換しながらやる必要があるというふ
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うに整理できているかなと思います。 

松橋部会長：また、詳しい議論をする段階で、どう波及させていくかというこ

とも入れていく必要があるかなと思います。 

委員：公共施設の太陽光発電の設置とかは進めてらっしゃるという話があった

かと思うのですけれども、学校も多分一部太陽光発電を載せたりしていらっ

しゃるかと思います。それで、最近話題になっているのが、学校の断熱改修

ですね。学校によっては夏に最上階が熱くなってしまって、子供が勉強でき

ないとか、エアコンが全然効かないとか、ムラができるとかそういう話が指

摘されていて、結構取り組んでいるところも出てきいていると思うのですけ

れども、つくば市においてその辺の御認識と取組状況はどうかということを

教えていただければと思います。できれば体育館をやったらよいのではない

かみたいな話があるのですけれども、その辺もぜひ含めて、お願いできれば

と思います。 

渡邊課長：学校の断熱化についての認識は、同じく持っております。重要だと

考えておりますし、議会でも質問を受けて我々としては注視していくという

答弁をしているところです。具体的に何をやっているかというとトーンダウ

ンするのですけども、あまり進んでいない、実例がないというのが実情です。

ただ、取り組んでいくべきですし今の計画には含まれていないので、視点と

しては大切なところだというふうに理解しています。 

松橋部会長：今の話は、議事(1)の中の議論いただきたい内容の２にも関わる部

分かと思いますので、２の方も併せて御意見いただければと思います。現行

計画の中で改定が必要なものとか、或いは新規事業が必要なものとかと指定

されていますが、現行計画のレビューを完全にすることは難しいので、自由

に「これやったらよいのではないか」ということで、御発言いただければと

思います。一つ目よりももうちょっと具体化したような内容でありますが、

似ているので、どこからでも御意見いただければと思います。 

委員：個人的には、有機物を利用したメタン発酵とかいうのも加えてもよいの

ではないかというふうに思ったのですけれども、その辺の見極めというか、

取組に対する考え方というのはどんな感じでしょうか。 

渡邊課長：有機物のメタン発酵というと、具体的に言うと多分生ごみであった

りとかし尿であったり浄化槽汚泥だと思うのですけれども、検討は進めてい

る段階です。し尿処理場を市で持っていますし、生ごみの減量も市の目的の

一つですので、これらを原料にメタン発酵するということは、検討の一つの

中には入れさせていただいております。ただ、個別具体な計画はまだ持って

おりませんが、可能性としては探求していくべきテーマだと理解しています。 
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委員：分かりました。あともう一つ。今日御説明いただいた資料1-2とか1-3と

かいうのは、2020年、2021年というところの数字で議論されているのですけ

れども、その時ちょうどコロナだったので、見かけより数字が少なく出てい

るのではないかという気が、個人的にはしているのですけれども、その辺は

大丈夫ですかね。 

エックス都市研究所：御認識のとおり、やはりコロナ渦で、例えば家庭にいる

時間が長くなっていて、家庭部分のところで、本来であればもう少し減って

いたところが、家の中での消費量が増えてしまっていて、思ったように家庭

部門の削減が進んでいないというような見方もあるかと思います。逆に言え

ば、業務部門でも同じようなことが言えるかなというところでございます。 

委員：先ほどの業務部門が減ったというのは、コロナではないですかね。最新

のデータがあるとよいなと思います。戻ってきている可能性も高いので。 

委員：やはり、市の排出量を大幅に削減するには、大量に出しているところに、

どういう対策を打てるのかがすごく重要な視点になってくるのかなとは思い

ます。その大きな一つは私どもの研究所を含めたそういう業務部門の公共。

なので、そこは頑張りますという感じではありますけれど、もう一つこうや

って見てみると、自動車がやはりとても多いなと思いました。もし、本当に

再生可能エネルギーを大量に増やせてというふうになってくると、かなり電

化されていれば色々減らせると思うのですけれど、大きくポイントは二つで、

電化を様々な部分に関してきちんと進めること。今、化石燃料由来で動いて

いる機器の電化への転換をきちんと進めるような施策とか、あとやはり、自

動車に対する対策というのは、力を入れると、効果が出てくるのではないか

なと思いました。実際は、もちろんこれまでも、こういう進捗管理などで、

乗用車系も入っているのは入っているのですけれど、全然ですよ。容赦なく

言えば、正直、ほとんど効果へは繋がってないぐらいのレベルにしかなって

いないなということは思うところで、ここにもし何か画期的な対策を打ち出

せてぐっと減らせると、やはり意味があるのかなと思いました。 

渡邊課長：おっしゃるとおりです。あと、別のトピックスでいうと、今、補助金

だけではなくシェアリングにも力を入れていまして、シェアリングをやって

いる方へのアンケートというのを業者と一緒にやっているのですけれど、カ

ーシェアに入ったことによって車を買うことをやめたという人の割合も増え

たりしていますので、今つくば市において車を減らすというところは、なか

なかそこだけはおっしゃるように難しいところはあるのですけれども、その

シェアリングというところに今、若干我々としては力を入れていくのが、一

つの道筋なのかなということは少し思っています。 
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委員：上手く機能すればそうだと思うのですけれど、もう少し長期的に考えて

いくと、多分つくば市も高齢化とか絶対進んでいくと思うので、そういう人

たちに自家用車を持たせてというと表現がよくないですが、自分で運転して

あちこち出歩いていただくのか、公共交通を整備して自分では持たない。シ

ェアリングも自分で基本は運転するというものだと思うので、そういう方の

施策も、長期的に見ては真剣に検討する価値があるかなというふうには思い

ます。 

委員：これに関連して質問というか、教えて欲しいのですけれども、車が走っ

たらCO₂を出すというのは、これが全部電気自動車なら、極論別に構わないと

いう話なのですか。 

委員：再生可能エネルギー由来の電気を充電すれば問題ないです。 

委員：つくば市だったら大体車が一家に２，３台ありますよね。だから１台は、

今のとおり使っていただいて、１台はＥＶにしましょうよみたいな。そうい

うキャンペーンみたいなものは駄目なのですか。 

松橋部会長：よいと思います。 

委員：実際、街区で住民の方に対して、１日の走行距離はどれくらいですかと

いうアンケートを取ったことがあって、そしたら１日20kmくらいしか走って

ないみたいなのですよね。そしたら電気自動車でも行ける範囲内なので。 

委員：車１台だとすると、どこか行ったら電気自動車だとすこし怖いねという

のがどうしてもあるのですけれども、２台、３台あれば、普段乗っているも

のは、１台は電気自動車でもよいよね、みたいな、軽の電気自動車とかあれ

ば。そのようなものでも間に合う世界なのでつくばは。周辺部に行ったら道

路も狭いし、大きい車は運転しにくいのですよ。だから小型の電気自動車み

たいなものがあれば非常よいなと思いますが、どうしたらよいのかは分かり

ません。メーカーさんに作ってくれというのは、どうか分からないです。 

松橋部会長：資料1-1の方で、第２回目の中で、意見交換会というもが挙げられ

ていて、太陽光発電の話と特定排出事業者の話とあるのですが、それ以外に、

もしかしたら今の交通手段とまちづくりみたいな話を集中的に議論すること

もあるとよいかもしれないなと思いました。ありがとうございました。関連

して、これも気候市民会議での議論なのですが、市民が取り組みやすいこと

を応援する施策をロードマップでは整理していただいています。市民の取組

と行政の施策の両輪で実現可能性が高いものを目指しているということを活

かして、これまでのものよりも実現可能性が高い計画や事業にすることが大

事だと思っています。もう一つは、削減効果が大きいことが重要です。まだ

削減見込みをしっかり立てた計画になっていなかったと思いますし、一方で
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目標だけが厳しくなっていくという非常に難しい状態です。進捗管理してそ

のとおりやったら削減できるものではない状態で、今後も削減の積み増しも

しなければいけない状況です。そういう削減効果が大きいものを実現するた

めにはどうしたらよいのかという課題に対して、参加市民が言っていたのは、

インセンティブがあればやりますよという話でした。しっかりとインセンテ

ィブに予算をかけるようなこともやっていけるとよいかなと思っています。

お願いするとかキャンペーンだけではなくて、「こちらを選ぶ方が得になる」

という仕組みもあった上で、お知らせしていくということ。波及効果を狙う

時にもゼロカーボンが得になるようなメカニズムをどうやって入れていくか

ということは考えていきたい。市の方でも今までの環境政策の枠を超えてし

っかりと予算を取っていくことを市長の応援も得ながらやらないと多分でき

ないなということはすごく感じていると思う。そうしたことをやれるのだっ

たら言える発言、できるアイディアは沢山あると思うのですが、予算がない

のであったら何を言っても大幅削減は無理ですよねと皆さん思ってしまうと

思う。そこは市の方でも調整を頑張っていただきたいなと思っています。 

委員：先ほど電気自動車の話が出てきたのですけれども、電気自動車を普及さ

せるに当たって、もう既に取り組んでいらっしゃるかもしれないですけれど

も、集合住宅に充電器を設置することを促進する補助金をやっていただけな

いかということですね。東京都などでもすごく最近強調していると思います

ので、その点もしまだでしたら、考えていただきたいです。もう一つ関連し

て、職場の駐車場に充電器があって昼間仕事している間に充電するというふ

うに今後なっていくとよいのだろうとよく聞くのですけれども、そのような

ものも職場の駐車場に充電器を設置する補助みたいな形で、何か促進すると

いうことを考えられないかなというふうに、これ少し思いつき含めてですけ

れども、御検討いただけたらと思いました。 

委員：ソーラーカーポート補助金みたいなものは、出していないのですか。つ

くば市は、ポテンシャルとしてはありますよね。 

松橋部会長：あと、公共の土地でも、バス停の屋根みたいなところとか、部分的

に少し歩道に屋根をかけてＰＶを載せたりなども、少しはされているのです

かね。 

委員：ＥＶ車ですが、実際、茨城県のある企業さんは、企業の敷地内に従業員の

マイカーの充電器を設置して、ＥＶで通勤する人は無料で充電できるという

仕組みがあります。そこのＥＶは、実際に何かあったときにそのＥＶを電源

として活用するという取組をしている企業もありますので、そういった形も

よいのかと思います。太陽光発電のところ、少し話がそれるかもしれません
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が、今、電線盗難が大変多いので、電線盗難に遭ってしまうと、発電の方も

下がってしまいますので、今、アルミケーブルが開発されていまして、アル

ミケーブルですと盗難のリスクが低いということです。ただ伝導率が少し下

がるので、実際のケーブルよりは太いケーブルになるのですが、そういった

ものを検討するとよろしいかと思います。 

 

４ 議事(2)2050ゼロカーボンシティの実現に向けた脱炭素シナリオ及び2030

年度削減目標の見直しについて 

松橋部会長：大体時間ですので、議事(2)の方に移りたいと思います。事務局の

方から説明をお願いします。 

坂口係長：資料の説明については本業務の支援をしているコンサル事業者から

御説明いたします。 

エックス都市研究所：【資料説明】（脱炭素シナリオ、2030年度目標の考え方：

資料２、資料３参照） 

坂口係長：今、説明した資料について、御質問があれば、お願いいたします。 

委員：質問というわけではないのですけれども、このような削減目標を考える

上で、正しいやり方をされているとは思うのですね。だけれども、実際の施

策との乖離とか、それを実際受け取る市民の人たちが具体的に何をしなけれ

ばいけないのかというところのリンクというのはやはり考えなければいけな

いと思っていて、そういう意味では、46％削減からさらなる高みを目指せる

かどうかというのは、変な話、そういった細かな施策とのリンクでボトムア

ップ的に決めるところもあるかなと思います。判断するためには、例えば、

先ほどの学校の話などでも全学校で何％削減したらここまでいってだとか、

車の中でも所有自動車の中の１台を変えたらここまで行ってのような議論と

併せて考えることで、どこまでもう少し頑張れるかのような議論が出てくる

のかなと思うので、その辺の細かなボトムアップ的なデータがあるとよいな

と思いました。 

松橋部会長：ありがとうございます。結局再エネの導入目標だとか、入れてい

く事業によって、目標そのものももしかしたら多少変わってくるかもしれま

せん。第４回までの議論によって、削減目標に少し修正が入るようなことも

あるということでよいですか。その方が進めやすそうだと理解しました。ま

ずは、当座どのぐらいの感じで行きましょうかということを今日、議論する

感じで受けとめました。 

委員：もうこの意見を言っても、よいですか。 

松橋部会長：はい。目標に関しての意見をお伺いします。説明を頑張っていた
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だいたので、終了５分前ぐらいまで、どんどん発言してください。 

委員：僕が思うのは、もちろんボトムアップでどのくらい行けそうかというこ

ともあるのですけれども、やはり何かこのような数字というのは一方で、あ

る種価値観が入るというか、どのような想いで目指すかみたいなところとい

うのもあるのではないかなと。特に2045年か2050年かというところですね。

2030年は、もう少しボトムアップを見て議論するという意味が大きいと思い

ますけれども。僕はこれは何か、専門家が相談して決めるというよりは、や

はり市民に議論を開いて意見をもらうというプロセスがあった方がよいのか

なというふうに個人的には思っています。自分自身が非常に印象に残ってい

るのは、気候市民会議の日本でやった第１回というのを、札幌市でやったも

のがあるのですけれども、そこで2050年よりも早く札幌市は脱炭素を目指す

べきかという議論を一つしたのですよね。そうしたら３分の１くらいの人が

早い方がよいというふうに答えて、それはなぜかというと色々なのですが、

その中で印象深かった理由が、それぐらいを目指すと、きっと2050年に達成

できるからだというのですね。僕は非常に印象に残っています。だから、そ

のような色々な考え方を含めてこの目標というのは議論されるものかなとい

うところがあると思います。現時点の意見というか感想として申し上げます。 

松橋部会長：パブコメになる前に市民に意見を聞いてみるというのは、面白い

なと思いました。 

委員：2050年でゼロなのかとか、その点に関しては、今は未知数な技術の話も

考えられないことはないですから、意見を聞いてということは分かりますが、

2030年の46％削減は、本気でやる気があるなら、なぜ2025年まで計画を変え

なかったのかというのは、正直な意見としてはあります。なぜなら2021年ぐ

らいには、そのような目標に国が変わったわけで、議論するタイミングは幾

らでも有り得たのではないかと思うからです。普通に考えれば、目標が厳し

い方に行けば、なるべく早くからその新しい目標を目指して少しでも努力を

早めるというふうにしないと、どんどん自分たちで自分たちの首を絞めてい

く状況であるのはもう間違いないのに、こんな５年前になって、2030年にこ

の46％、しかもつくばがこれまですごく先進的な取組ができていて、26％な

どもう余裕で達成できるというようなそういう推移だったらともかく、今の

この推移を見ていてですよ、これ46％を掲げるのですかというのは、私とし

てはすごく、何ですかそれはと。国が出せば何でもその数字出してよいとい

う話ではなないと思いますというのが、正直な話です。もちろん、46％にで

きうる道筋が現実にあるのならば、話は別ですけれども、これ無理ですよね

と正直なところ思うし、なぜそこベースで話が進んでいくのかというのは不
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思議です。例えば、私きちんと理解できていないですけれども、今はもう2035

年や2040年の数字も出ていますから、2030年に46％を通すことを諦めて、た

だ2035年や2040年ではその目標に少しでも寄せていくとか、すこし幅広にそ

のパスのあり方というのは考えないといけないのではないかというふうに思

います。５年後の話、５年後の計画、削減目標などを達成するなどというの

は難しいです。2030年の削減目標の数字ではなくて、2030年の通し方を本当

にここで議論すべきなのかというところは、少しポイントなのではないかと

個人的には思いました。2030年に46％を外す、もう少し緩めるとなると、ど

こまで緩めることが許されるのかという話に正直なるような気がして、あま

り、なんというか不毛な議論というか、その議論頑張って何か意味があるの

かというところもあるので、もう少し先をしっかり睨んで、ただ2050年は少

し遠すぎるので、もちろん最終的な目標をどこに置くのかということを踏ま

えつつ、2035年やその辺を狙った方が、もう少し余裕を持って議論できるの

ではないかというふうには思いました。かなり厳しいとは思うので、本気で

どういうふうに議論していくのですかと。変な話ですけれど。何か議論のし

ようがあるのかな、くらいの感想を持ちましたというのが、正直なコメント

です。以上です。 

委員：少しそれに関連して、この数字云々というのは、本当に不毛なのですよ

ね。決め事なのですよね。だから逆に言えば、もうバックキャスト的に、国

が決めた目標というのは地方を包含している目標であって、粛々とその目標

で従っていくということでまず立ててみて、その中で私たちが今時間をかけ

て議論すべきは、つくば市の中で具体的にどうやって、何トンのCO₂削減を狙

っていくのかというところなのかと思います。この数値目標自体は、何の意

味も正直なところ持っていないのでは、と思っています。そういう意味では、

積み上げにも全く合致していないような状況ですし、粛々とその国の目標を

やるということの利点は、茨城県の中でつくば市が頑張らないと、茨城って

他の地域頑張っていないのですよ全然。つくば市ある意味茨城県代表なので、

ここがしっかりと示すという、政治的な話ですけれど、やはりここは外せな

いというふうに思っています。46％は最低限ですね。できるかどうかは別と

して。 

委員：話で出た数値目標ですけど、国が46％削減と言っているけれど、勝算が

ないですよね。はっきり言って。何かあるのですかね。 

委員：一応シミュレーションなどを回して、エネルギーコストが許容範囲内に

収まるところで、落としどころとして46％という数値が出ています。 

委員：それは各地域によって違いますよね。だから平均値なので、そこは先ほ
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ど言われているように気にする必要もなくて、一応の目安なのでそこを目指

して頑張りましょうというくらいの扱いでよいのですよね、おそらく。 

委員：私はそう思っています。 

委員：それに近い感覚で数字目標、何かないと困るので、一応国が言っている

からそれを目指して頑張りましょう。それを抜けたら御の字だし、下がった

らそんな滅茶苦茶外れなかったらよいでしょうくらいの感じかなと思ってい

るので、できること、何があるのかなというふうに議論していったらよいの

かなと思いました。 

委員：ただ、それ以上を求めるかどうかは、市町村の意欲を示すかどうかだけ

という話だと思うのですよね。つくば市さん、研究所を抱えている中で、実

質問題難しいところはあると思うので、無理する必要はないかなとは思いま

すけど。 

委員：そこは問題で、研究所だから駄目ですよねとか、先ほどから決めている

じゃないですか。それはよいのかなといつも思っていて。やはり使うことは

分かっているのだけれども、研究所だから仕方ないよねと研究所の中の人が

言ってしまったらもう身も蓋もないので、それはもう少し私事として何か考

えて欲しいというところです。行政ができることは多分お願いベースになっ

てしまうので、やはり難しいと思うのですよ。だから、お願いベースではあ

るのだけれども、自らどうしたらよいのだろうなと考える姿勢が、研究施設

もとても大事だと思うので、やはりそれは大真面目に考えて欲しいなと思い

ます。全然違う話になってしまい、すみません。 

松橋部会長：いいえ、目標の色々な役割があるということで、関連していると

思います。淡々と2030年に関しては46％とその高みを目指してというふうに

判断で書いておくというのもあるかなと思います。一方で2035年くらいにこ

のくらいの数字ですというのがあった方が、今後事業を考える上ではやりや

すいのではないかというのが、多分委員の意見にあったと思います。その数

字がどのぐらいなのかという議論ができるのであれば、共通で持っていても

よいのかと思いました。行政計画的には何年先がやりやすいなどはあります

か。５年先で実現できるのですかという意見がありましたが。 

渡邊課長：５年というのが、一般的な計画です。2030年の目標を立てる必要は、

法令上決まっていたか。 

エックス都市研究所：削減目標を立てることは決まっていますが、2030年でな

くてはいけないというわけではございません。 

渡邊課長：確認しながらですみません。目標数字は出さなければいけないとい

う立て付けになっているのですよね、国の方から。 
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松橋部会長：その数字自体には、それほどのこだわりがないという意見が大勢

だったように、受けとめています。 

渡邊課長：立場的にはっきり言えないのですけれども、二面性があるものだと

いうことは、もうまさに私も責任者として強く思っているところですので、

代弁していただいたところでもあるのかなというコメントです。 

委員：実際的にこういうものは、本当に実感として下がったというのは、何年

くらいで効果が出てくるものですかね。 

渡邊課長：行政が施策を打って効果が出てくるということは、地域全体ではそ

れほど因果関係までを証明できるようなものは、個人的にはないと思います。

市の事務事業編という市役所の事務でどれくらい減らすかは、施策と結果に

相関があるので、市役所の庁舎をどのように減らすかなど、自分の領域内は

先ほどおっしゃっていただいたように、そこは順調に減っているとレポート

させていただきました。やはり区域施策編でいうと、市町村の施策がどこま

でというのは、なかなか見えないものなのかなというのはあります。そこは

もう個人の感想になってしまって申し訳ありませんけれども。 

委員：感覚的には、５年というのは、とても短いというふうに感じるものなの

ですね。 

松橋部会長：先ほど委員からの市民の意見聞いたらというところは、2050年に

ゼロカーボンか、もう少し前倒した方がよいかを聞くというところがポイン

トですか。2030年の目標も聞いたらどうかという感じですか。今の議論も踏

まえながら。 

委員：2030年46％は、おっしゃるとおり普通に考えるとできなくて、今このグ

ラフでかくと少し頑張ればできるように見えるのですけれども、それは2021

年までしかで点が打ってないからであって、2050年の実績値から引くとすご

い数にきっとなるのですよね。それは確かにそのとおりなのですけれども、

そうするとやはりむしろ価値観が入ってくるとこはどこかと言うと、設定す

る数字をどのような数字だと思うかということですよね。必ず達成しなくて

はいけない、できる目標を書くのだということで言うと、もう46％も掲げら

れないというふうに思いますけれども、高い目標を掲げて、できなくてもよ

いからそこに近づくように施策を打って、つまりその目標が低かったらさら

に低くなってしまうけれども、高い目標を掲げたことによって、達成はしな

いけれどもその目標がない時よりは高くなったという状態を目指すのか。た

だそうすると、目標というものは達成できなくてもよいものなのですねとい

う認識になってしまって、それはそれで悪影響があるとか、多分そのような

考え方があって、それは行政においてはもう達成するものを立てるのだとい
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う常識というか慣例なのかもしれませんけれども、そのような考えでいくの

か、どのような考えでの数字だと思うのかというところは、色々な意見があ

り得るのかなというふうに僕は思いました。 

委員：先行地域も採択基準にありますよね。確か46％以上掲げなければならな

いというものが。 

委員：じゃあ外せないのですね。 

課長：おっしゃるとおり、先行地域の前提として、46％以上というものがあり

ます。 

委員：それは、その先行地域の応募した市域全体に関しての46％ということで

すか。 

渡邊課長：おっしゃるとおりです。 

委員：それは、もうそうするしかないですね。 

渡邊課長：そのような計画を持った自治体こそが先行地域たるものなので、一

応46％だけは先行して先般確定しましたが、さらに高みを目指せと、先行地

域たるものはというのがありまして。ただ、御意見いただいているところは、

まさに事務局でも同じ議論はしておりまして、本質のところと数字の目標と

いうところは、まさにもう今意見いただいたとおりでございます。どのよう

に落としどころを見つけるのかというところを、上手く言えませんが、何か

ここで背中を押していただくなどというイメージなのですかね、というのが

事務局としてはあります。その高みを目指すのだと。まとまらないのですけ

れども。 

委員：環境省はそう言っているかもしれないのですけれども、実質、採択され

ていてもう改定済みの自治体で46％以上掲げている自治体は、もう一握りで

す。二つか三つくらいしかないです。ほとんどが46％でいっています。その

辺は、調査されましたか。何か他の自治体の情報など。 

渡邊課長：すみません。46％以上ということは、環境省からもかなり強く言わ

れています。しかし、だからといってこの議論でそこを持ち込む気はなかっ

たのでずっと話しませんでしたが。とはいえ、対外的にはというか環境省に

対して、46％は一旦仮置きで置かせていただければというのは、そういう事

情です。 

委員：事情は分かりましたし、そうであれば46％は、少なくとも設定しなくて

はいけないのも理解はしました。しかし、計画を作る以上、46％と決めたら、

今の排出量から46％減のラインを達成するだけの対策を普通は積み上げます

よね。それ、積み上げられますかというのが、少しやはり気になってくると

ころではあるのですよね、というところが一つ目のコメントです。少し話を
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変えて申し訳ないですけれど、2030年の時点でその議論するかは別として、

2050年に向けて、やはりつくば市のように少し排出が特殊な自治体に関して、

他の自治体から排出枠をもらってくるようなことは全く検討されないのです

かというのが、私からのもう一つの質問というか、コメントです。先程、委

員が、茨城県のリーダーではないですけれどもと言っていて、まだきちんと

このような検討できていない自治体が本当に多くあるのかもしれないのです

けれど、一生懸命計算して、同じぐらい努力すればあなたのところはかなり

減らせると思うのですよねということで、茨城県内の周りの自治体から少し

排出枠をもらってくるなど、何か考えようによってはできないことはないか

なというふうに思います。その計算をつくば市がするのかというと、何か変

な話な気がしてきますけれど。何かその辺は戦略持たれてもよいのではない

かなと思います。もちろん、ある程度必死に頑張って削減を目指すというの

はもう絶対条件ではありますけれど、つくば市だけではなくて、やはりその

特殊性から、どう考えても市域の排出量ゼロを目指すというのはもう不可能

に近いよねという自治体は幾つかある中で、比較的容易に達成できそうなと

ころから、少し御協力いただくという発想もないことはないのではないかな

と思います、というのだけ申し上げておきます。 

委員：容易に達成できそうな自治体というのは、どのような特徴があるのでし

ょうか。 

委員：例えば、人口減少が激しくて、結果として、残念ながら色んな産業活動や

業務部門、運輸部門の活動が減ってくる、放っておいても減ってくることが

予想されるような地域は、やはり人口が増加しているところと比べれば、圧

倒的に楽に比較的削減目標を達成できると思います。あとは、やはり森林が

多いなど、そのような条件も当然あると思います。 

委員：それでは、茨城県だと例えば北の方ですね。 

大見課長補佐：昔、もう十何年か前ではあるのですけれども、県北の大子町と

そういった試験的な取組を行ったことがありまして、アイラブつくばの寄附

金でもらった寄附を大子町の森林整備に当てて、カーボンオフセットをする

という取組を試験的にはやったことがありまして、量は本当に微々たるもの

なのですけれども、そういったこと等で規模を大きくということもあるかと

思うのですけども、やり方としては例がないわけではないというふうには考

えています。ただ、当時色々あって、もうやめてしまってもう十何年という

ところでありますので、自治体としての事例というものもありますが、ただ

26万t-CO₂という量を考えれば、あとどれくらい他自治体に求められるか、そ

れに対して費用負担どれくらいでやるのかというところは精査が必要かと思
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います。 

松橋部会長：目標について、委員何かありますか。 

委員：目標については、意見は特段ないのですけれど、目標達成については、企

業でもそうなのですけど、安全と環境は目に見えないので、どうしても手を

抜こうと思うと幾らでも手を抜けるという分野なので、企業はある程度企業

努力というところで進めていくと思うのですが、一般家庭や市民の方にどれ

だけ関わっていただくか、それを目に見せて理解していただくというところ

が大切なのかなと感じました。 

松橋部会長：ありがとうございます。見える化が大事だというところですね。

委員どうですか。 

委員：なかなか難しい問題ですよね。僕個人的には、やはりしっかり目標の数

字を出しておかないといけないのではないかというふうに思います。また、

どうでもよいことかもしれないですが、削減目標を大きくするという時に、

「高みを目指す」とかそういう表現は、何か誤解を生むような気がしたので

すね。資料３のところの説明の時、「引き上げを行う」というような表現が

あったと思うのですけれども、それってどちらの意味にも取れてしまうよう

な気がして、行政の人からしたらそういう言い方は普通なのかと思ったので

すが、一般の人が聞いたら、目標を下げるのか上げるのか、どちらでも取れ

るように感じました。 

松橋部会長：排出量なのか削減量なのかというところで、誤解のないようにと

いうことで御意見を承りました。他に、最後一言あればお願いします。よろ

しいですか。目標に関しては、議論を踏まえて事務局で次回までに決定いた

だきたいと思いますと書いてありますが、案を出していただきたいと思いま

す。では、最後に事務局から連絡事項があればお願いします。 

坂口係長：事務局より次回の部会に関する御連絡です。次回、第２回専門部会

は６月下旬頃に開催を予定しております。この後事務局から日程調整のメー

ルをさせていただきますので、御回答のほどよろしくお願い申し上げます。

事務局からの連絡は、以上となります。 

松橋部会長：ありがとうございます。本日の議事につきましては、以上となり

ます。議事のスムーズな進行に御協力いただきまして、ありがとうございま

した。それでは、司会を事務局にお返しします。 

 

５ 閉会 

坂口係長：本日はありがとうございました。以上をもちまして、第1回つくば市

地球温暖化対策実行計画区域施策編改定専門部会を閉会させていただきま
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す。委員の皆様におかれましては、お忙しい中、活発に御議論いただき、誠

にありがとうございました。 
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第１回 つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編改定専門部会 

次 第 

 

日 時：令和７年４月22日（火） 

15時00分～17時00分 

 

場 所：つくば市役所コミュニティ棟 

１階 会議室２ 

 

１ 開会 

 

２ 委員自己紹介 

 

３ 専門部会長選出 

 

４ 議事 

（１）つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編の改定に当たっての基本的事項の

整理 

（２）2050年ゼロカーボンシティの実現に向けた脱炭素シナリオ及び2030年度削減目

標の見直しについて 

 

５ 閉会 

 

 

配布資料一覧 

 

資料1-1 つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編改定専門部会におけ

る検討の流れについて 

資料1-2 つくば市の脱炭素化に係る動向について 

資料1-3 つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編の改定に当たっての

基本的事項の整理 

資料２ 2050年ゼロカーボンシティの実現に向けた脱炭素シナリオ 

資料３ つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編における削減目標に

ついて 

 

 



つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編改定専門部会における検討の流れ

〇部会の流れ
① 2030年度目標の達成に向けた計画の将来像・基本目標を定める

② ①を踏まえ、2030年度削減目標の実現に有用な施策の洗い出しを行う

③ 第1回における促進区域の概要を踏まえ、つくば市における設定の考え方を示す

〇第２回で決定・確認したい事項
• 区域施策編における将来像・基本目標の決定

• 促進区域に関する詳細検討は庁内で行うことについて確認

第２回 （6月下旬）

•部会の指摘事項を受け、素案の修正

• パブリックコメント （11月～12月の1か月間）

•環境基本計画への盛り込み
• パブリックコメントを経て、最終調整 （２月頃に第5回開催）

第4回後の予定

第３回 （8月中旬）

〇部会の流れ
① 第2回及び意見交換会における議論を踏まえ、ロードマップをはじめとする取組を整理し、具体的な施策の提示をする

② ①の施策のうち、重点項目として位置付けるものを提示する

③ 計画の骨子案を提示

〇第３回で決定・確認したい事項
• 具体施策の過不足について確認

• 計画の施策体系の決定

第４回 （9月下旬）

〇部会の流れ
① 現行計画の推進体制について見直しを行ったうえで、改定計画の推進体制を提示する

② 促進区域について庁内で検討した結果を説明し、計画への反映事項を提示する

〇第４回で決定・確認したい事項
• 全体的な素案の修正事項の確認

〇意見交換会のトピック
① 太陽光発電設備設置義務化に関する意見交換

• 第1回における太陽光発電義務化に関する国・他自治体の動向を踏まえて、つくば市での制度導入による影響や導
入の可能性を議論する

② 特定排出事業者の排出量に関する意見交換

• 区域における特定排出事業者の排出量の現況を踏まえ、改定計画における特定排出事業者の取り扱い等について
議論する

ゼロカーボンシティの実現に向けた意見交換会

〇部会の流れ
① 部会で議論するうえで把握が必要な近年の脱炭素に関する動向等について情報提供を行う

② 近年の地球温暖化対策の動向を踏まえ、つくば市の2030年度削減目標を設定するための脱炭素シナリオを提示する

③ ①、②を踏まえ、つくば市の2030年度目標を設定し、合意を図る

〇第１回で決定・確認したい事項
• つくば市の地球温暖化対策として取り組んでいく必要がある施策等のキーワード
• 2030年度の削減目標の決定

第１回 （4月22日）

• 国・県の関連計画の動向
• 近年の地球温暖化対策の国内外の動向
• 脱炭素最新技術動向

•温対法による促進区域について
•太陽光発電義務化における国・他自治体の動向
• つくば市における脱炭素化の動向

資料1-1



つくば市の脱炭素化に係る動向について

1

資料1-2

1. つくば市における温室効果ガス排出量の現況について

2. つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編の進捗状況について

3. つくば市の再生可能エネルギーの導入状況について

4. つくば市の脱炭素に関する取組について



1. つくば市における温室効果ガス排出量の現況について
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つくば市における温室効果ガス排出量の推移

• つくば市の温室効果ガス排出量は2013年度以降、減少傾向にあり、2021年度の排出量は1,858千t-CO2eqとなっており、2013年度比9.5％
減であった。

• 2013年度～2021年度の温室効果ガス排出量の推移は下記のとおりである。
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＜つくば市における温室効果ガス排出量の推移（2013年度～2021年度）＞

◆2013年度以降のつくば市内の温室効果ガス排出状況について
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1,996,851 1,793,275 1,802,925 ▲9.7% 0.5% －

0 385,367 389,432 406,440 5.5% 4.4% －

0
農林水産
鉱建設業

26,423 54,715 46,442 75.8% ▲15.1% 都道府県エネルギー別消費量における農林水産業由来排出量が減少

門 製造業 358,943 334,717 359,998 0.3% 7.6%
特定事業所、中小規模事業所のいずれも鉄鋼･非鉄･金属製品製造業に
よる排出量が増加

0 789,967 602,528 584,244 ▲26.0% ▲3.0% －

0 公共 514,957 490,167 478,732 ▲7.0% ▲2.3% 特定事業所（学術研究･専門･技術サービス業）による排出量が減少

0 民間 275,010 112,361 105,512 ▲61.6% ▲6.1% 中小規模事業所の排出原単位が減少

0 281,228 278,333 276,826 ▲1.6% ▲0.5%
・世帯当たりの年間エネルギー消費量が減少
・電力排出係数が減少

535,917 520,387 532,908 ▲0.6% 2.4% －

自動車 527,505 513,203 525,605 ▲0.4% 2.4% 自動車保有台数の増加

鉄道 8,412 7,184 7,303 ▲13.2% 1.7% 電力排出係数が増加

4,372 2,595 2,507 ▲42.7% ▲3.4% 特定事業所（熱供給事業）による排出量が減少

56,149 59,706 54,893 ▲2.2% ▲8.1% －

36,963 36,925 32,017 ▲13.4% ▲13.3% プラスチック焼却量が減少

4,071 3,238 3,257 ▲20.0% 0.6% 自動車保有台数の増加

11,931 15,547 15,547 30.3% 0.0% －

3,185 3,996 4,072 27.8% 1.9%
世帯数、自動車保有台数の増加による冷蔵庫、カーエアコンからのHFC
の排出量の増加

2,053,000 1,852,981 1,857,818 ▲9.5% 0.3%
部門・分野ごとの排出量は全体的に減少しているものの、産業部門
（製造業）、運輸部門（自動車）による排出量が増加しており、増加
量が全体の削減量を打ち消している。

エネルギー起源CO2

産業部門

合計

その他の分野

廃棄物分野

燃料の燃焼分野

農業分野

代替フロン等４ガス分野

業務部門

家庭部門

運輸部門

エネルギー転換部門

部門・分野等

(t-CO2eq)
主な増減要因

2013年度比増減率 2020年度比増減率
2021年度2020年度2013年度

つくば市の温室効果ガス排出量の増減要因

• つくば市における2020年度及び2021年度の温室効果ガス排出量の内訳は下記のとおりである。2021年度排出量は基準年度（2013年度）
比9.5％削減となっている。

4

＜つくば市の温室効果ガスの排出状況および考えられる増減要因＞

（2020年度→2021年度）



2. つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編
の進捗状況について
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つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編の進捗状況について ①

6

施策 取組の概要 進捗管理指標

進捗管理指標の実績の推移 取組による
CO2削減量
(2020年度
～2023年

度)

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

1
エネルギーの有効
利用

①公共施設のエネルギーの有効な利用・省エ
ネ化
②低炭素な電力の選択
③環境配慮型製品購入の補助
④市民と事業者の行動変容につながる情報提
供

つくば市役所にお
けるCO2排出量[t-
CO2]

54,726 48,768 58,251 50,159 4,567t-CO2

2
省エネ効果のモニ
タリング

①モニタリング前にデータ内容や期間、検証
方法、フィードバック内容を検討
②市民や事業者から被験者を募集し、省エネ
対策前後のデータを収集
③結果を被験者にフィードバックし、地域で
共有・活用

エネルギー消費量
データ取得率[%]

－ － 43 85 －

3
コミュニケーショ
ンツールの検討

①既存制度を活用し、事業者との連携や温室
効果ガス報告制度の整備を検討
②大学・研究機関と連携し、環境ビジネスや
排出削減手段を検討

－ －

◆「(1)各主体による低炭素の推進」における進捗状況

つくば市役所の排出量は2022年度に大幅に増加したものの、2023年度に削減がみられ、おおむね目標を達成
している。



つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編の進捗状況について ②

7

施策 取組の概要 進捗管理指標

進捗管理指標の実績の推移 取組による
CO2削減量
(2020年度
～2023年

度)

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

4
低炭素(建物・街
区)ガイドラインの
運用

①ガイドラインの周知と低炭素モデル街区の
整備支援
②ガイドラインの効果的な運用に向けた見直
し準備
③住宅購入者への情報提供に向けた課題や
ニーズの調査実施

低炭素住宅の認定
戸数[戸/年] 

83 111 111 93 1,294t-CO2

5
再生可能エネル
ギー等の導入支援

①再エネ・蓄電池導入の課題やニーズを調査
し、補助の必要性や情報を整理
②蓄電池・燃料電池等の導入に際し、補助金
交付

蓄電池補助金交付
決定数[件/年]

174 152 177 301 －

燃料電池【エネ
ファーム】補助金
交付数[件/年] 

56 36 21 10 172t-CO2

6
低炭素な先進モデ
ル構築の検討

①住宅や技術メーカーと連携し、低炭素モデ
ルの必要事項を検討

住宅メーカー、技
術メーカーへの聞
き取り[件/年] 

－ － 4 2 －

◆「(2)低炭素なまちづくりの推進」における進捗状況

いずれの施策もおおむね目標を達成しており、さらなる削減のためにも引き続きの取組の推進が必要。



つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編の進捗状況について ③

8

施策 取組の概要 進捗管理指標

進捗管理指標の実績の推移 取組による
CO2削減量
(2020年度
～2023年

度)

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

7
低炭素な自動車の
普及促進

①公用車の低炭素化とエコドライブ推進
②低炭素車導入に際し、補助金を交付

EV補助金交付決定
台数[台/年]

14 17 70 － 75t-CO2

FCV補助金交付決
定台数[台/年]

1 1 0 0 1t-CO2

V2H補助金交付決
定数[件/年]

－ 5 8 13 －

8
公共交通利用の促
進

①公共交通の利便性向上
②つくバス及びつくタクのインセンティブ整
備

つくバス１便当た
りの平均利用者数
[人/便・年]

6.3 7.0 8.5 9.7 －

9 自転車利用の促進

①自転車利用環境整備
②ウェブサイト「つくば市サイクリングガイ
ド」で、自転車駐車場やレンタサイクルの情
報提供・自転車利用の周知及び安全利用の啓
発

主要自転車駐車場
における市民１人
当たりの年間利用
回数[回/人・年]

5.2 5.6 6.4 5.4 －

10
シェアリングシス
テムの検討

①市内のカーシェア・ライドシェアの実施状
況を調査
②課題やニーズ、経済的メリット、実現可能
性を調査
③市と事業者が連携し、実証実験でカーシェ
ア等の実現を目指す

－ －

◆「(3)低炭素なモビリティの普及促進」における進捗状況

いずれもおおむね目標を達成しているものの、「低炭素な自動車の普及促進」においては、2023年度のEV補
助事業を実施していないことから、新たな進捗管理指標の検討が考えられる。



つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編の進捗状況について ④

9

施策 取組の概要 進捗管理指標

進捗管理指標の実績の推移 取組による
CO2削減量
(2020年度～
2023年度)

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

11 荷物の再配達の防止

①宅配ボックス利用促進のため、アン
ケート調査や行動科学を活用した実証実
験を検討
②配達回数や持ち戻り数の情報共有を配
送事業者と協議
③宅配ボックス設置に対する補助金交付
を検討

宅配ボックス設置事業補助
金件数[件/年]

－ － 14 16 －

12
廃棄物発電及び余熱
利用の検討

①廃食用油から精製した BDFの利活用を
検討
②廃棄物発電による売電や外部施設への
熱供給を継続

BDF利用量[L] － 2,718 3,287 2,484
22t-CO2

進捗管理しない
※ 参考値として廃棄物発電の売電量、余熱の外部への供給量については把握

13
プラスチックごみの
減量化とリサイクル
促進

①プラスチックの利用抑制啓発活動
②リサイクルセンターの運用とリサイク
ルに係るルール等の周知徹底
③施設見学等による市民や事業者による
学習機会の提供

市民一人当たりの生活系ご
み排出量[g/人・日]

679 658 634 未算定 －

リサイクル率[％] 21.7 23.0 25.2 未算定 －

家庭系プラスチック製容器
包装の回収量[t]

639 751 910 859 －

サステナスクエアの見学者
の人数[人]

0 26 1,265 2,136 －

14
地産地消の推進と食
品廃棄の減量化

①地産地消レストランの推進
②学校給食における食育及び地元食材の
利用

地産地消レストランの認定
件数（累計）

126 153 157 160 －

地産地消率[%]
（つくば市で生産・収穫さ
れた食品数の割合）

－ － 18.4 15.6 －

◆「(4)持続可能なライフスタイルの推進」における進捗状況

いずれも目標をおおむね達成しており、さらなる取組の強化が必要。



つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編の進捗状況について ⑤

10

施策 取組の概要 進捗管理指標

進捗管理指標の実績の推移 取組による
CO2削減量
(2020年度
～2023年

度)

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

15
環境教育システム
の構築

①環境学習の場を提供し、市民と双方向で持
続可能なライフスタイルを促進
②環境団体への支援強化と情報発信人材の発
掘
③会員制プログラムのポイント制度などイン
センティブを充実化

環境情報に関する
市HP掲載数[回/

年]
－ － － 4 －

16
環境イベント等を
通じた環境意識の
啓発

①省エネセミナーで事業者・市民の省エネ意
識を啓発
②IoTやゲーミフィケーションを活用し、楽
しみながら実践できる取組を促進

環境教育事業の実
施回数[回/年]

－ － 3 6 －

17
次世代環境プログ
ラムの実践

①「つくばスタイル科」などで持続可能な社
会の担い手を育成
②行政と学校の連携で課題解決人材の育成プ
ログラムを検討

エコクッキング事
業の実施回数[回/

年]
－ － 10 19 －

◆「(5)市民参加型の環境意識啓発」における進捗状況

いずれもおおむね目標を達成している。（進捗管理指標の設定がされたのはいずれも2022年度以降）
「環境イベント等を通じた環境意識の啓発」における事業者向けの取組が弱く、市内事業者向けの脱炭素セ
ミナーの実施等、業務部門の排出量の削減に向けた取組の強化が必要。



つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編の進捗状況について ⑥

11

施策 取組の概要 進捗管理指標

進捗管理指標の実績の推移 取組による
CO2削減量
(2020年度
～2023年

度)

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

18 熱中症対策の推進

①公共施設をクールシェアスポットとして開
放
②ホームページで暑さ指数や熱中症予防の情
報提供・注意喚起を実施
③学校で熱中症や感染症予防の保健指導を実
施

－ －

19 自然災害に備える

①防災計画や防災ブックを通じて災害対応情
報を提供
②公共施設に再エネや蓄電池を導入し、災害
時の自給自足避難場所を整備
③市民や事業者の再エネ導入を推進し、災害
時の電源確保を支援

－ －

20
農作物の収量や品
質の確保

①高温耐性品種の開発・導入を研究機関と連
携して支援
②気候変動対策の普及啓発活動を実施
③病害虫の発生状況を把握し、関係者へ情報
提供

－ －

◆「(6)気候変動に適応する」における進捗状況

気候変動への適応として、適応策に関連する事業を掲げているものの、進捗管理指標の設定がないため、計
画の改定にあたって新たな指標の検討が必要。



◆つくば市地球温暖化対策実行計画進捗管理懇話会における主な意見
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◆つくば市地球温暖化対策実行計画進捗管理懇話会について

計画の改定に際しては、懇話会における意見を参考にし、削減目標の見直しや施策の立案・推進、進捗管理
方法の見直しを図っていく必要がある。

• 部門別の目標値を掲げているが、部門ごとの施策や進捗管理をどのようにするか。

• まちづくりやモビリティなど、脱炭素実現に向けた肝といえる部分の更なる取組が必要。

• 適応策についても、進捗管理していくべき。

• 温室効果ガス排出削減目標を国と同じ基準では不十分ではないか。

◆懇話会における主な意見

• つくば市地球温暖化対策実行計画の進捗の評価及び事業計画等の進捗状況等を確認し、外部
の意見を頂戴する目的で設置されている会。

• 懇話会では計画に紐づけられている各事業の進捗状況の把握や目標達成状況について整理し、
事業や計画の見直しに役立てることを目指す。



3. つくば市の再生可能エネルギーの導入状況について
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つくば市の再生可能エネルギーの導入状況について ― 導入容量

• つくば市の再エネ導入量は2022年度において289MWである。

• 再エネ最大導入ポテンシャルは3,372MWとなっており、うち太陽光発電の導入ポテンシャルが99.5% （建物系：31.3%、土地系：68.2%）
とほとんどを占める。
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＜つくば市の再生可能エネルギーの導入状況（設備容量） ＞

出典：環境省「自治体排出量カルテ」

つくば市の再エネ導入ポテンシャル
3,372MW

太陽光(建物系)：31.3%
太陽光(土地系)：68.2%

風力：0.5%
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つくば市の再生可能エネルギーの導入状況について ― 発電電力量

15出典：環境省「自治体排出量カルテ」

[GWh] ＜つくば市の再生可能エネルギーの導入状況（発電電力量）＞

• つくば市の再エネによる発電電力量は2022年度において375GWhであり、市内の電気使用量は1,820GWhである。



4. つくば市の脱炭素に関する取組

16



つくば市の脱炭素に関する取組 ― 気候市民会議つくば

• つくば市における普及啓発・行動変容の取組例として、気候市民会議つくばの開催が挙げられる。
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〇気候市民会議つくばの開催

• 脱炭素社会の将来像や脱炭素化に係る課題及び施
策などに係る意見交換を行い、社会への実装が期
待できる施策等を行政に提言することを目的に
「気候市民会議つくば」を令和５年度に開催した。

• この会議では、参加者50人が専門家からの情報提
供を受け熟議を重ね、「ゼロカーボンで住みよい
つくば市」を実現するための提案をまとめあげた。
提案は、「移動・まちづくり」、「住まい・建
物」、「消費・生活」の３テーマで提出された。

＜提言書の提出＞

• 市では、市民からの提言書の内容を踏まえ、2030年度
までに実現することを目的として、いつまでに・どの
ような目標を持って・どのように取り組むのかを取り
まとめた、「移動・まちづくり」、「住まい・建物」、
「消費・生活」の３テーマ別のロードマップを策定し、
令和６年10月に公表した。

＜ロードマップにおける提言内容・実施内容の例＞

＜気候市民会議の参加案内＞
提言内容（個票番号28）
市民や事業者は、既築建物の断
熱改修を進める

実施内容
市は、市内の建物の断熱性を高
めるため、高い基準を満たす断
熱性能を持つ建物の新築・既築
建物の改修に対する補助や周知
等を実施する。
市民や事業者は、新築・既築建
物を問わず、断熱性能の高い建
物となるよう建築・改修を進め
る。



つくば市の脱炭素に関する取組 ― 脱炭素先行地域

• つくば市における脱炭素まちづくりに関する取組例として、脱炭素先行地域づくり事業を推進している。
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〇脱炭素先行地域づくり事業

• つくば市は令和５年度に「脱炭素先行地域」に選定さ
れており、つくば駅周辺地域においてクリーンなエネ
ルギーの安定供給と都市のブランド化を進め、 2030
年度までに民生部門の電力消費に係るCO2排出量実質
ゼロを実現することとしている。

• 取組を通し、スーパーシティの加速化とオフィス系施
設の誘致を促進し、地域課題の解決を目指す。

＜つくば市の脱炭素先行地域事業のイメージ＞

• 既存の共同溝を活用した自営線マイクログリッド構築
や、廃食用油や魚油等の地域資源の有効利用、グリー
ン水素混焼可能なコージェネ(CGS)の導入等により、
中心市街地のレジリエンス強化と、脱炭素化を実現す
る。

• 安価かつグリーンなエネルギーの安定供給の実現によ
り、スタートアップ企業やオフィス等の業務系施設誘
致を推進し、地域課題の同時解決を目指す。

＜つくば市の脱炭素先行地域事業の実施スケジュール＞



つくば市の脱炭素に関する取組 ― 脱炭素なまちづくり/普及啓発・行動変容

• つくば市では市民の脱炭素の取組を支援することを目的に各種補助事業を展開している。また、市民や事業所の行動
変容を促すために、脱炭素に係る普及啓発や環境教育等の取組を実施している。
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〇補助事業の展開 〇環境教育の推進

• 環境教育事業を通し、市民や事業者等に対する省エネ
意識の醸成や環境配慮行動の普及啓発を図り、市域全
体の温室効果ガス排出量につながる市民や事業者の行
動変容を推進している。

• つくば自然環境教育事業

• エコ・クッキング事業

• つくば市環境マイスター事業

• 桜川自然体験

• 桜川探検隊

• 小野川探検隊

＜つくば市環境マイスター
の会の様子＞

【主な実施事業】

＜エコクッキング事業の様子＞

• つくば市では、温室効果ガス排出量削減に向け、住
宅・省エネ機器・自動車・宅配ボックスに関する補助
金・奨励金を交付している。

区分 対象設備 補助額 予定件数

住宅 つくばSMILeハウス
レベル3（ZEH相当）
の認定を受けた住宅

10万円 70件

省エ
ネ機
器

蓄電池 5万円 330件

燃料電池（エネ
ファーム）

9万円 20件

自然冷媒ヒートポン
プ式給湯器（エコ
キュート）

5万円 200件

V2H V2Hシステム 10万円 20件

宅配
ボッ
クス

宅配ボックス（既設
賃貸共同住宅向け）

補助対象経
費合計の1/2
※一棟当た
り上限10万
円

40棟分

【令和７年度補助金・奨励金事業】



つくば市の脱炭素に関する取組 ― 脱炭素モビリティ

• つくば市のモビリティの脱炭素化に向けては、自動運転バスやMaaSの実証実験、カーシェアリング事業などに取り組
んでいる。
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〇自動運転バスの実験走行 〇MaaS実証実験

• 安全で効率的な交通システム
の構築を目指し、自動運転バ
スの社会実装に向けた取り組
みとして、令和５年度及び令
和６年度にKDDI㈱、関東鉄道
㈱、筑波大学と連携し、つく
ば市内での自動運転バス実証
実験を実施した。

＜実証実験のコース＞ • つくば市では「つくばスーパーサイエンスシティ構
想」における「つくばスマートモビリティ」の実現に
向けた取組の実施として、MaaS実証を進めている。

【こどもMaaSサービス実証実験/医療MaaS実証実験】

こどもを乗せて、低速自動走行
モビリティ「YADOCAR-iドライ
ブ」で自動走行(レベル2)の実証
実験を実施（令和６年度）

筑波大学附属病院との連携によ
り、移動と診察を組み合わせた
サービスを提供（令和５年度）

〇カーシェアリングの推進
• つくば市ではカーシェアリングを普及させるため、タ

イムズモビリティ株式会社と協力してステーションを
設置し、実証を行っている。

期間：令和4年6月～令和8年3月（予定）

場所：つくば市役所職員駐車場2（3台）

走行速度：最高35km/h

定員：13名

〇つくチャリ

• つくば市の公共交通を補完
する新しい移動手段として
誕生したシェアサイクル
「つくチャリ」は、スマー
トフォンの専用アプリを用
いて、各地に配置されたサ
イクルポート間を自由に移
動できる有料サービスとし
て提供。

• 2021年の実証実験を経て、2024年に本格運用が開始
された。

＜研究学園駅の
サイクルポート＞



つくば市の脱炭素に関する取組 ― 市役所による取組

• 市役所による率先行動として、つくば市では公共施設への太陽光発電の導入や公共施設等を活用した取組を推進して
いる。
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〇公共施設における太陽光発電設備の導入

• 「持続可能なまちづくり」を目指して、公共施設へ太
陽光発電設備を効果的に導入しており、率先して再生
可能エネルギーの設置を進めることで、市域の再生可
能エネルギーの普及拡大につなげている。

＜つくば市庁舎における太陽光発電設備＞

出典：独立行政法人環境再生保全機構
「クーリングシェルターマップ」

〇ウォームシェア、クールシェアの推進

＜クーリングシェルターのポスターと市内分布図＞

• つくば市では公共施設や協力民間施設を市民に対して、
夏季及び冬季に開放し、ウォームシェア・クールシェ
アを推進することで、家庭における空調機器由来の
CO2排出量の削減や熱中症の予防等に取り組んでいる。

導入施設数：26施設（市庁舎、学校、消防署、駅前広場 など ）

総定格出力：約543.7kW

2023年度総発電量：約375MWh（CO2排出量約171t-CO2の削減に相当）

【概要】



つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編
の改定に当たっての基本的事項の整理

1
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1. 近年の地球温暖化対策の国内外の動向について
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4. 温対法による促進区域制度について

5. 太陽光発電義務化制度に関する国・他自治体の動向について



1. 近年の地球温暖化対策の国内外の動向について
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地球温暖化による気候変動の影響

• 地球温暖化により、世界平均気温は工業化前と比べて、2011～2020で1.09℃上昇しており、日本の年平均気温は、様々な変動を繰り返
しながら、長期的には100年あたり1.28℃の割合で上昇している。

• つくば市においても地球温暖化による気温の上昇、大雨や短時間の強い雨の発生頻度の増加による被害等、影響がみられる。

3

年 年

＜つくば市の年平均気温の推移＞

＜農作物における高温障害の様子＞

＜１時間降水量50mm以上の年間発生回数の推移（全国）＞

出典：環境省

出典：気象庁 出典：気象庁



地球温暖化に関する将来予測 – IPCC第６次評価報告書（2023年３月公表）

• 気候変動に関するIPCCの最新の科学的知見をまとめたIPCC第６次評価報告書において以下のことが指摘されている。

①気候変動による損失・損害がすでに深刻な影響を及ぼしていること

②気候変動に対する人間の影響については、「疑う余地がない」とし、より確信度の高い言葉で断言していること

③各国の温室効果ガス排出量削減目標と実施政策については、パリ協定の目標達成にはギャップがあり、不十分であること

• 世界の平均気温上昇を1.5℃に抑えるためには、より大幅かつ速やかな温室効果ガスの排出量削減が求められ、2019年比で2035年まで
に世界全体で60%のCO2削減が必要であることを指摘している。

シナリオ シナリオの概要[近いRCPシナリオ]

SSP5-8.5
化石燃料依存型の発展の下で気候政策を導入しない。
2050年までにC02排出量が現在の2倍に。

SSP3-7.0
地域対立的な発展の下で気候政策を導入しない。エーロ
ゾルなど C02以外の排出が多い。2100年までにC02排出
量が現在の2倍に。

SSP2-4.5

中道的な発展の下で気候政策を導入。2030年までの各国
の「国が決定する貢献(NDC)」を集計した排出量の上限
にほぼ位置する。C02排出は今世紀半ばまで現在の水準
で推移。

SSP1-2.6
持続可能な発展の下で、工業化前を基準とする昇温(中
央値)を２℃未満に抑える気候政策を導入。2050年以降
にC02排出正味ゼロ。

SSP1-1.9

持続可能な発展の下で、工業化前を基準とする21世紀末
までの昇温 (中央値)を概ね(わすかに超えることはある
ものの)約1.5℃以下に抑える気候政策を導入。2050年頃
にC02排出正味ゼロ。

＜世界におけるCO2排出量のシナリオ別将来予測＞

4出典：環境省「IPCC 第６次評価報告書の概要-第１作業部会（自然科学的根拠）-」



脱炭素社会に向けた世界の動向 – パリ協定の採択（2015年12月）

• 地球温暖化対策に国際的に取り組むため、2015年12月の国連気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）において、京都議定書の後
継となる2020年以降の気候変動問題に関する国際的な枠組み「パリ協定」が採択された。

• 世界的な平均気温上昇を、産業革命以前に比べて2℃よりも十分低く保つとともに、1.5℃に抑える努力をしていくことを世界共通の目
標とした。

• 京都議定書では一部の先進国に温室効果ガス排出削減が限られていたのに対し、パリ協定では世界各国が新たな枠組みに対する約束草
案を国際気候変動枠組条約事務局に提出しており、先進国だけではなくすべての国において取り組みが進むことが期待されている。

5（出典）UNFCCC、内閣府

• 世界共通の長期目標として2℃目標を設定。1.5℃に抑える努力を追
求すること

• 主要排出国を含む全ての国が削減目標を5年ごとに提出・更新する
こと

• 全ての国が共通かつ柔軟な方法で実施状況を報告し、レビューを受
けること

• 適応の長期目標の設定、各国の適応計画プロセスや行動の実施、適
応報告書の提出と定期的更新

• イノベーションの重要性の位置付け 等

＜パリ協定の概要＞

＜COP21におけるパリ協定採択の写真＞

＜各国の約束草案における削減目標＞



脱炭素社会に向けた世界の動向 – 持続可能な開発目標（SDGs）の採択（2015年９月）

• 2001年に策定されたミレニアム開発目標（MDGs）の後継として、2015年の国連サミットで全会一致で採択された「持続可能な開発のた
めの2030アジェンダ」に掲げられた、「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）」。

• 先進国・途上国すべての国を対象に、経済・社会・環境の3つの側面のバランスがとれた社会を目指す世界共通の目標として、17の
ゴールとその課題ごとに設定された169のターゲットから構成される。

• 貧困や飢餓から環境問題、経済成長やジェンダーに至る広範な課題を網羅しており、豊かさを追求しながら地球環境を守り、そして
「誰一人取り残さない」ことを強調し、人々が人間らしく暮らしていくための社会的基盤を2030年までに達成することが目標とされて
いる。

6

＜SDGsにおける17のターゲット＞

ミレニアム開発目標
（MDGs）

持続可能な開発目標
（SDGs）

目標数 ８ 17

ターゲット
数

21 169

指標数 60 232

対象 途上国 途上国・先進国

設定までの
プロセス

国連の専門家主導 加盟各国の協議

取り組みの
主体

政府主導
政府・自治体・
企業・個人

＜MDGsとSDGsの主な違い＞



2. 国・県の関連計画の動向について
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脱炭素社会に向けた国内の動向 – 地球温暖化対策計画（令和３年10月閣議決定）

• 地球温暖化対策計画では目標実現のために、脱炭素を軸として成長に資する政策を推進するとしている。

• 国は、温室効果ガスの削減目標の中期目標として、「2030年度において、温室効果ガスを2013年度から46％削減することを目指す。さ
らに、50％の高みに向け、挑戦を続けていく。」としている。

8

＜2030年度の削減目標を踏まえたエネルギー需給の見通し＞ ＜計画に位置付けられる取り組み例＞

出典：「地球温暖化対策計画」（令和３年（2021年）10月閣議決定）

(単位：百万t-CO2)
2013年度
実績

2019年度
実績

2030年度
目安・目標

削減率
2013年度比

GHG排出量・吸収量 1,408 1,166 760 ▲46%

エネルギー起源CO2 1,235 1,029 677 ▲45%

産業部門 463 384 289 ▲38%

業務部門 238 193 116 ▲51%

家庭部門 208 159 70 ▲66%

運輸部門 224 206 146 ▲35%

エネルギー転換
部門

106 89.3 56 ▲47%

非エネルギー起源CO2、
メタン、N2O

82.3 79.2 70.0 ▲15%

CH4 30.0 28.4 26.7 ▲11%

N2O 21.4 19.8 17.8 ▲17%

代替フロン等４ガス 39.1 55.4 21.8 ▲44%

温室効果ガス吸収源 - ▲45.9 ▲47.7 ▲47.7%

２国間クレジット制
度(JCM)

官民連携で2030年までの累積で1億t-CO2程度の国際的な排出削
減・吸収量を目指す我が国として獲得したクレジットを我が国
のNDC達成のために適切にカウントする。

◆ 再エネ・省エネ

• 改正温対法に基づき自治体が促進区域を設定

→ 地域に裨益する再エネ拡大（太陽光等）

• 住宅や建築物の省エネ基準への適合義務付け
拡大

◆ 産業部門・運輸部門など

• 2050年に向けたイノベーション支援

→2兆円基金により、水素・蓄電池など重点分野
の研究開発及び社会実装を支援

• データセンターの30％以上省エネに向けた研
究開発・実証支援

◆ 分野横断的取組

• 2030年度までに100以上の「脱炭素先行地
域」を創出するとしている

◆ その他の取組

• バイオ燃料、水素を始めとする脱炭素燃
料等の利用

• 地域のレジリエンス強化や地産地消の推
進に向けて、地域と共生し、地域の産業
基盤の構築等へ貢献する優良な事業者の
顕彰と普及促進



脱炭素社会に向けた国内の動向 – 【改定版】地球温暖化対策計画（令和７年２月閣議決定）

• 我が国の次期NDCについて、1.5℃目標に整合的で野心的な目標として、2035年度及び2040年度において、温室効果ガスを2013年度から
それぞれ60％、73％削減することを目指す。

• 中長期的な予見可能性を高め、脱炭素と経済成長の同時実現に向け、GX投資を加速していくこととしている。

9

＜次期地球温暖化対策計画における削減目標案のイメージ＞

出典：「地球温暖化対策計画（原案）」（令和６年12月公表）



脱炭素社会に向けた国内の動向 – 気候変動適応計画（令和３年10月閣議決定）

• 気候変動影響による被害の防止・軽減、国民の生活の安定、社会・経済の健全な発展、自然環境の保全及び国土の強靱化を図り、安
全・安心で持続可能な社会を構築することを目指すことが目的である。

• 防災、安全保障、農業、健康等の幅広い分野に適応策を拡充している。

10

＜気候変動の影響と適応策（分野別の例）＞

分 野 影響・適応策

農業・林業・水産業 • 高温によるコメの品質低下
→高温耐性品種の導入

水環境・水資源 • 灌漑期における地下水位の低下
→地下水マネジメントの推進等

自然生態系 • 造礁ｻﾝｺﾞ生育海域消滅の可能性
→順応性の高いサンゴ礁生態系の保全

自然災害・沿岸域 • 洪水の原因となる大雨の増加
→ 「流域治水」の推進
• 土石流等の発生頻度の増加
→砂防堰堤の設置等

健康 • 熱中症による死亡リスクの増加
→高齢者への予防情報伝達
• 様々な感染症の発生リスクの変化
→気候変動影響に関する知見収集

産業・経済活動 • 安全保障への影響
→影響最小限にする視点での施策推進

国民生活・都市生活 • インフラ・ライフラインの寸断
→グリーンインフラの活用

あらゆる関連施策に気候変動適応を組み込む

科学的知見に基づく気候変動適応を推進する

我が国の研究機関の英知を集約し、情報基盤を整
備する

地域の実情に応じた気候変動適応を推進する

国民の理解を深め、事業活動に応じた気候変動適
応を促進する

開発途上国の適応能力の向上に貢献する

関係行政機関の緊密な連携協力体制を確保する

１

２

３

４

５

６

７

＜７つの基本戦略＞

出典：「気候変動適応計画」（令和３年（2021年）10月閣議決定）



脱炭素社会に向けた国内の動向 – 第６次エネルギー基本計画（令和３年10月閣議決定）

• 脱炭素化に向けた世界的な潮流、国際的なエネルギー安全保障における緊張感の高まりなどの前回策定時からのエネルギーをめぐる情
勢変化や、日本のエネルギー需給構造が抱える様々な課題を反映。

• 「2050年カーボンニュートラル」や新たな温室効果ガス排出削減目標の実現に向けたエネルギー政策の道筋を示すとともに、気候変動
対策を進めながら、日本のエネルギー需給構造が抱える課題の克服に向け、「3E+S」の基本方針を掲げ、安全性の確保を大前提に安定
供給の確保やエネルギーコスト低減に向けた取組みを示している。

• 2030年度の電源構成案として、温室効果ガスを排出しない再生可能エネルギーの割合を36～38％（旧ミックス：22～24%）に引き上げ
た。

11

水素・アンモ

ニア, 1%

太陽光, 14-

16%

風力, 5%

地熱, 1%

水力, 11%

バイオマス, 5%

石油, 2%

石炭, 19%

LNG, 20%

原子力, 20-22%

再エネ, 36-

38%

出典：「第６次エネルギー基本計画」（令和３年（2021年）10月閣議決定）より作成

＜2030年度の電源構成案＞ ＜3E+Sの基本方針＞

出典：資源エネルギー庁



脱炭素社会に向けた国内の動向 – 第７次エネルギー基本計画（令和７年２月閣議決定）

• エネルギー政策の要諦である、S+3E（安全性、安定供給、経済効率性、環境適合性）の原則は維持したまま、安全性を大前提に、エネ
ルギー安定供給を第一として、経済効率性の向上と環境への適合を図ることを基本的な視点とすることとしている。

• 2040年に向け、再エネの電源構成を４～５割まで引き上げつつ、主力電源として最大限導入するとともに、特定の電源や燃料源に過度
に依存せず、バランスのとれた電源構成を目指していく。

12出典：「第７次エネルギー基本計画（原案）」（令和６年12月公表）

＜エネルギー需給の見通し（イメージ）＞



脱炭素社会に向けた茨城県の動向 – 茨城県地球温暖化対策実行計画（令和５年３月改定）

• 各主体が温室効果ガスの削減に取り組みやすいように、部門ごとに、温室効果ガス削減目標を設定している。

• 国の削減目標を踏まえ、産業部門も含め、2030年度における本県の温室効果ガス削減目標を、部門ごとに国と同等の削減率となるよう設定し、削減目標の達成を
目指す。

• 気候変動影響による被害の防止・軽減、さらには、県民の生活の安定、自然環境の保全などを図り、安心・安全で持続可能な社会を構築することを目指す。

• 温対法による促進区域の基準について、国が定めた一律の基準に加え、地域の自然的社会的条件に応じた環境の保全に配慮して、市町村による促進区域の設定に
関する基準（都道府県基準）を計画に定めた。

産
業
部
門

業
務
部
門

家
庭
部
門

運
輸
部
門

再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
等
の
利
用
促
進

循
環
型

社
会
の

形
成

森
林
吸
収

源
対
策
等

臨海部における集中的な取組

事業活動の省エネルギー対策

建築物の省エネルギー対策

市町村地球温暖化対策実行計画策定
の支援

家庭の省エネルギー対策

環境に配慮した住まいづくりの推進

自動車の環境負荷低減

脱炭素なまちづくりの推進

事業活動の省エネルギー対策

建築物の省エネルギー対策

再生可能エネルギーの導入推進

水素等の新たなエネルギーの利活
用の推進

再生可能エネルギー等の研究開発
と利活用の推進

森林の二酸化炭素吸収機能の向上

農地・緑化による吸収源対策等

3Rの推進

適正処理の推進

分野 適応策

農林水産業 気候変動に対応した新品種・新技術の開発 等

自然災害・沿岸域 地域防災力の強化、災害に備えた強靭な県土づくり 等

水環境・水資源 長期にわたる安定的な水資源の確保 等

自然生態系 生物多様性戦略への適応の組み込み 等

健康 熱中症対策、蚊媒介感染症対策

県民生活
熱ストレスによる影響への対処、大雨等によるインフラ・ライフラインの
影響への対処

産業・経済活動 停電時においてもエネルギーを確保できる地産地消型の電源確保

＜茨城県の基準＞＜温室効果ガス排出削減対策＞

＜気候変動への適応策＞

区域名

・砂防指定地

・地すべり防止区域

・急傾斜地崩壊危険区域

・土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域

・河川区域 ・河川保全区域 ・河川予定地

・海岸保全区域一般公共海岸区域

・農用地区域 ・甲種農地又は採草放牧地 ・第一種農地又は採草放孜地(農林漁業の
健全な発展と調和のとれた再エネ電気の発電の促進に関する法律による農業上の土地
利用との調整が調ったものを除く。)

・自然環境保全地域特別地区

・第1種特別地域 ・第2種特別地域 ・第3種特別地域

・第一種特別地域 ・第2種特別地域 ・第3種特別地域

・鳥獣保護区特別保護地区

・保安林

・風致地区

・国指定有形文化財 ・国指定史跡名勝天然記念物 ・国選定重要伝統的建造物群保存
地区 ・国登録有形文化財 ・国登録記念物

・県指定有形文化財 ・県指定史跡名勝天然記念物

・景観形成重点地区(市町村景観計画)

・特別緑地保全地区

・航空制限区域

＜気候変動への適応策＞

出典：「茨城県地球温暖化対策実行計画」（令和５年３月）13



3. 脱炭素社会に向けた技術動向について
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脱炭素社会に向けた技術動向 – 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略

• グリーン成長戦略とは2020年に日本が「2050年カーボンニュートラル」を宣言したことを受けて、民間企業が大胆な投資をし、イノ
ベーションを起こしていけるような環境を作り、経済と環境の好循環を作っていく産業政策である。

• 2050年カーボンニュートラルを実現するためのエネルギー政策及びエネルギー需給の見通しを、議論を深めて行くに当たっての参考値
として示し、成長が期待される14分野の産業において、高い目標を設定しあらゆる政策を動員する方針を掲げている。

15

＜2050年に向けて成長が期待される14の重点分野と再エネ関連の取組内容＞

出典：経済産業省「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」（令和3年6月）

エネルギー関連産業

④原子力産業

①洋上風力・太陽光・
地熱産業

浮体式洋上風力・ペロブスカイト・
超臨界地熱発電の開発など…

②水素・
燃料アンモニア産業

水素発電タービン、FCトラック、
安定的なアンモニア供給など…

③次世代熱エネルギー
産業

ガスの脱炭素化、クレジットでオフ
セットされたLNGの導入促進など…

家庭オフィス関連産業

⑫住宅・建築物産業・
次世代電力マネジメン
ト産業

エネルギーマネジメント、LCCM住
宅・ZEH・ZEB推進など…

⑬資源循環関連産業

製品のバイオマス化・再生材利用、エ
ネルギー回収の高度・効率化など…

⑭ライフスタイル関連
産業

ZEH・ZEB、需要側機器、地域の再生
可能エネルギー、EV/FCV等の組合せ

の実用化など…

輸送・製造関連産業

⑦船舶産業

⑩航空機産業

⑪カーボンリサイク
ル・マテリアル産業

⑤自動車・蓄電池産業

電動化の推進、燃料のCN化、蓄電池の
リユース・リサイクルの促進など…

⑥半導体・情報通信産業

次世代パワー半導体、グリーンデータ
センター、エッジコンピューティング

など…

⑨食料・農林水産業

高速加温型ヒートポンプ等の開発、農
林業機械の電化・水素化など…

⑧物流・人流・土木イ
ンフラ産業

ドローン物流の実用化・商用化、革新
的建設機械（電動、水素、バイオ等）

など…



脱炭素社会に向けた最新技術の動向①
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• ペロブスカイト太陽電池は、従来のシリコン型とはタイプの異なる
新たな素材を用いたものである。

• 研究開発レベルでエネルギーの変換効率がシリコン型に迫っており、
軽いという特徴を持つ。実用化すれば、製造しやすく、コストも下
げやすいとされる。塗って作ることができる特徴から、フィルム状
に加工して折り曲げも可能である。

• 大手ゼネコンの開発商品「CO2-SUICOM（シーオーツースイコ
ム）」は、コンクリートが固まる過程でCO2を吸い込み、貯める技
術であり、セメントの半分以上を特殊な混和材や産業副産物に置
き換えること、及び火力発電所の排気ガスなどに含まれるCO2をコ
ンクリートに大量に固定することにより、コンクリート製造時に
大気中のCO2を減少させている。

◆ペロブスカイト太陽電池

◆ZEH、ZEBの高度化

出典：環境省

• 既存のZEH基準に加えさらに
高度な水準のZEH＋の追加が
検討されている。さらに木
造でのZEH化や高度なZEH-M
の建設例も増加している。

• ZEH＋：省エネ率20％から
25％への引き上げに加え、
蓄電池・V2H設備、燃料電池、
太陽熱を活用するモデル(次
世代ZEH＋)。

• また、ZEBの高度化に向けた
技術の導入を促進する実証
事業が実施されている。

◆CO2吸収コンクリート

◆次世代建材

• 省エネの促進が期待される工期短縮
可能な高性能断熱材や、快適性向上
にも資する蓄熱・調湿建材等の次世
代省エネ建材の効果の実証支援がな
されている。

• CNF（セルロースナノファイバー）を
活用した竹CNF樹脂サッシや「モイス
NT」、「エコ熱プラス」等の省エネ
建材の開発が進められており、実用
化されれば2030年までの住宅等の省
エネ改修が急速に促進されることが
期待されている。

出典：環境省、LIXIL

• 脱炭素に向けた動きは世界的に加速しており、日本においてもカーボンニュートラルの達成に向けた様々な脱炭素技術の開発や実用化
が進められている。先進的な脱炭素最新技術の事例は以下のとおりである。



脱炭素社会に向けた最新技術の動向②

• 脱炭素に向けた動きは世界的に加速しており、日本においてもカーボンニュートラルの達成に向けた様々な脱炭素技術の開発や実用化
が進められている。先進的な脱炭素最新技術の事例は以下のとおりである。
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• 効率的かつ安定的な電力供
給に向けた、ビッグデータ
やAI・IoTの活用によるEV・
蓄電池、電気機器等の最適
制御システムの規格・基準
の整備が実施されている。

• 再エネを導入することで懸
念される電力の安定供給の
課題もAIやIoTを活用した次
世代型グリッドで改善され
ることが期待されている。

• メタネーションとは、水素とCO2から天然ガスの主成分であるメタ
ンを合成する技術である。CO2を原料にするため、脱炭素化の有望
な技術として位置づけられている。メタンの主な用途として、都市
ガス、合成ガス等が想定され、その活用に既存のエネルギーインフ
ラを使うことが可能。

◆AIを活用したエネルギーマネジメント

◆ナッジ・BI-Tech（バイテック）

出典：環境省

• ナッジやブースト等の行動科学の知見とAI・IoT等の先端技術の組合
せ（BI-Tech）により、個人や世帯のエネルギーの使用実態や環境配
慮行動の実施状況等を収集して高度に解析することが可能。

◆メタネーション技術

◆非接触式給電システム・走行中給電システム

出典：資源エネルギー庁

• 非接触式給電システム（又は、ワイヤレス給電システム）とはケー
ブルやプラグがなくても電力を伝送できる仕組みのことで、スマー
トフォンやEV の充電等の様々な分野で実用化が進んでいる。



4. 温対法による促進区域制度について

18



温対法に基づく促進区域の概要

• 地球温暖化対策推進法に基づき、市町村が再エネ促進区域や、再エネ事業に求める環境保全・地域貢献の取組を自らの計画に位置づけ、
適合する事業計画を認定する仕組みが2022年4月に施行。

• 地域の合意形成を図りつつ、環境に適正に配慮し、地域に貢献する、地域共生型の再エネを推進。

• 令和６年12月末時点で区域を設定している市町村は48自治体。
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国
都道府県

促進区域に係る全国一律の環境配慮基準の策定
促進区域に係る地域の自然的社会的条件に応じた環境配慮基準の策定

事業計画の確認

市町村：促進区域等の策定 事業者：事業計画の作成 市町村：事業計画の認定

市町村が、住民や事業者等が参加する協議会を
活用し、
再エネ事業に関する促進区域や、再エネ事業に
求める
・地域の環境保全のための取組
・地域の経済・社会の発展に資する取組
を自らの計画に位置づける。
※促進区域は、国や都道府県の基準に基づき定
める。

事業者は、
協議会における合意形成を図りつ
つ、
市町村の計画に適合するよう再エ
ネ事業計画を作成し、認定の申請
を行う。

市町村は、事業計画の申請を受け、
事業者の代わりに国や都道府県に協議し、同意
を得た上で、市町村の計画に適合する、環境に
適正に配慮し、地域に貢献する再エネ事業計画
を認定。
※ 国・都道府県への協議は事業計画に関係法令の許可手
続き等を要する行為が記載されている場合のみ。この場合、
認定事業は当該許可手続き等が不要に（ワンストップ化の
特例）。
※ 都道府県の基準に基づいて策定された促進区域内にお
ける認定事業は、アセス法の配慮書手続きが不要に。

協議
同意

＜温対法に基づく促進区域制度の全体イメージ＞

（出典）環境省



温対法に基づく促進区域の設定について

• 市町村は都道府県によって定められる促進区域の設定に関する基準（都道府県基準）をもとに地域の再エネポテンシャルを最大限活用
するような意欲的な再エネ導入目標を設定した上で、その実現に向け、環境保全に係るルールに則って、検討する。

• 都道府県基準は、市町村が促進区域を設定する際に遵守すべき国の基準（促進区域設定に係る環境省令）に則して定めることとなって
いる。
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＜温対法に基づく促進区域の設定の流れ＞

（出典）環境省



【参考】建築物省エネ法に基づく促進区域制度の概要

• 建築物への再エネ利用設備の導入促進のため、改正建築物省エネ法（令和４年６月公布）により「建築物再生可能エネルギー利用促進
区域」制度を創設。本制度は、令和6年度に施行。

• 市町村が促進計画を作成・公表することで、計画対象区域内において、①建築士から建築主に対する再エネ利用設備についての説明義
務、②建築基準法の形態規制の特例許可等を措置。

• 令和７年１月現在、促進計画を検討中・公表済みの自治体は横浜市、藤沢市、調布市、渋谷区、大田区、足立区、港区、葛飾区、文京
区、杉並区の10自治体。
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◆制度の概要
市町村は、基本方針に基づき、建築物への再エネ利用設備の設置の促
進を図ることが必要であると認められる区域について、促進計画を作
成することができる。

【行政区域全体を設定】 【一定の街区等を設定】

＜区域の設定イメージ＞

◆促進計画に定める事項（法第67条の２第２項）

• 再エネ利用促進区域の位置、区域
• 設置を促進する再エネ利用設備の種類
• 建築基準法の特例適用要件に関する事項

次の再生可能エネルギー源を電気
に変換する設備及びその附属設備

太陽光／風力／水力／地熱
／バイオマス

次の再生可能エネルギー源を熱源
とする熱を利用するための設備

太陽熱／地熱／雪又は氷その他の自
然界 に存する熱（大気中の熱及び
前出の地 熱・太陽熱を除く）
／バイオマス

＜再エネ利用設備の種類＞

◆計画区域内に適用される措置

①建築士による再エネ導入効果の説明義務
• 建築主に対し、設置可能な再エネ設備を書面で説明
• 条例で定める用途・規模の建築物が対象

②市町村の努力義務（建築主等への支援）
• 建築主に対し、情報提供、助言その他の必要な支援を行う
（例：再エネ利用設備の設置に関する基本的な情報や留意点）

③建築主の努力義務（再エネ利用設備の設置）
• 区域内の建築主に対し、再エネ利用設備を設置する努力義務

④形態規制の合理化
• 促進計画に定める特例適用要件に適合して再エネ設備を設置する

場合、建築基準法の形態規制について、特定行政庁の特例許可対
象とする
【特例許可の対象規定（建築基準法）】
→容積率、建蔽率、第一種低層住居専用地域等内における
建築物の高さ、高度地区内における建築物の高さ



温対法に基づく促進区域および建築物省エネ法に基づく促進区域の違い

• 温対法に基づく促進区域制度（2022年施行）および建築物省エネ法に基づく促進区域制度（2024年施行）では、区域内での再エネ導入
の促進という共通の目的を有している一方で、両制度には異なる点が複数ある。
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制度の根拠となる法律

温対法（環境省） 建築物省エネ法（国土交通省）

制度の目的 区域内において、円滑な合意形成を図り、適正に環境に配慮
し、地域のメリットにもつながる、地域と共生する再エネ事
業の導入を促進すること。

区域内において、建築物への再エネ利用設備の設置を促進す
ること。

促進計画に
定める事項

• 地域脱炭素化促進事業の目標
• 地域脱炭素化促進事業の対象となる区域
• 促進区域において整備する再エネ設備の種類及び規模
• 再エネ設備の整備と一体的に行う地域の脱炭素化のため
の取組に関する事項

• 再エネ設備の整備と併せて実施すべき取組に関する事項

• 再エネ利用促進区域の位置、区域
• 設置を促進する再エネ利用設備の種類
• 建築基準法の特例適用要件に関する事項

対象再
エネ設
備

発電 太陽光／風力／中小水力／地熱／バイオマス 太陽光／風力／水力／地熱／バイオマス

熱供
給

太陽熱／地熱／大気中の熱その他の自然界に存する熱／バイ
オマス

太陽熱／地熱／雪又は氷その他の自然界に存する熱（大気中
の熱等を除く）／バイオマス

区域内に適
用される措
置

• 地域脱炭素化促進事業計画の認定
• 当該区域へのワンストップ化の特例の活用
• 環境アセス手続一部省略

• 市区町村の努力義務
• 建築主の努力義務
• 建築士による再エネ導入効果の説明義務
• 形態規制の合理化（特例許可制度）

制度のポイ
ント

• 面的な再エネ導入に主眼を置いており、再エネ設備の設
置・開発において環境配慮や合意形成がなされる。

• 事業者等が再エネ事業を実施する際に手続き面等におい
て負担が軽減される。

• 事業計画の認定を受けている事業者は環境省補助に対し
て優遇措置を受けられる場合がある。

• 建築物への再エネ設置を対象としており、特に太陽光発
電設備の導入の促進に有効と考えられる。

• 特例許可制度を活用した建築制限の緩和を受けて再エネ
の設置を目指す住民や事業者等への制度活用のメリット
が明らかである。

＜温対法に基づく促進区域制度及び建築物省エネ法に基づくの制度の概要＞



5. 太陽光発電義務化制度に関する国・他自治体の動向について
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他自治体における太陽光発電等設置義務化制度の事例

• 令和７年４月時点で、国内において太陽光発電設備の設置義務化制度を導入している自治体は５自治体（東京都／川崎市／京都府／京
都市／群馬県）である。

• ５つの自治体のうち、群馬県を除くすべての自治体において、2,000㎡以上の大規模建築物への義務化に加え、2,000㎡未満の中小規模
建築物に対する義務を課している。

• 太陽光発電等設置義務化制度の考え方は、2,000㎡未満の中小規模建築物の新築時、又は増改築時に太陽光発電設備等の導入を課す対象
者の観点から、①建築主に課す、②ハウスメーカーなどの建物供給事業者に課す、の２つに大きく分類される。
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＜太陽光発電等設置義務化制度の考え方における分類 イメージ＞

• 2,000㎡未満の建築物を新築等する建築
主を対象とする。

• 設置が求められる量は、建築面積や延
床面積等に比例する。

採用自治体：京都府、京都市

• 2,000㎡未満の建築物を年間で一定以上
供給する事業者を対象とする。

• 設置が求められる量は年間の供給棟数
に比例する。

採用自治体：東京都、川崎市

• 2,000㎡以上の建築物を新築等する建築主を対象とする。

• 設置が求められる量は、建築面積や延床面積等に比例する。

※ 群馬県は2,000㎡以上の建築物のみを義務化対象としている。

2,000㎡以上の
大規模建築物

2,000㎡未満の
中小規模建築物

① 対象者：建築主 ② 対象者：建築供給事業者

対象者：建築主



国の住宅トップランナー制度における太陽光発電等設置義務化の検討状況

• 住宅トップランナー制度とは、大手住宅事業者に対し、高い省エネ基準の目標を掲げ、住宅の省エネ性能の向上やコスト縮減等を図る
ことを目的に制定された制度。

• 令和６年11月現在、住宅トップランナー制度の見直しについて議論がされており、現行制度における省エネ基準の引き上げに加え、戸
建住宅における再エネ設置目標の設定の検討が進められている。

• 国が2030年までに新築戸建の６割への太陽光発電設置の標準化を目標として掲げていることを踏まえ、2027年度における設置目標とし
て建売戸建30％、注文戸建住宅70％の目標を設定する方針である。

• 見直し案については令和６年度内のパブコメ実施、令和７年春頃の施行を検討している。
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＜住宅トップランナー制度における太陽光発電設備の設置目標（案）＞

出典：総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会 建築物エネルギー消費性能基準等ワーキンググループ
社会資本整備審議会 建築分科会 建築環境部会 建築物エネルギー消費性能基準等小委員会 合同会議（第２０回）

制度の
対象住宅種

対象事業者
（年間供給戸数）

再エネ設置実績 再エネ基準（新規設定）

調査年度 設置割合 目標年度 設置割合※1 目標年度 設置割合

建売戸建住宅 150戸以上

2022

8.0％

2027

30％

2030

60％

注文戸建住宅 300戸以上 58.4％ 70％ 80％

賃貸アパート 1,000戸以上

－ － （今回は再エネ基準の設定を行わない）

分譲マンション 1,000戸以上

全体設置率
60％

全体設置率
31.4％

※ ① 多雪地域に該当する住宅、② 都市部狭小地に該当する住宅、③ ほか、周辺環境等により設置が困難な住宅を除いた設置が合理的な住宅の戸数のうちの割合



議事（１）においてご議論いただきたい内容について
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議事（１）においてご議論いただきたい内容について

1.地球温暖化対策として、つくば市で取り組んでいく必要がある
施策等について、緩和や適応などそれぞれの専門性を踏まえ
てざっくばらんにご議論
（近年の国内外の動向などを踏まえた盛り込むべきキーワードなど）

2.現行計画のレビューを受け、改定計画で見直しが必要な既存事
業や考えられる新規事業等に関するご議論
※施策の計画への盛り込み等の具体的な議論については、第3回以降に改めてさ
せていただく想定

その他、改定計画の策定にあたって検討が必要な事項がございましたら、あわせてご意
見いただきたく存じます。



2050年ゼロカーボンシティの実現に向けた

脱炭素シナリオ

1

資料２

1. 脱炭素シナリオについて

2. ゼロカーボンシティの実現に向けた削減量の考え方について



1. 脱炭素シナリオについて
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• つくば市における脱炭素シナリオとして、BAUシナリオ、低炭素シナリオ、排出係数改善シナリオの検討を行う。

• いずれのシナリオにおいても2030年度46％削減目標および2050年度ゼロカーボン実現の達成は見込まれない。

BAUシナリオ 今後、特段の追加的対策を行わず、省エネ技術の進展や再エネの導入が進まなかった場合

低炭素シナリオ 国が地球温暖化対策計画に示した省エネ施策を計画どおりに推進した場合

排出係数改善シナリオ 低炭素シナリオに加え、電力排出係数の改善が進んだ場合

ゼロカーボンシナリオ 2030年度において2013年度比▲46％の達成および2050年ゼロカーボンを実現した場合

＜検討する脱炭素シナリオの前提＞



参考：脱炭素シナリオ別の施策イメージについて

シナリオ 対象部門 施策イメージ
施策による削減量

2030年度 2050年度

BAU
―

特段の追加的対策は実施せず、人口や経済などの活動量
の変化のみを見込む

― ―

低炭素

産業部門

設備等の省エネルギー化、低炭素工業炉等の導入、業種
間連携省エネの取組推進、徹底的なエネルギー管理の実
施、主な電力需要設備効率の改善、二酸化炭素原料化技
術の導入、最新技術の活用による製造プロセス等の効率
化・省エネルギー化 等

63.4千t-CO2 138.0千t-CO2

業務部門
建築物の省エネルギー化、設備の省エネルギー化、徹底
的なエネルギー管理の実施 等

60.5千t-CO2 131.8千t-CO2

家庭部門
住宅の省エネルギー化、設備の省エネルギー化、徹底的
なエネルギー管理の実施 等

68.0千t-CO2 148.0千t-CO2

運輸部門 次世代自動車の普及、燃費改善 等 41.9千t-CO2 91.2千t-CO2

排出係数改善

―

電力供給事業者における非化石エネルギーの利用拡大や
電力設備の効率向上などの取組み 等

※2030年における電力排出係数は電気事業連合会の2030年目標（0.37kg-
CO2/kW）が達成されると仮定し、2050年における電力排出係数は国によ
る2030年目標（0.25kg-CO2/kW）が達成されると仮定する。

124.2千t-CO2 294.8千t-CO2

4

• つくば市の脱炭素シナリオにおいて、シナリオ別に実施する施策およびそれらの施策による削減量は下記のとおり
である。

＜脱炭素シナリオ別の施策イメージと削減量＞



2. ゼロカーボンシティの実現に向けた削減量の考え方について
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つくば市における削減目標の考え方

1,368 

806 1,027 
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0 
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最良シナリオ ゼロカーボンシナリオ(▲50%) 2045年ゼロカーボンシナリオ ゼロカーボンシナリオ(▲46%)

(千t-CO2)

• つくば市における新たな削減目標の検討にあたって、①2030年▲46％シナリオ、②2030年▲50％シナリオ、③2045
年ゼロカーボンシナリオ、の３つについて検討を行う。

• 各削減目標シナリオにおける「最悪シナリオ」からゼロカーボンの達成までの道筋は下記のとおりである。

＜削減目標別のゼロカーボンまでの削減イメージ＞

6
最悪シナリオ
（排出係数改善シナリオ）

最悪シナリオ
(排出係数改善シナリオ)

国や電気事業者等の対策のみに頼り、
市による追加的な削減対策を実施しな
い場合における最悪のシナリオ



つくば市における削減目標別の必要削減量について
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シナリオ 2030年度 2050年度

2030年▲46％ 260千t-CO2 806千t-CO2

2030年▲50％ 342千t-CO2 806千t-CO2

2045年ゼロカーボン 260千t-CO2
(2045年度)
953千t-CO2
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2013 2020 2030 2050

2013 2020 2030 20452013 2020 2030 2050

＜削減目標別の削減量＞

• 2030年▲46％シナリオは国の現行の削減目標に準じる。

• 2030年▲50％シナリオは国の高みの削減目標に準じる。

• 2030年度において▲46％を達成し、さらに同様の削減を実施し
た場合、2045年にゼロカーボンを達成することが予想されるこ
とから、2045年ゼロカーボンシナリオについても検討する。

＜2030年度▲50％シナリオの削減イメージ＞ ＜2045年ゼロカーボンシナリオの削減イメージ＞

＜2030年度▲46％シナリオの削減イメージ＞

7最悪シナリオ
（排出係数改善シナリオ）

最悪シナリオ
（排出係数改善シナリオ）

最悪シナリオ
（排出係数改善シナリオ）



参考：ゼロカーボンシティの実現に向けた必要削減量のイメージ
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目標シナリオ
必要削減量

2030年度 2050年度

2030年度▲46％ 260千t-CO2 806千t-CO2

2030年度▲50％ 342千t-CO2 806千t-CO2

2045年ゼロカーボン 260千t-CO2 953千t-CO2
(2045年度)

2030年度▲46％シナリオ
必要削減量に相当する対策の件数

2030年度 2050年度

戸建住宅の『ZEH』化 約13.1万戸 約40.5万戸

家庭での再エネ由来電
力の利用

約8.6万世帯 約26.7万世帯

自動車のEV化 約10.4万台 約32.2万台

参考：削減目標別必要削減量の達成のイメージ

9

• ①2030年▲46％シナリオ、②2030年▲50％シナリオ、③2045年ゼロカーボンシナリオ、の３つの削減目標シナリオ
別に、目標の達成に必要な削減量について、市内における必要な取組イメージを下記に整理する。

2045年ゼロカーボンシナリオ
必要削減量に相当する対策の件数

2030年度 2045年度

戸建住宅の『ZEH』化 約13.1万戸 約47.9万戸

家庭での再エネ由来電
力の利用

約8.6万世帯 約31.6万世帯

自動車のEV化 約10.4万台 約38.1万台

2030年度▲50％シナリオ
必要削減量に相当する対策の件数

2030年度 2050年度

戸建住宅の『ZEH』化 約17.2万戸 約40.5万戸

家庭での再エネ由来電
力の利用

約11.3万世帯 約26.7万世帯

自動車のEV化 約13.7万台 約32.2万台

＜目標シナリオ別の必要削減量＞

つくば市の統計データ（2023年度）
戸建住宅数：約5.7万戸世帯数：約11.8万世帯乗用車台数：約11.7万台



参考：つくば市の取組による削減効果の推計（2020年度～2023年度実績）
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• 2020年度～2023年度の4年間におけるつくば市での実施施策による削減量は5.4千t-CO2、民間による再エネ導入によ
る削減量は57.4千t-CO2であった。（総削減量は62.8千t-CO2）

• これは１年あたりでそれぞれ1.3千t-CO2、14.3千t-CO2の削減を実現している計算となる。

施策 事業概要
施策実施によるCO2削減効果
（2020年度～2023年度）

エネルギーの有効利用

①公共施設のエネルギーの有効な利用・省エネ化
②低炭素な電力の選択
③環境配慮型製品購入の補助
④市民と事業者の行動変容につながる情報提供

3,863 t-CO2

低炭素（建物・街区）ガイ
ドラインの運用

①ガイドラインの周知と低炭素モデル街区の整備支援
②ガイドラインの効果的な運用に向けた見直し準備
③住宅購入者への情報提供に向けた課題やニーズの調査実施

1,255 t-CO2

再生可能エネルギー等の導
入支援

①再エネ・蓄電池導入の課題やニーズを調査し、補助の必要性や情報を整
理
②蓄電池・燃料電池等の導入に際し、補助金交付

172 t-CO2

低炭素な自動車の普及促進
①公用車の低炭素化とエコドライブ推進
②低炭素車導入に際し、補助金を交付

76 t-CO2

廃棄物発電及び余熱利用の
検討

①廃食用油から精製した BDFの利活用を検討（12－1）
②廃棄物発電による売電や外部施設への熱供給を継続（12－2）

22 t-CO2

小計 5,388 t-CO2

(民間の再エネ導入)
太陽光発電の導入（10kW未満） 14,513 t-CO2

太陽光発電の導入（10kW以上） 42,854 t-CO2

小計 57,368 t-CO2

総削減量 62,756 t-CO2



つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編における削減目標について 資料３

１ つくば市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の見直しにおける基本的事項 ３ 温室効果ガス排出量の削減目標の見直しについて

⚫ つくば市で考えられる、４つの脱炭素シナリオについて推計を行い、削減目標の見直しの参考とす
る。推計する脱炭素シナリオは下記のとおりである。

⚫ 国や電気事業者等の対策のみに頼り、市による追加的な削減対策を実施しない場合のシナリオであ
る「排出係数改善シナリオ」をつくば市の最悪の脱炭素シナリオと捉えることができる。

⚫ 2030年度の削減目標を検討するにあたっては、最悪シナリオを基準のシナリオとして、2050年ゼロ
カーボンの実現までに必要となる削減量を算出する。

２ つくば市のシナリオ別温室効果ガス排出量の将来推計

＜計画期間＞
⚫ 2050年度を見据え、2026年度から2030年度までの５年間

＜計画の位置づけ＞
⚫ つくば市の地方公共団体実行計画（区域施策編）である現行の「つくば市地球温暖化対策実行計画

（区域施策編）」（2020年４月改定）を見直し、あわせて見直しを行う「第3次つくば市環境基本計
画」へ編入する

＜削減目標＞
⚫ 2030年度：現行の2013年度比▲26％目標を引き上げ

(国：2013年度比▲46%、県：2013年度比▲40％)

⚫ 2050年度：ゼロカーボンの実現

1,727 
1,610 
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1,101 

2013年度排出量

2,053 千t-CO2
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⚫ つくば市では令和４年３月に「つくば市ゼロカーボンシティ宣言」を発出しており、2050年ゼロ
カーボンの達成を目指すにあたっては、現行計画における2030年度削減目標である2013年度比
▲26％の引き上げを行い、さらなる脱炭素施策の強化が必要となる。

⚫ 2050年ゼロカーボンの達成に向けては、少なくとも2030年度における削減目標として、国の削減
目標である2013年度比▲46％を踏襲することが求められており、また、さらなる高みに向けた挑
戦的な目標についても検討を実施したうえで、新たな削減目標の決定が必要となる。
(さらなる高みに向けた削減案：2030年度▲50%、2045年度ゼロカーボンの達成 など)

⚫ 2030年度削減目標の達成や2050年
ゼロカーボンの達成に向けては既
存施策の強化のみならず、新規施
策の立案や最新技術の活用等が求
められる。

⚫ 特に、排出量の削減に重要な施策
として、再生可能エネルギーの導
入の促進、建物の省エネ対策の推
進、次世代自動車の普及促進など
が挙げられ、ゼロカーボンシティ
の実現には必要不可欠となる。

⚫ 本専門部会においては削減目標の
達成に向けた必要事項の検討及び
施策の立案を行い、計画の改定案
の策定に活用する。

４ 削減目標の達成に向けた施策等の検討の方向性

2013 2030 205020452020

必要削減量
806千t-CO2

必要削減量
953千t-CO2BAUシナリオ 今後、特段の追加的対策を行わず、省エネ技術の進展や再エネの導入が進まなかった場合

低炭素シナリオ 国が地球温暖化対策計画に示した省エネ施策を計画どおりに推進した場合

排出係数改善シナリオ 低炭素シナリオに加え、電力排出係数の改善が進んだ場合

＜脱炭素シナリオ別の推計の根拠＞

＜脱炭素シナリオ別の削減のイメージ＞

＜つくば市の削減目標別シナリオ（イメージ）＞

＜計画の改定に向けた検討事項のイメージ＞

目
標
達
成
に
向
け
た

必
要
事
項
の
検
討

• 促進区域の設定
• 太陽光発電義務化制度制定の可能性の整理
• 各種目標の検討
➢ 再エネ導入目標
➢ 森林吸収量目標
➢ ZEH・ZEBの普及目標
➢ 次世代自動車の導入目標 等

目
標
達
成
に
向
け
た

施
策
の
立
案

• 再生可能エネルギーへの転換
（水素利活用、再エネ電力調達、カーボン
ニュートラルガス利用、余熱利用 等）

• 家庭・事業所における省エネ対策の強化
• 市民・事業者の省エネ行動の促進
• 市役所における排出削減の徹底
• 先進技術・最新技術の導入可能性の整理
（自動運転、MaaS、AI、IoT、ペロブスカイト
太陽電池、メタネーション 等）
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260千t-CO2

必要削減量
342千t-CO2

削減目標シナリオ
必要削減量(千t-CO2) EV化の必要件数

2030年度 2050年度 2030年度 2050年度

2030年▲46% 260 806 10.4万台 32.2万台

2030年▲50% 342 806 13.7万台 32.2万台

2045年ゼロカーボン 260 953 10.4万台 38.1万台



議事（２）においてご議論いただきたい内容について
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議事（２）においてご議論いただきたい内容について

➢ つくば市の2030年度削減目標の設定値についてご議論

（目標シナリオ別の必要削減量やつくば市の再エネ導入ポテ
ンシャル等を踏まえた46％削減の妥当性など）

その他、改定計画の策定にあたって検討が必要な事項がござい
ましたら、あわせてご意見いただきたく存じます。
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会 議 録 

会議の名称 第２回つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編改定専

門部会 

開催日時 令和７年６月26日（木）開会13：00 閉会15：00 

開催場所 つくば市役所コミュニティ棟１階 会議室２ 

事務局（担当課） 生活環境部環境政策課 

 

出 

席 

者 

 

委員 

 

 

磐田 朋子委員、江守 正多委員、金森 有子委員、木下 潔

委員、佐久間 美奈子委員、鈴木 石根委員、松橋 啓介委

員（部会長） 

その他 ― 

事務局 生活環境部長 伊藤 智治、生活環境部次長兼環境政策課長 

渡邊 俊吾、課長補佐 寺田 剛士、課長補佐 大見 一裕、 

係長 坂口 昇、主査 植木 祐太、主任 梅野 裕貴、主

事 黄川田 梨花、エックス都市研究所（改定業務支援受託

者） 

公開・非公開の別 □公開 □非公開 ■一部公開 傍聴者数 ５名 

非公開の場合はそ

の理由 

つくば市情報公開条例第５条第３号（法人等事業活動情

報）及び第５号（審議・検討等情報）に該当する情報が含

まれるため 

議題 

 

つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編の改定に当た

っての、温室効果ガス排出量の2030年度削減目標の見直し、

「つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編」における将

来像及び施策の洗い出し、地球温暖化対策の推進に関する法

律に基づく促進区域制度の検討、太陽光発電設置に関する意

見交換、特定排出事業者の取扱いに関する意見交換（非公開）

について 

会議録署名人  確定年月日   年  月  日 
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会

議

次

第 

 

１ 開会 

２ 議事 

(1) 温室効果ガス排出量の2030年度削減目標の見直しについて 

(2) 「つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編」における将来像及び

施策の洗い出しについて 

(3) 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく促進区域制度の検討に

ついて 

(4) 太陽光発電設置促進に関する意見交換 

(5) 特定排出事業者の取扱いに関する意見交換（非公開） 

３ 閉会 

１ 開会 

事務局：ただいまから、「第２回つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編

改定専門部会」を始めさせていただきます。よろしくお願いいたします。ま

ず、本日の部会の開催形式について御説明いたします。今回、五つの議事に

ついて、皆様に御審議いただきます。「議事(5) 特定排出事業者の取扱いに

関する意見交換」は、つくば市情報公開条例第５条第３号の法人等事業活動

情報及び第５号の審議・検討等情報に該当する情報が含まれるため、非公開

で行います。公開部分については、傍聴人による傍聴と資料の閲覧が可能と

なっています。議事(4)の後、傍聴人の方には退室いただきますので、御了承

ください。なお、ＨＰ等への掲載のため、写真撮影をする場合がございます

ので、併せて御了承ください。続きまして、本日の委員の出席状況について

御報告いたします。本日は、全７名の委員のうち、オンラインを含めて全員

に御参加いただいています。開催要項第４条の規定に基づき、過半数の出席

により専門部会が成立することを御報告いたします。それでは、ここからの

進行を、松橋部会長にお願いしたいと思います。 

部会長：皆さん、お忙しいところ、ありがとうございます。活発に忌憚なき御意

見を頂ければと思います。議事を進めます。次第にあるとおり、五つの議題

があります。 

(1) 温室効果ガス排出量の2030年度削減目標の見直しについて 

(2) 「つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編」における将来像及び施

策の洗い出しについて 

(3) 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく促進区域制度の検討につい

て 

(4) 太陽光発電設置促進に関する意見交換 

(5) 特定排出事業者の取扱いに関する意見交換 
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 と進行します。 

 

２ 議事(1) 温室効果ガス排出量の2030年度削減目標の見直しについて 

部会長：それではまず、議事(1) 温室効果ガス排出量の2030年度削減目標の見

直しについて、事務局より御説明をお願いいたします。 

事務局：はい。資料１を御覧ください。 

 【資料説明】（資料１：「つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編」にお

ける温室効果ガス排出量の2030年度削減目標について、参考資料１：脱炭素

先行地域に選定された自治体における2030年度削減目標参照） 

部会長：ありがとうございます。市からは、2030年度削減目標46％、また、2035

年度と2040年度については今後検討するということですけれども、御異議、

御意見がありましたらお願いします。特になければ、事務局案で進めたいと

いうことです。 

委員：御説明ありがとうございます。この方針でいくしかないかなというふう

に思うのですけれども、一方で、2035年度、2040年度目標を絶対に合わせ技

で出さないと国も納得しないと思いますので、検討というお話はあったので

すが、ここは今回マストで、区域施策編の改定の際には入れるということで

進めていただきたいなと思いました。以上です。 

部会長：ありがとうございます。ほかには、いかがでしょうか。 

委員：前回リモートで参加していて、委員の声があまり聞こえなかったので議

論したかどうかあまり記憶に残っていないのですけれども、ほかの自治体が

結構高い目標を出していますが、削減の目途が立っているような自治体は、

あるのか、ないのか、ということは、前回議論がありましたか。もう一度確

認させていただきたいと思います。 

部会長：直接の議論は、なかったと思います。事務局、いかがでしょうか。 

エックス都市研究所：御質問ありがとうございます。前回は、そういう話は、出

ませんでした。ほかの自治体で割と高い目標を掲げているところは、これぐ

らい削減できるというような根拠を、背景として持っていらっしゃると思い

ます。国全体で進めていくというところが一つ大きなポイントとなっており、

その中で自治体としてどれだけできるかというところは、かなり高い目標を

掲げているところは、推進していかなければいけないという意思を出してい

る部分もあるかと思います。絶対的に達成できるかというところについては、

分からない部分もあるかと思っております。 

委員：ほかの自治体の削減の実績のグラフとは、あまり並べて眺めたりはして

いないということですか。 
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エックス都市研究所：現状では、準備はしてございません。 

委員：分かりました。高い目標を掲げられるのだったら、掲げるに越したこと

はないと思うのですけれども、前回の議論をおぼろげに覚えている限りでは、

つくば市として46％を達成するのも非常に難しいのではないかという中で46

％を掲げているという話だったと思うので、無理して背伸びをする必要はな

いと思います。気になるのは、ほかの高い目標の自治体が、どれぐらい見込

みがあって掲げているのかということと、46％をできる限り達成するために、

何をするかということです。46％ということに関しては、結論としては、僕

自身異議はありません。ありがとうございました。 

部会長：ありがとうございます。後半の方に議論の時間を取りたいところでは

ありますが、もしどうしてもという御意見があればどうぞ。よろしいでしょ

うか。ありがとうございます。前回の議論を踏まえても、2030年に46％とい

うのは、それはそれでというところで、2035年、2040年に関しては、国の削

減目標値あるいはそれ以上ということを念頭に置きながら今後議論するとい

うことで、先ほどきちんと記載すべきだという意見を委員からも頂きました

ので、その方向で今後進めるということで、皆さん、よろしいでしょうか。 

【異議なし】 

ありがとうございます。では、二つ目の議事に移らせていただきたいと思い

ます。 

 

２ 議事(2) 「つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編」における将来像

及び施策の洗い出しについて 

部会長：二つ目の議事は、「つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編」にお

ける将来像及び施策の洗い出しについてです。事務局から説明いただきます。

その後、将来像についての議論を先にして、その後で施策についての議論を

後でやるような形も考えていますが、場合によっては合わせていただいても

良いかなと思っています。よろしくお願いします。 

事務局：資料２－１から２－３まで、続けて説明いたします。 

【資料説明】（資料２－１：「つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編」

における施策体系について、資料２－２「つくば市地球温暖化対策実行計画

区域施策編」における将来像について、資料２－３「つくば市地球温暖化対

策実行計画区域施策編」における施策の洗い出しについて参照） 

部会長：ありがとうございます。では、先に資料２－２の５ページ目、市の将来

像について、四つ柱がありますが、それに関連する意見がありましたらお願

いします。 
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委員：「脱炭素モデル都市」というふうに、「モデル」と入れないといけないの

でしょうか。「脱炭素都市」では、駄目ですか。「モデル」というと、何とな

く抽象的なイメージがあります。 

部会長：そう私も感じます。 

事務局：あくまでも仮置きでございますので、今日の議論によっては、削除も

可能です。そういった御意見を頂きたいと思います。 

委員：現行の計画の柱で使われている言葉と比較すると、基本的には「脱炭素」

ということがⅠ、Ⅱ、Ⅲに全部入っていて、Ⅳも気候変動適応という言葉が

入っていて、前の方が「持続可能」とかもうちょっと広い感じの言葉も入っ

ていたりするのですが、この辺は、気候変動、脱炭素を前面に、その計画だ

から当然と言われたら当然なのですけれども、あえて持続可能という言葉を

避けて、こちらの言葉だけで固めた意図があれば、説明していただきたいな

と思いました。 

エックス都市研究所：御認識のとおり、脱炭素に向けて2050年の目標を掲げて

いるという部分もございます。それに加えて、２月に改定された温対計画で

も「脱炭素ライフスタイルへの転換」という文言がありますので、脱炭素に

向けて持続可能なライフスタイルという部分も広範囲で重要だとは思うので

すけれども、それよりも脱炭素に向けてやっていくというところが重要とい

う思いの下で、作成させていただいております。そういうところも御指摘い

ただきたいと思います。 

委員：ありがとうございます。ちょっと考えます。 

委員：先ほど御議論がありました「モデル都市」に関しては、僕は何となく印象

として、モデルになるという、ほかの都市に真似してもらえるような先行的

な取組を施行しているという意味なのかなという印象を受けたのですけれど

も、もしそういう意味だとすれば残しても良いかもしれないし、あるいはよ

りそういう意味が伝わるような言葉に変えても良いのかなと思いました。そ

れから、一つ質問で、Ⅱ「建物やモビリティの脱炭素化に向けた基盤がある

まち」というところの「基盤がある」という意味は、例えばどういうことを

意味しているのか、教えていただきたいと思います。 

部会長：回答をお願いします。 

エックス都市研究所：例えば、モビリティであれば、公共交通の整備とかそう

いったところから始めて、具体的なイメージですと、電気自動車が走れるよ

うな充電スポットを置くとか、建物であれば断熱化を進めていくといったと

ころが、イメージとしてはございます。 

委員：分かりました。ありがとうございます。 
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委員：私も「基盤」というところが気になったのですけれども、左からの変更点

ということで考えると、この基盤というのはスマートインフラ的な、ICTを使

ってやるという意味なのかなというふうに思ったのですが、今の御説明だと

違うのかなと思いました。一方で、「つくば市といえばスマートシティ」の

ようなアイデンティティが今回の改定案の中では失われている、ちょっとオ

リジナリティというところでどうなのだろうという思いもあります。どこか

に「スマートな」というところが前にも入っていましたけれども、そういう

情報インフラを上手く活用した、脱炭素型のまちづくりを目指すのだという

ところが、入ると良いなと思いました。 

委員：Ⅲなのですけれども、現行計画の文言と改定計画の文言とを比べてみる

と「ライフスタイルが確立しているまち」から「ライフスタイルに移行して

いるまち」で、対象とするものは違うかもしれないけど、イメージとしては

どういうふうに変えられたのでしょうか。「高い環境意識をもち」というの

と「高い環境意識が醸成され」というのとが似たような感じで、あとは「持

続可能なライフスタイルが確立しているまち」というところと「脱炭素型ラ

イフスタイルに移行しているまち」というところは、イメージがどうなって

いるのかなというのが、逆行しているというか、そんな感じもしています。

その辺りは、どういう意図でこういう文言にされたのでしょうか。 

エックス都市研究所：おっしゃるとおりかと思います。背景としては、「持続可

能なライフスタイル」と「脱炭素型ライフスタイル」というと、ちょっと範

囲も違うというところで、「移行している」というところの最終形態として

は脱炭素型ライフスタイルが皆さんの中で浸透していて、日々の生活の中で

脱炭素に向けた行動を取っていることをイメージしています。ただ、2030年

に向けてですと、そういったところに、自ら、例えば市民や事業者の皆さん、

市も含めて、そういった姿に向かっていくというようなイメージですが、御

指摘を受け、検討し直した方が良い部分かと思いました。 

委員：私も、つくば市というとスマートシティというイメージがあります。「基

盤がある」という、「基盤」のところがイメージしづらいので、「スマート」

という言葉を使った方が、つくば市のイメージに合うのかなと思います。あ

と、Ⅳの「気候変動に適応できるまち」と「気候変動に適応するまち」の違

いがよく分からなくて、そこを教えていただけますか。 

エックス都市研究所：イメージとしては、「気候変動に適応できる」となると、

もう既に気候変動は来ているのでそれに対して適応しているというような認

識のものなので、「できる」という可能性というふうに捉えられるよりも、

「もう適応している」、「適応するのだ」というようなイメージです。 
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委員：言いたいことは分かりました。もう少し言い方を変えた方が、伝わりや

すいかと思います。 

エックス都市研究所：御指摘ありがとうございます。 

部会長：赤い字について、それぞれ思いをお話しいただいたところですが、今

の意見を踏まえて検討いただくとして、これも言いたいということがもしあ

れば、お願いします。 

【意見なし】 

もしまたあれば、後ほど戻ります。次は、資料２－３、５ページ目のところの

施策の柱について、御意見を頂ければと思います。よろしくお願いします。 

委員：教えていただきたいのですが、柱５の四つ目に「吸収源対策の実施」とあ

りますが、吸収源とは何ですか。 

エックス都市研究所：これは、森林などの植物によるCO2の吸収です。一般的に

吸収源というと、森林対策をするとか、都市緑化を増やすとか、そういった

ものを指します。 

委員：業界人といったら変な言い方ですけど、業界以外の人が計画を見ると思

うので、もっとざっくばらんな言い方で、「森を増やします」みたいな、そ

んな方が良いかもしれないです。吸収源って、何かを吸収するのかなと思っ

てしまいました。ありがとうございます。 

委員：柱２のところの「アクセスしやすいまちづくり」とは、何ですか。もう一

度説明をお願いしても良いですか。 

エックス都市研究所：「アクセスしやすいまちづくり」は、都市開発などにも関

わってくる部分かと思うのですが、公共交通であったり徒歩であったり、そ

ういう部分で、交通的にアクセスしやすいまちづくりを意識的にやっていく

ということを背景として入れております。 

委員：ありがとうございます。そうすると、上の項目と重複するのですよね。こ

れだけだと、なかなか理解するのが難しいなと思いました。実際、つくば市

でも自転車のモビリティシェアなんかを進められてきていて、今後、自動車

のシェアリングとかも入ってくると思うのですけれども、その観点がむしろ

入った方が、まちづくりに関連するかもしれないですが、良いのかなと思い

ました。以上です。 

委員：二つありまして、一つ目は質問なのですけれども、今出されている新し

い案の柱１から６の順番は、どういう意図があってこういう順番にされたの

かというのを教えてほしいです。もう一つは、柱３の「脱炭素型ライフスタ

イルの促進」なのですけれども、先ほどの委員のコメントとも少し被るので

すが、「脱炭素型ライフスタイル」という言葉を見た時に、市民の方とかが
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一体何をイメージするのかなと。市として環境学習とか普及啓発を推進する

とか３Ｒを推進するなど、もう少しここの柱になるようなものが、柱３の中

にあれば良いかなと思います。私の生活は、ずばりこうすると脱炭素になる

のだということが、「脱炭素型ライフスタイルの促進」という柱を立てるな

らば、そこの一つ目に、主としてはまず市民にこれをやって欲しいというこ

とがずばり書かれていた方が、分かりやすいかなというふうには思います。

こういうふうに整理した意図が分からないわけではないのですけれども、少

しぼやけるなというか、そこが気になりました。あと、「脱炭素型ライフス

タイルの促進」の中に、事業者の脱炭素経営も入っているのですよね。その

辺も、ここに位置付けるしかないのかという感じはするのですけれども、柱

３自体の言葉の立て方なのか、そもそも柱の立て方の整理なのか分からない

のですけれども、すっきりしないところがあるなというのが、正直なコメン

トです。こうした方が良いという代替案を出しているわけではないのですけ

れども、一応引っ掛かった点として、コメントしておきます。 

エックス都市研究所：ありがとうございます。まず一点目の御質問に関して、

柱の並び順について、まずは脱炭素に向けて省エネを進めていき、できるだ

け減らして、再エネで電力等の部分を賄うことによって脱炭素を目指してい

くという意味で、柱１、２、３というところの最初の部分には、省エネを立

てさせていただいています。二つ目の点に関しましては、事務局としても悩

みどころで、ごもっともな御指摘だと思うのですが、事業者の脱炭素経営を

どこに入れるか、個別の施策のところをどこに入れるかというところも、御

指摘を踏まえてもう少し検討して、ワーディングや脱炭素型ライフスタイル

という柱のネーミングは、また検討したいと思います。御指摘ありがとうご

ざいます。 

部会長：ありがとうございます。柱の順番に関しては、少し事務局と議論する

機会があって、再生可能エネルギーへの転換が一番初めに出ているような資

料を見せていただいたのですけれども、初めに再エネに頼るというのもちょ

っと違うかなと考えたので、気候市民会議つくばの方で提言として出した三

つのものを先に柱１、２，３にしてというようなお願いをした部分もあって、

こういう順番になっているところもあります。 

委員：先ほども議論になったのかもしれないのですけれども、柱３のところで

「脱炭素経営」と書いてあるのですが、つくば市の特色として、大学も含め

て公共の研究所が積極的に協力しないと達成できないと思います。単に事業

者の経営ではなくて、そういったところもここに含まれるような書きぶりに

ならないかと思いました。それで、柱６のところに、産官学民によるグリー
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ンイノベーションの推進となっているのですけれども、そういったところで、

大学や研究所の成果によってCO2の削減に貢献するとかが入ってくるのだろ

うと思うのですけれども、もう少し明確に書いても良いのではないかという

気がしました。多分、大学などは自分で減らせないと思うので、どこか別の

ところで削減に協力したものを持ってくるしかないと思います。そういうこ

とを含めても良いのではないかというふうに思いました。 

委員：先ほど御議論がありました、柱５の吸収源対策のところです。まず、若干

違和感があるのは、吸収源は基本的に緩和策だと思っているので、適応策の

カテゴリーに書いてあるのは、ほかのところに入らなかったからここに仕方

がないから置いたということなのか、あるいはより積極的にグリーンインフ

ラみたいな意味で適応策と絡めるという意図なのか、そこを教えていただき

たいと思いました。もし、緩和策であるがほかにどこに入れたら良いですか

と言われたら、ほかはどこも据わりが悪いなというふうには思っています。

でも、分かる気はします。それと、柱４の再生可能エネルギーのところで、

最近注目されている営農型太陽光発電というものが、僕は非常に気になって

います。つくば市にも農地がそこそこあると思いますし、柱５には農業分野

ということも適応では書いてあるのですが、これは積極的に掲げられたりす

る余地はないのかどうか、「促進区域による」というところと関連している

のかどうか。僕は知識がなくて分からないのですが、一つ提案というか、御

検討いただければということで、コメントをさせていただきます。それから

もう一つは、全体的にかなり当たり障りのない、誰でも「そうだよね」とい

う感じのことが書いてあると思います。一つ当たり障りのあることを申し上

げると、僕は対策が専門ではないのですが、いろいろ聞いていると、脱炭素

化の柱は省エネ、再エネともう一つは電化だというふうに聞きます。再エネ

は基本的に電気を供給するので、電気で需要できるような形にエネルギーの

需要の側を変えていくと。僕より詳しい人たちがたくさんいると思うので、

後でフォローしていただければと思いますけれども、電化というのは一つ、

僕はこういうところで明示的に掲げるような方針であるような気がします。

ただ、それを言うと、ガス業界などそういうステークホルダーがいる世界な

ので、調整がいる話なのかもしれないですけれども。何か掲げることを検討

するみたいなことが始まると、初めてそういう調整や議論というのも起きる

のではないかと思うので、僕は一つの方向性として、電化ということをどう

いうふうに考えるか、ぜひ検討されたらどうかというふうに思います。 

部会長：ありがとうございます。吸収源のところと営農型のところと、あと電

化についてですけれども、営農型に関してはもしかしたらこの後、促進区域
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の方でもあるかもしれないです。事務局の側で、何か受け止めがあればお願

いします。 

エックス都市研究所：吸収源対策については、委員がおっしゃっていたように、

グリーンインフラ等も含まれておりますので、一旦、適応策で置かせていた

だいている部分ではあります。やはり、吸収源というと緩和というイメージ

が先に出てきてしまうかもしれないので、その辺は委員の御指摘も併せて、

変えていくことを検討させていただきます。営農型と電化の話については、

もう一度検討させていただいて、どういうふうに中に入れていくのか、施策

としてやっていくのか、あるいは個別事業としてやっていくのか等の検討は、

させていただきたいところです。 

委員：「再生可能エネルギーへの転換」と書いてあるのですけれども、エネルギ

ーの地産地消みたいな言葉は使わないのですか。地産地消というのは変な言

い方ですが、つくば市でポテンシャルのある再生可能エネルギーは太陽光し

かないというのが、これまでの議論です。要するになぜ太陽光が良いのかと

いうと、地産地消できるからなのだということが、前回の中でお話が出たと

思うのです。エネルギーの地産地消というのは、すごく分かりやすいなと素

人的には思ったので、そういう表現を取り入れることはできないかなと。転

換というと他人ごとみたいな感じですが、地産地消は、野菜を食べるじゃな

いですけれども、自分のところのエネルギーを自分で使ったら良いのだなと

いうイメージが湧くのかなと思いました。そういう文言を入れられないかな

と思いました。 

委員：全く同じ意見です。先ほどの電化のお話や営農型のソーラーシェアリン

グも、農業の電化、農業機械の電化というところも促進するべき対策になっ

ていて、まさにおっしゃられたように、地産地消という言葉が入ると、その

辺りも包含されるかなというふうに思いました。 

委員：もう一つ、先ほど出ましたように、グリーンインフラというのも入れた

らどうでしょう。一般的に分かりやすいので。先ほど、吸収源対策というの

は、何となく受け身な感じがするという話もあったのですが、例えば、関係

ないかもしれないですけれども、自転車利用の促進があるじゃないですか。

この暑さで自転車に乗っていったら、多分死んでしまいます。それだったら、

街中の自転車のところに木を植えようみたいな話にもつながっていくので、

グリーンインフラという言葉もどこかに入れておくと、結構全部つながるよ

うな話になるかなと思いました。例えば、建物の省エネ化の促進といっても、

全部省エネ化するのは大変ですが、庭に木を植えようだとか、それだけでも

随分違うし。今、割と、木を植えると葉っぱが落ちて嫌だという人もいるの
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ですけれども、工夫すればそうでもない、多少は和らげられるようなことも

できるかもしれないので、そういったことを入れておくと、どれにも枝葉が

付いてつながっていくかなという気がしたので、お話しさせていただきまし

た。 

部会長：たくさん御意見いただいてありがとうございます。良い「叩かれ台」を

出していただいたのだと思います。 

委員：私も電化のところは同じ意見です。電化という表記を出した方が、やは

りCO2削減にもつながるのかなといったところと、あと、区域施策編は市民の

方向けに出していると思うので、専門の方が集まってお話をする分には良い

のですが、グリーンイノベーションとか、何をするのか連想しづらい言葉が

入っているような気がします。もう少し市民の方に分かりやすい表記にした

方が良いのかなと感じました。 

部会長：いずれも、頂いた意見を次回に向けて反映できるように、事務局にお

願いしたいと思います。あと、個人としての意見なのですけれども、柱２の

「アクセスしやすいまちづくり」、御意見がありましたけれども、歩いて移

動しやすいということもあっても良いのかなと思いました。もう一つ、施策

ですかね、柱の下に上がっているものがある程度分かりやすくて、こういう

ことをやるんだというふうに見えた方が良いという意見が、委員からあった

かなと思うのですけれども、気候市民会議つくばでの提言から出てきた、そ

れを実現するためのロードマップに関しては、資料の中では、もう一段下の

個別事業ところで反映させていくというふうに書いてあったのですけれど

も、それだけではなくて、施策の部分でも使えるものがないかということは、

一度しっかり確認しておいて、ハイライトできるものがあれば出していく必

要があるなというふうに思いました。個別事業のところで、ロードマップの

中の都合の良いものだけ拾い上げることになってしまうと、悪い使い方にな

ってしまう気がしますので、きちんと提言を実現するために整合が取れてい

るかどうかのチェックは、一度やっていただきたいと思います。よろしくお

願いします。では、よろしいでしょうか。大体時間になりましたので、次の

議題に移らせていただきたいと思います。 

 

２ 議事(3) 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく促進区域制度の検討

について 

部会長：議事の三つ目、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく促進区域

制度の検討について、事務局から説明をお願いします。 

エックス都市研究所：資料３を御覧ください。 
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【資料説明】（資料３：地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく促進区

域制度の検討について参照） 

部会長：ありがとうございます。今回のこの部会は、第２回ですよね。第４回の

部会で、促進区域について事務局で検討を行った上で提案してくるというこ

となのですけれども、その前の段階で質問や意見があればということで、少

し時間を取っております。御意見がありましたらお願いします。 

委員：今、既存の市街地とかが全部入っているじゃないですか。全部被せてし

まっても良いような計画なのでしょうか。 

エックス都市研究所：御認識のとおりで、基本的には、除外区域でなければ、市

街地にも設定することが可能となっております。ただ、促進というワードが

付いておりますけれども、要はそこのエリア内で事業計画書を出して、再エ

ネ事業をやりたいという事業者さんを募るような形となっております。募る

からには、地域に資するような再エネの事業としてくださいというような意

図を持った制度です。 

委員：要は、既に再エネをやっているようなエリアは、これからメリットとい

うか、それの規制の枠に入るみたいな感じになるのでしょうか。 

エックス都市研究所：既に再エネを導入しているところに関しては、メリット

はありません。これから新しく設定するところです。 

委員：こういう促進地域を選定する時には、どちらかというと、やりたいとい

う事業者さんがいて、大規模開発ではないですけれども、再エネ導入につい

てある程度目途が立つ見込みがあるところの中から選択する事例の方が多い

と思います。今、真っさらな状態からでは、私どもは何も言えないかなとい

うところではあると思います。ただ、一つ思っているのは、先ほど営農型の

話が出ましたけれども、つくば市はブルーベリーなどの果樹の生産を結構や

っていますよね。ソーラーシェアリングとブルーベリーはすごく相性が良い

ので、その辺りで投資してくださるような事業者さんや、協力してくださる

ような有望な農家さんなどに当たりが付けられるのかどうか、広報をこれか

ら出していただく形になるのかというふうに思いました。以上です。 

エックス都市研究所：御指摘ありがとうございます。本来であれば、既に事業

者の目星が付いているというところで設定するのが一番良いのかとは思いま

すが、環境省からの説明としては、まずは設定してみて、そこから様子を見

ながら設定していくという部分も思いとしてはあるみたいなので、そういっ

た部分からも、設定について幅広く、可能性があるのかどうかを検討させて

いただくところです。もし設定する場合においては、そういった事業者が募

れないかどうかも含めて、検討する必要があるのかなと、御指摘を踏まえて
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考えたところです。 

委員：今の観点からで申し上げると、再生可能エネルギーを導入した後、近く

で使ってもらえるようなところがあるエリアを、やはりこういうときには優

先的に選定すべきかと思います。今回、駅前の脱炭素先行地域もそうですけ

れども、再エネをとにかく調達ができない中で、周辺のそういった空いてい

るところや有望なところで、こういった促進区域が設定できると、需要先を

含めてエネルギーマネジメントができれば、地域に貢献するといった立て付

けもできるかなというふうに思いました。 

委員：もしかしたら以前説明があったか分からないですけれども、つくば市内

において、これまで太陽光発電で何かトラブルの事例というのはあったので

しょうか。地域に裨益する再エネというのが、今後のキーワードになってい

るというふうに理解していますけれども、それがどういった形でメリットが

あるというふうに、地域、特に周辺の人たちが理解して受け入れていくかと

いうことを考えた時に、これまでどういうふうになっているのかなというの

がもしあれば、教えていただきたいと思います。 

事務局：記憶の範疇で申し訳ありませんが、トラブルがあったか、なかったか

で言えば、ありました。私の記憶の話で申し訳ないのですけれども、筑波山

地域において、中腹部にメガソーラーを建てようとして、いろいろと地元と

トラブルが起きたと。それを契機に、筑波山地域にそういったものを建てら

れないような規制をかける条例を、つくば市としては今現在も施行しており

ます。平場でのところも、多分、近隣とは、多かれ少なかれトラブルはある

のだろうということですが、あまり顕在化した事例ということでは、私は記

憶しておりません。すいませんが、手持ちの資料がないので、ざっくりとし

た回答になりますが、以上になります。 

委員：やはり反対感情がなるべく出ないように合意形成をしながら、かつ十分

なメリットを、特に近隣の人たちが感じられるということが必要なのかなと

思います。その点は強調しておきたいというふうに思いました。 

委員：今の質問にも関連するのですけれども、令和７年３月末時点で区域を設

定している市町村は56自治体とあるのですが、この中で、トラブルなしに上

手いこといっている事例は、どんなものがあるのですか。 

エックス都市研究所：事務局で把握している部分としては、ありません。そも

そも設定している自治体は56あるのですが、今、実際に制度として動いてい

る事例は少なく、設定はしているけれども、先ほどの御意見のように手を挙

げる事業者がなかなかいないというところも、少なからずあると思います。

制度として、事業者を募っていくところは、重要なポイントなのかなと思っ
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ています。 

委員：順番としては、もしも良いのがあったらやりますよという声を上げてお

いて、事業者さんが声を出してきたら、上手くいくかどうか、トラブルが起

こるのか、起こらないかと様子を見て、そこから実際に動いていくという感

じですか。つくば市としては、こういう制度を入れますよという声だけ上げ

ておいてという流れですか。 

エックス都市研究所：追加で御説明しますと、制度上は促進区域で、例えば事

業者さんがこれをやりたいですと言った時に、行政として支援をしやすくな

る仕組みではあります。一方、規制をかけることもできますので、景観上、

ここは行政としては排除したいですよとか、そういう意味で、設置する場所

を決めるということとは逆で、設置して欲しくない場所を決めるという意味

もありますので、そういう意味で使っている自治体もあるかと思います。 

委員：つくば市は、どちらを意図しているのでしょうか。  

エックス都市研究所：先ほどの筑波山のエリアについては、どちらかというと

排除したいという意味だと思いますし、市街地等のエリアで、ここに入った

ら良いよねというところは、促進したいというところになるかと思います。 

委員：ありがとうございます。 

部会長：個人の発言というか、委員としての発言です。こういう除外するとこ

ろを決めるだけではなくて、今黄色で表れているところが全部促進区域にな

らないようにということも、意見としてはあるのかなと思います。トラブル

が起きないようにということと、ほかのいろいろな仕組みで規制がかかって

くるようなところ－緑地を保全するとか、農地を活用するとか－は除外した

上で、どういうところがより市街地に近いから、より促進すべきだとか、そ

ういう強弱があるようなところが具体的に伝わるような形で決められると良

いのかなということは、改めて思いました。では、この議題はこのぐらいで

よろしいでしょうか。次に移らせていただきたいと思います。 

 

２ 議事(4) 太陽光発電設置促進に関する意見交換 

部会長：議題の四つ目で、太陽光発電設置促進に関する意見交換に関して、資

料を説明いただいて、その後で意見交換を進めます。では、事務局から説明

をお願いします。 

エックス都市研究所：資料４と参考資料２を御覧ください。 

【資料説明】（資料４：太陽光発電設置促進に関する国内の動向等について、

参考資料２：ハウスメーカー/ディベロッパーの再エネ導入等の状況・方針に

ついて参照） 
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部会長：では、太陽光発電設置の促進策について、義務化の可能性や課題など、

いろいろざっくばらんに御意見くださいということです。いかがでしょうか。 

委員：これは、例えば、それぞれ大手のハウスメーカーさんとかもいろいろや

っているのですけれども、これに加えてという感じですか。それとも、これ

で落としているところに対して補助をするのとどちらでしょうか。 

事務局：どちらもあり得ると思っております。先ほどお答えしたように、市は

フラットな立場です。ここはあくまでも意見交換ですので、そこも見極め兼

ねているというのが実情です。やっているならもうやる必要はないだろうと

いう議論もあれば、おっしゃるように、やっていても漏れているところにち

ゃんとやらないといけないだろうとか、どこにスポットを当てるかも、いろ

いろ意見を交換させていただきたいというのが、この部分の趣旨です。 

委員：補助はいろいろあるのですけれども、あちらを立てればこちらが立たず

みたいな補助が結構あります。結局、良いところは補助が受けられないとい

うことがあったりしたもので、その辺りの制度の穴みたいなところを上手く

つくと結構良いかもしれないなと思います。あいまいな意見ですけれども、

やるのであれば。 

委員：太陽光の促進は、脱炭素のところでは進めていかなければいけないとこ

ろだと思いますけれども、太陽光の課題として、太陽光だけが普及してしま

うと需給のバランスが崩れて、時期によって、ちらつきとか停電とかが発生

する危険性というものがございます。できれば、補助のことを検討するので

あれば、太陽光プラス蓄電池といった、発電したものをその場で使う、余剰

として流さないというところをこれから増やしていくのが、一番設備的には

安全なところかなといったところです。あとは、発電が増えてしまいますと、

需給のバランスが崩れますので、データセンターのように24時間365日安定し

て電気を使っていただけるようなところが増えると、そういったところも補

完できるのかなといったところ、総合的にそういったところの普及を進めて

いただければということも、御検討いただきたいと思います。よろしくお願

いいたします。 

委員：全く同じことを考えていて、太陽光というと、イコール電池が付いてい

るものと思っていました。太陽光だけというのは、多分ないですよね。先ほ

どの地産地消の話ではないですけれども、それであれば絶対にV2Hとか、ある

いはバッテリーが付いているとか、当然セットだと思いました。 

部会長：今の御意見、太陽光だけを普及させるのではなくて、ZEHにすることで、

まずは自家消費という話もあれば、蓄電池の方を家庭でも普及させていくこ

とで周りへの供給も含めてということもあると思います。さらにはデータセ
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ンターのように大量に消費するものが近くにあるのであれば、太陽光パネル

をどんどん置いて、そちらの方で消費をしていくということであれば、蓄電

池にそんなにこだわらなくても良いかもしれないということの意見が、それ

ぞれ混ざっていたかと思います。それは実態に合わせて、変なことが起きな

いようにという御意見ということで受け止めました。ありがとうございます。

ほかには、いかがでしょうか。 

委員：太陽光の新築への搭載の標準化を検討されるのは、大変良いと思います。

個人的には、なぜこれを早く国で標準化してくれないのだろうかと思ってい

るぐらいです。一つ伺いたいのは、その意味で、現状これをやっている自治

体が限られるというのは、どういうところに起因しているのかです。特に、

東京都で最初に検討されたというのは、東京都は補助金の額が大きいので、

元が取れる、投資回収期間が短くてそれだったら標準化が受け入れられやす

かったみたいなことがもしあって、ほかの自治体だともう少し長くなってし

まうので、若干心配な人も多くなってくるとか、その辺の塩梅というのが、

もし情報がありましたら教えていただきたいと思いました。 

エックス都市研究所：ありがとうございます。特に最初に検討された自治体は、

京都府や京都市であったと思うのですけれども、東京都で始まったことで、

全国的に知られたと思います。東京都の検討においては、やはり戸建を建て

る建築主個人にこういった義務を課すというところは、なかなか難しいとい

う理解の下、供給事業者に対してそういった理解をいただきつつ、進めてい

って欲しいというところが背景にございます。そこの大手のところへの合意

形成というところも、なかなか時間がかかったというお話を聞いたことがあ

ります。そういった部分もあり、大手のところではようやく納得、御理解い

ただいて、進めていっている現状というところです。川崎市などは、大体、

東京都で対象となっているようなところは、首都圏でも対象となるような部

分と重なってくる部分もございます。東京都で既に理解が進んでいるところ

からは、川崎市でもやるとなっても理解をいただいているというふうなお話

は、聞いたことがあります。なので、ここを進めていくところの一番難しい

ポイントとしては、事業者さんに理解いただいて、それで進めていっていた

だくところかと思います。 

委員：補助金額の地域差みたいなものは、問題にならないのでしょうか。直接

的に義務化がかかるのは、事業者であるとしても、制度を受け入れて、その

地域の実際に家を建てる施主の人々自身が初期投資をするのだと思います。

その人たちの判断にどういうふうに影響するかといったことも、すごく気に

なりました。 
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エックス都市研究所：補助金がある方が、制度を進めやすいとは思います。 

委員：ありがとうございます。 

委員：今の議論にも関係あるかもしれないのですけれども、この制度をやるこ

とで、どれぐらい新規の建築がなくなってしまうのでしょうか。そういうデ

ータは、あるのですか。 

部会長：この制度を入れることで、新築が減ってしまうとか、そういう影響は

ないかというところなのですね。多分、東京都、川崎市の方は、300m²未満の

ものも対象になっていると思うので、新築が減るみたいな影響がないかとか、

そういう情報はないかという質問でしたが、いかがでしょうか。 

エックス都市研究所：ありがとうございます。東京都と川崎市の制度の開始が

今年の４月ですので、データ的にそれを手に入れることは、まだ難しいのか

なと思います。なお、東京都と川崎市の最終的なデータの集計は、年度末と

なっており、現段階で提供いただくのも、なかなか難しいかなというところ

です。 

部会長：逆に京都府とかでの準特定建築物が減ったかとか、そういうのは何か

情報としてありますか。 

エックス都市研究所：手元に、情報はございません。 

部会長：ありがとうございます。委員、こんなことでよろしかったでしょうか。 

委員：はい。ありがとうございます。 

委員：つくば市で義務化を導入するかどうか検討するに当たって、つくば市の

ここ数年間の新築着工のうち、大手の割合や延床面積などのデータも考える

必要があるかなと思いました。ダイワハウスさんなどはよく見られますけれ

ども、そういった大手の注文住宅の事業者さんは、多分もう余裕で対応でき

ると思うんですね。その一方で、そうでない新築事業主さんというのは、ど

れぐらいつくば市にいるのか、情報がないものですから、どう進めるのか、

もう少し材料があるとうれしいなというふうに思いました。もう一点、勉強

不足で申し訳ないのですけれども、太陽光設置義務化している自治体では、

大規模建築物の防水シートなど屋上に張るものは10年ぐらいで耐用年数が来

ると思いますが、その張り替えなどは、設置義務化したビルで、どういう取

組で更新されていくのかという情報があれば、教えていただけますか。 

事務局：すみません、二点目は、情報を持ち合わせておりません。調べてみたい

と思います。ありがとうございます。 

委員：私どもも、大規模建築でというときに、悩みの種はもうそこだけなので

すよね。更新しなければいけない時にどうするのというところだけです。多

分その辺りも、東京都さんと事業者さんの間で、何らかの意見交換がされて
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いるのではないかなと思いますので、もしそういった情報が入りましたら、

お願いします。 

委員：追加で、建築物の屋根上の話から外れるのですけれども、より広い意味

での太陽光発電の設置の促進に関して、ソーラーカーポートをこれからやっ

たら良いのではないかと思うのですが、それについてお考えがあるかどうか

ということと、もし何か課題とかを認識されていることがあれば教えていた

だきたいと思いました。大きいホームセンターとかの広い駐車場は、全部ソ

ーラーパネルになったら良いのではないかと思っております。 

事務局：ありがとうございます。一点目について、検討の俎上に上がっている

かというと、まだ上がっておりません。話題には出るのですけれども、この

枠組みの中でこのテーマが上がったことは、今のところありません。課題感

としてよく言われるのは、カーポート型は高いというところで、値段のデメ

リットがあるというふうに認識しています。 

委員：ありがとうございます。 

部会長：ショッピングセンターのカーポートみたいなところは、義務付けだけ

をしても、なかなかできないかなというところもあるのですけれども、置け

る場所という考え方もあるかと思いますので、いろいろな事業者と組んで、

そこの土地を借りて置かせてもらうみたいなこともでき得ると思うので、広

い意味での検討の価値はあるかなと思います。ある種のつくば市らしさみた

いなところもあるのかなと思いますので、どこかにメモしておいていただき

たいと思います。 

委員：二つ教えてください。一つ目は、資料４でつくば市の再エネポテンシャ

ルが示されて、私としては再エネの導入を推進した方が良いと思うけれども、

そのためにいろいろ自然が失われるというのもあまりよろしくないなと思う

ので、建物系などで今まだなかなか導入できていないところの導入促進が、

基本的な方針なのかなと勝手に思っていました。建物系のポテンシャルが全

部入ったら、市内の電力のどれぐらいが賄えるのかといったところは、何か

もし数値があれば教えてください。もう一つは、後半に御説明いただいた、

他自治体で太陽光発電の設置促進に向けた義務化といった取組などがあるの

ですが、基本的には新築に対して行われているものと思います。いつもほか

の委員もおっしゃっているような気がするのですけれども、新築に入れるの

は私も義務化みたいなものを何かしら進めていけば良いと思いますけれど

も、大量に残っている中古住宅への導入をどうやって促進するかというのも

結構大きいポイントかなと思います。そちらについては、何らかの少し強め

の対策を取られることも検討していくのかについて、何かお考えがあれば教
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えてほしいです。以上です。 

エックス都市研究所：つくば市の建物系における導入ポテンシャルですと、年

間の発電電力量が1,453GWhとなっております。現在のつくば市の使用電力量

が1,820GWhですので、大体８割程度は賄えるような想定ではございます。 

事務局：二点目の既設の方についての検討は、必要だと認識しております。今、

何か、新築限定の議論になっているのであれば、そうではなくて、我々とし

ても、既設のところにどうアプローチしていくかというのは、重要な課題だ

と認識しております。しかし、具体的にどう対策を打てば良いのかというの

は、いろいろ検討しているという状況です。 

委員：追加で、新設の話なのですけれども、先ほどもショッピングセンターの

駐車場しかり、いろいろな建物の上しかりで、太陽光の話がありますけれど

も、一回設置すると少なくとも20年ぐらいないと厳しいということを考える

と、都市計画やゾーニングの話ととてもリンクするところですので、こうい

う地域は20年後もこういうふうに残したい、先ほどの営農型のソーラーシェ

アリングの話も実は同じなのですけれども、市としてはここを農地としてち

ゃんと確保していきたいだとか、そういった都市計画の分野の方とのリンク

がとても重要だと思いますので、少し戻って、再エネ促進地域の話にも関連

するものですから、改めて新築太陽光のところは、一緒に御検討していただ

ければと思います。 

部会長：私の方からは、新築に関しての条例を作るということを進められるよ

うであれば、それはぜひ応援したいなというところではあります。特に300m

²未満に関して入れるというのは、それなりにハードルが高いのだと思います

けれども、それをやること自体も、前向きにやるという打ち出しにもなるの

かなとは思いますので、検討してみることは良いのかなと思います。この議

題はこのぐらいでよろしいでしょうか。ありがとうございました。本部会で

公開となるのはここまでとさせていただきますので、傍聴者の方、退席をお

願いいたします。しばらくお待ちください。 

 

２ 議事(5) 特定排出事業者の取扱いに関する意見交換（非公開） 

 

３ 閉会 

部会長：活発な御議論ありがとうございました。最後に事務局から連絡事項を

お願いします。 

事務局：次回、第３回専門部会は、８月上旬頃に開催を予定しております。日程

調整のメールをお送りしますので、御確認のほどよろしくお願いいたします。
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事務局からの連絡は、以上となります。 

部会長：ありがとうございます。委員の皆さん、全体を通して、これだけはとい

うものは、ありますか。大丈夫でしょうか。では、ありがとうございました。

本日の議事は、以上となります。スムーズな進行に御協力ありがとうござい

ました。それでは司会を事務局にお返しします。 

事務局：皆さま、長時間にわたりありがとうございました。以上をもちまして、

第２回つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編改定専門部会を終了させ

ていただきます。委員の皆様におかれましては、お忙しい中、活発に御議論

いただきまして、誠にありがとうございました。 

 



 

第２回つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編改定専門部会 

次 第 

 

日 時：令和７年６月26日（木） 

13時00分～15時00分 

場 所：つくば市役所コミュニティ棟 

１階 会議室２ 

 

 

１ 開会 

 

２ 議事 

(1) 温室効果ガス排出量の2030年度削減目標の見直しについて 

(2) 「つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編」における将来像及び施策の洗

い出しについて 

(3) 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく促進区域制度の検討について 

(4) 太陽光発電設置促進に関する意見交換 

(5) 特定排出事業者の取扱いに関する意見交換（非公開） 

 

３ 閉会 

 

 

配布資料一覧 

 

資料１   「つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編」における温室効果

ガス排出量の2030年度削減目標について 

参考資料１ 脱炭素先行地域に選定された自治体における2030年度削減目標 

資料２－１ 「つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編」における施策体系

について 

資料２－２ 「つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編」における将来像に

ついて 

資料２－３ 「つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編」における施策の洗

い出しについて 

資料３   地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく促進区域制度の検討に

ついて 

資料４   太陽光発電設置促進に関する国内の動向等について 

参考資料２ ハウスメーカー/ディベロッパーの再エネ導入等の状況・方針につい

て 

資料５   つくば市における特定排出事業者の現況について（非公開） 



「つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編」における
温室効果ガス排出量の2030年度削減目標について

1

資料１



つくば市の2030年度削減目標

つくば市は、2022年２月に「2050年ゼロカーボンシティ宣言」を行い、2023年11月には、2030年度までに民生部門
（家庭部門及び業務その他部門）の電力消費に伴うCO2排出実質ゼロを実現するとともに、運輸部門や熱利用等も含
めてそのほかの温室効果ガス排出削減についても、国全体の2030年度目標と整合する削減を地域特性に応じて実現
するモデルである「脱炭素先行地域」に選定されている。

2

＜現行計画における削減目標＞ ＜改定計画における削減目標(案)
＞

2050年度2013年度比
80％削減

2030年度2013年度比
26％削減

• 2050年ゼロカーボンシティ宣言
→2022年２月に宣言済

• 国の削減目標値の引き上げ
→▲26％から▲46％に見直し

• 脱炭素先行地域への選定
→国目標との整合性を図る

中期目標

長期目標

【2020年１月策定】

2050年度
カーボンニュートラルの実現

2030年度
2013年度比46％削減

計画目標

長期目標

【2026年４月改定（予定）】

削減目標の見直しにおける背景

• つくば市における区域の排出量削減目標の見直しは、国の削減目標の改定状況やつくば市における脱炭素の取組
状況等、近年の潮流などを参考に検討を行った。

➡改定計画における削減目標案として、

長期目標：2050年度カーボンニュートラルの実現、中期目標：2030年度2013年度比46％削減とする。

※2035年度／2040年度目標の設定
については今後、検討を実施



脱炭素先行地域選定自治体における2030年度削減目標
（人口10万人以上規模）

参考資料１

自治体名 自治体規模
2030年度削減目標
(2013年度比)

策定時期 先行地域選定時期

つくば市 施行時特例市
▲46％

（旧・▲26％）
2020年1月 2023年11月

札幌市 政令指定都市 55% 2021年3月 2022年11月

苫小牧市 人口１０万人以上 48% 2023年3月 2023年11月

仙台市 政令指定都市 55% 2024年3月 2023年11月

秋田市 中核市 50.10% 2023年3月 2022年4月

会津若松市 人口１０万人以上 50% 2024年3月 2023年4月

宇都宮市 中核市 50% 2024年2月 2022年11月

那須塩原市 人口１０万人以上 50% 2022年3月 2022年11月

さいたま市 政令指定都市 51% 2021年3月 2022年4月

千葉市 政令指定都市 48%以上 2023年3月 2022年11月

市川市 人口１０万人以上 50% 2025年3月 2025年5月

横浜市 政令指定都市 50% 2023年1月 2022年4月

川崎市 政令指定都市 50% 2022年3月 2022年4月

小田原市 施行時特例市 50% 2022年11月 2022年11月

高岡市 人口１０万人以上 51.60% 2023年3月 2023年11月

松本市 中核市 51% 2022年8月 2022年4月

上田市 人口１０万人以上 57% 2023年3月 2023年11月

静岡市 政令指定都市 51% 2023年3月 2022年4月

名古屋市 政令指定都市 52% 2024年3月 2022年4月

岡崎市 中核市 50% 2023年3月 2022年11月

京都市 政令指定都市 46% R6年度見直し時点 2022年11月

大阪市 政令指定都市 50% 2024年5月 2023年11月

堺市 政令指定都市 50%以上 2022年11月 2022年4月

神戸市 政令指定都市 60% 2023年3月 2024年9月

尼崎市 中核市 50%以上 2025年3月 2022年4月

生駒市 人口１０万人以上 50% 2024年4月 2023年4月

鳥取市 中核市 46% 2024年5月 2023年4月

米子市 人口１０万人以上 48% 2023年3月 2022年4月

松江市 中核市 47% 2024年3月 2023年4月

東広島市 人口１０万人以上 46％以上 2024年3月 2024年9月

下関市 中核市 46% 2025年3月 2024年9月

山口市 人口１０万人以上 48% 2023年3月 2022年11月

北九州市 政令指定都市 47％以上 2021年8月 2022年4月

福岡市 政令指定都市 50% 2022年8月 2024年9月

宮崎市 中核市 50% 2023年2月 2025年5月

延岡市 人口１０万人以上 50% 2024年3月 2022年11月

長崎市
（他2町との広域計画）

中核市
2050年度目標

2007年度比80％
2023年10月 2023年11月



「つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編」
における施策体系について

1

資料２－１



「つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編」における施策体系について

• 改定計画における施策体系は、下記のとおり、「将来像」「施策の柱・項目」「個別事業」で構成する。

• 本部会（第２回）では施策体系として、下記の通り、「将来像」及び将来像を実現するための「施策の柱及び施
策項目」について検討する。

2

＜計画の体系図＞

イメージ１ 各主体の連携により、脱炭素モデル
都市として先導するまち

イメージ２ ・・・

将来像

施策の柱・項目

個別事業

• 太陽光発電義務化
• EV充電器の設置推進

• 低炭素ガイドラインの改定
• 環境教育事業の拡充

• 森林整備事業の推進
• ウォームシェア・クールシェア

• 市の目指すべき将来像を設定
• 将来像が実現されたまちのイメー

ジを検討

• 市の将来像や削減目標を実現する
施策の柱を設定

• 施策の柱に紐づく施策項目を検討

※資料2-2において検討する部分

（個別事業の一例）

・・・

＜各項目の検討の流れ＞

将来像

施策の柱・項目

個別事業

イメージ３ ・・・ イメージ４ ・・・

※資料2-3において検討する部分

柱１ 再生可能エ
ネルギーへの転換

柱２ ・・・ 柱３ ・・・ 柱４ ・・・

建
物
へ
の
再
エ
ネ

の
導
入
促
進

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

• 施策に紐づく既存個別事業およびロード
マップにおける個別事業の整理

• 新規個別事業の可能性の検討

※第３回部会において検討する部分

※ロードマップにおける
個別事業も含む

施策 施策 施策 施策 施策 施策 施策 施策 施策 施策 施策 施策



「つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編」
における将来像について

1

資料２－２



「つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編」における施策体系について

• 改定計画における施策体系図は下記のとおりである。

• 本資料では改定計画における将来像および将来像が実現されたまちのイメージについて検討する。

2

＜計画の体系図＞

将来像

施策の柱・項目

個別事業

• 太陽光発電義務化
• EV充電器の設置推進

• 低炭素ガイドラインの改定
• 環境教育事業の拡充

• 森林整備事業の推進
• ウォームシェア・クールシェア

• 市の目指すべき将来像を設定
• 将来像が実現されたまちのイメー

ジを検討

• 市の将来像や削減目標を実現する
施策の柱を設定

• 施策の柱に紐づく施策項目を検討

※本資料において検討する部分

（個別事業の一例）

・・・

＜各項目の検討の流れ＞

将来像

施策の柱・項目

個別事業

※資料２－３において検討する部分

柱１ 再生可能エ
ネルギーへの転換

柱２ ・・・ 柱３ ・・・ 柱４ ・・・

建
物
へ
の
再
エ
ネ

の
導
入
促
進

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

• 施策に紐づく既存個別事業およびロード
マップにおける個別事業の整理

• 新規個別事業の可能性の検討

※第３回部会において検討する部分

※ロードマップにおける
個別事業も含む

施策 施策 施策 施策 施策 施策 施策 施策 施策 施策 施策 施策

イメージ１ 各主体の連携により、脱炭素モデル
都市として先導するまち

イメージ２ ・・・

イメージ３ ・・・ イメージ４ ・・・



「つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編」の計画の位置づけ

第六次環境基本計画(R6.5)

地球温暖化対策計画(R7.2) 気候変動適応計画(R3.10)

茨城県地球温暖化対策実行計画(R5.3)
地域気候変動適応計画

つくば市未来構想(H27.3／R2.3 改定)
第３期つくば市戦略プラン(R7.3)

(仮)つくば市環境基本計画(R8.4 予定)

＜個別計画＞
・つくば市SDGs未来都市計画
・つくば市計画マスタープラン
・つくば市地域防災計画

（仮）つくば市地球温暖化対策実行計画
(R8.4 予定)

促進区域の設定に関する県基準

包含

国

茨城県

つくば市

連携

整合

整合

整合

整合

整合整合

連携

3

• つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編の計画の位置づけは下記のとおりである。

• 計画の改定にあたり、最新の国・県における関連計画との整合性に加え、つくば市における関連個別計画との連携も図る。

・生物多様性つくば戦略
・つくば市緑の基本計画
・つくば市一般廃棄物処理基本計画
・きれいなまちづくり行動計画



参考）「つくば市環境基本計画」における区域施策編の計画の位置づけ

生
物
多
様
性
つ
く
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略

つ
く
ば
市
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基
本
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画

つ
く
ば
市
一
般
廃
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理
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本
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画

き
れ
い
な
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づ
く
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行
動
計
画

＜つくば市地球温暖化対策実行計画＞

(仮)つくば市環境基本計画(R8.4 予定)

整合

• つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編と現在同時に見直しが行われているつくば市環境基本計画との関係
は下記のとおりである。

• つくば市環境基本計画は、つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編を含むそのほかの個別計画と整合を図る
ものであり、区域施策編の改定にあたっては、環境基本計画との整合及び、関連個別計画との連携を図ることと
する。

連携連携連携連携

4



現行計画における将来像と見直し案

• 「つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編」の改定にあたっては、環境基本計画の将来像との整合性を図り
つつ、ゼロカーボンシティの実現を見据えた将来像の設定が必要となる。

• 改定計画の将来像の見直し案については、2050年におけるゼロカーボンシティの実現がつくば市において掲げら
れていることから「脱炭素」を基本的なキーワードとして再整理を行う。

5

Ⅰ．各主体が連携し、低炭素な活動が浸透しているまち

Ⅱ．低炭素な建物やモビリティによるスマートなまち

Ⅲ．高い環境意識をもち、
持続可能なライフスタイルが確立しているまち

Ⅳ．気候変動に適応できるまち

＜現行の実行計画におけるつくば市の将来像＞

【つくば市の将来像】

全員参加でつくる低炭素かつ
レジリエントなスマートシティ

Ⅰ．各主体の連携により、
脱炭素モデル都市を実現しているまち

Ⅱ．建物やモビリティの
脱炭素化に向けた基盤があるまち

Ⅲ．高い環境意識が醸成され、
脱炭素型ライフスタイルに移行しているまち

Ⅳ．気候変動に適応するまち

＜改定計画におけるつくば市の将来像の見直し案＞

【つくば市の将来像】

気候変動に適応し、安心で快適に暮
らせる脱炭素モデル都市

将来像を支える４つのまちのイメージ将来像を支える４つの柱



参考）環境基本計画における将来像の見直し案について ― 基本目標１、３

• 本計画の改定とあわせて改定が行われる「つくば市環境基本計画」における計画の将来像との整合性を図ること
とする。

• 環境基本計画の改定計画における将来像の見直し案（つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編に関連する
「基本目標１及び３」）は下記のとおりである。(令和７年３月開催「令和６年度第５回つくば市環境審議会」よ
り)

6

• つくば市ならではの強みをいかした気候変動対策が進み、市民、事業者、大学・研究機関、市が連携して取り組んで、カーボン
ニュートラルを目指す先進的な脱炭素モデル都市となっています。

• 省エネルギーへの取組や再生可能エネルギーの導入が推進されることで、まちや建物の脱炭素化が浸透し、生活を豊かにする環境
技術があふれる都市となっています。

• バスやデマンド型交通などの公共交通が充実し、自転車利用が快適になることで、自家用車に頼らなくても生活に必要な施設にア
クセスしやすいまちに近づいています。

• 酷暑や豪雨などの異常気象・災害に対して、その影響を低減する適応策を進めることで、強靭で柔軟性のあるまち（レジリエンス
のあるまち）となっています。

基本目標１
脱炭素モデル都市を形成して、気候変動に対処する

令和７年３月時点

• 市民や事業者、市が地球の資源の有限性を認識しており、地域で最適な生産・消費が行われることで、資源の浪費はほとんどなく
なっています。

• 資源の浪費がなくなるだけでなく、ごみの発生抑制（リデュース）、再利用（リユース）、再資源化（リサイクル）という３Ｒを
推進することで、“ごみ”という概念がなくなるくらい資源循環される仕組みができ、循環経済への移行が進んでいます。

基本目標３
資源を賢く使う循環型社会形成を加速する

令和７年３月時点



「つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編」
における施策の洗い出しについて

1

資料２－３



「つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編」における施策体系について

• 改定計画における施策体系図は下記のとおりである。

• 本資料では資料２－２において検討された将来像を実現するための施策の柱及び施策項目について検討する。

2

＜計画の体系図＞

イメージ１ 各主体の連携により、脱炭素モデル
都市として先導するまち

イメージ２ 建物やモビリティの脱炭素化が
実現しているまち

将来像

施策の柱・項目

柱１ 再生可能エ
ネルギーへの転換

柱２ ・・・ 柱３ ・・・ 柱４ ・・・

建
物
へ
の
再
エ
ネ

の
導
入
促
進

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

個別事業

• 太陽光発電設置促進
• EV充電器の設置推進

• 低炭素ガイドラインの改定
• 環境教育事業の拡充

• 森林整備事業の推進
• ウォームシェア・クールシェア

• 市の目指すべき将来像を設定
• 将来像が実現されたまちのイメー

ジを検討

• 市の将来像や削減目標を実現する
施策の柱を設定

• 施策の柱に紐づく施策項目を検討

• 施策に紐づく既存個別事業およびロード
マップにおける個別事業の整理

• 新規個別事業の可能性の検討

※資料２－２において検討

（個別事業の一例）

気候変動に適応し、安心で快適に
暮らせる脱炭素モデル都市

※第３回部会において検討する部分

＜各項目の検討の流れ＞

将来像

施策の柱・項目

個別事業

イメージ３ 高い環境意識が醸成され、脱炭素型
ライフスタイルが浸透しているまち

イメージ４ 気候変動に適応しているまち

※本資料において検討する部分

※ロードマップにおける
個別事業も含む

施策 施策 施策 施策 施策 施策 施策 施策 施策 施策 施策 施策



現行計画における施策項目

• 改定計画における施策の洗い出しを行うにあたって、現行計画に掲げられている施策の柱及び柱に紐づく施策の
見直しが必要となる。現行計画の施策の柱及び柱に紐づく施策項目は下記のとおりである。

3

柱１ 各主体による低炭素化の推進

柱２ 低炭素な街づくりの推進

柱３ 低炭素なモビリティの普及促進

柱４ 持続可能なライフスタイルの推進

柱６ 気候変動に適応する

柱５ 市民参加型の環境意識啓発

・エネルギーの有効利用

・省エネ効果のモニタリング

・事業者や大学・研究機関とのコミュニケー

ションスキルの検討

・低炭素（建物・街区）ガイドラインの運用

・再生可能エネルギー等の導入支援

・低炭素な先進モデル構築の検討

・環境教育システムの構築

・環境イベント等を通じた環境意識の啓発

・次世代環境プラグラムの実践

・低炭素な自動車の普及促進

・公共交通利用の促進

・自転車利用の促進

・シェアリングシステムの検討

・荷物の再配達の抑制

・廃棄物発電及び余熱利用の検討

・プラスチックごみの減量化とリサイクル促進

・地産地消の推進と食品廃棄の減量化

・熱中症対策の推進

・自然災害に備える

・農作物の収量や品質の確保

＜現行計画における施策項目＞



施策項目の見直しにあたってのキーワード等

• 施策の検討にあたり、国の地球温暖化対策計画におけるキーワードについて整理を行った。

• さらに第１回部会における委員からの施策に関連するキーワードについても整理を行い、改定計画における施策
の柱及び、施策項目の検討の参考とする。

4

＜第１回部会における主なキーワード＞＜最新の地球温暖化対策計画におけるキーワード＞

・脱炭素効果の高いエネルギーへの転換

・エネルギーの地産地消、面的利用の促進

・省エネ住宅や食品ロス削減など脱炭素型の
くらしへの転換

・先端設備への更新支援、中小企業の省エネ
支援

・公共交通機関及び自転車の利用促進

・熱環境改善を通じた都市の脱炭素化

・森林等の吸収源の確保

・廃棄物処理における取組、循環経済への移行

・脱炭素と経済成長の同時実現に向けたGX市場
の創造

・脱炭素ライフスタイルへの転換

など

・再エネ導入目標の設定

・建築物への再エネの導入促進

・建築物の断熱改修・省エネ化

・エネルギーの有効活用
（メタン発酵等）

・自動車の脱炭素化の促進

・公共交通の利便性の向上
（移動しやすいまちづくり）

・環境と経済の好循環
（ゼロカーボン行動変容へのインセンティブ

付与）

・地域間連携による広域での排出削減
（クレジット・オフセット等）

など



改定計画における施策項目の見直し案

• 改定計画における施策の柱及び、施策項目の見直し案は下記のとおりである。

• 見直しにあたっては最新の国や県の関連計画における新規キーワード等を参考とする。

5

柱１ まち・建物の脱炭素化

柱２ 脱炭素モビリティの普及促進

・建物の省エネ化の促進

・脱炭素先行地域事業の推進

・公共施設の脱炭素化

・自動車の脱炭素化の促進

・自転車利用の推進

・公共交通の整備と利用促進

・アクセスしやすいまちづくり

柱４ 再生可能エネルギーへの転換

・建物への再エネの導入促進

・促進区域による再エネ設置の誘導

・エネルギーの有効利用

・効率的なエネルギーマネジメントの推進

柱３ 脱炭素型ライフスタイルの促進

・環境学習・普及啓発の推進

・3Rの推進

・地産地消の推進と食品ロスの抑制

・事業者の脱炭素経営の促進・支援

柱６ 各主体の連携による環境と経済の好循環

・産学官民連携によるグリーンイノベーション
の推進

・広域連携による脱炭素化の加速

柱５ 気候変動への適応

・気候変動による災害への対策の強化

・熱中症・感染症等への適切な対応

・農業分野における適応策の推進

・吸収源対策の実施

＜改定計画における施策の柱・施策項目の見直し案＞



地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく
促進区域制度の検討について

1

資料３



温対法に基づく促進区域の概要

• 地球温暖化対策推進法に基づき、市町村が再エネ促進区域や、再エネ事業に求める環境保全・地域貢献の取組を自らの計画に位置づけ、
適合する事業計画を認定する仕組みが2022年4月に施行。

• 地域の合意形成を図りつつ、環境に適正に配慮し、地域に貢献する、地域共生型の再エネを推進。

• 令和７年３月末時点で区域を設定している市町村は56自治体。

2

国
都道府県

促進区域に係る全国一律の環境配慮基準の策定
促進区域に係る地域の自然的社会的条件に応じた環境配慮基準の策定

事業計画の確認

市町村：促進区域等の策定 事業者：事業計画の作成 市町村：事業計画の認定

市町村が、住民や事業者等が参加する協議会を
活用し、
再エネ事業に関する促進区域や、再エネ事業に
求める
・地域の環境保全のための取組
・地域の経済・社会の発展に資する取組
を自らの計画に位置づける。
※促進区域は、国や都道府県の基準に基づき定
める。

事業者は、
協議会における合意形成を図りつ
つ、
市町村の計画に適合するよう再エ
ネ事業計画を作成し、認定の申請
を行う。

市町村は、事業計画の申請を受け、
事業者の代わりに国や都道府県に協議し、同意
を得た上で、市町村の計画に適合する、環境に
適正に配慮し、地域に貢献する再エネ事業計画
を認定。
※ 国・都道府県への協議は事業計画に関係法令の許可手
続き等を要する行為が記載されている場合のみ。この場合、
認定事業は当該許可手続き等が不要に（ワンストップ化の
特例）。
※ 都道府県の基準に基づいて策定された促進区域内にお
ける認定事業は、アセス法の配慮書手続きが不要に。

協議
同意

＜温対法に基づく促進区域制度の全体イメージ＞

（出典）環境省



温対法に基づく促進区域の設定について

• 市町村は都道府県によって定められる促進区域の設定に関する基準（都道府県基準）をもとに地域の再エネポテンシャルを最大限活用
するような意欲的な再エネ導入目標を設定した上で、その実現に向け、環境保全に係るルールに則って、検討する。

• 都道府県基準は、市町村が促進区域を設定する際に遵守すべき国の基準（促進区域設定に係る環境省令）に則して定めることとなって
いる。

3

＜温対法に基づく促進区域の設定の流れ＞

（出典）環境省



温対法に基づく促進区域の設定において除外が必要な区域

• 温対法に基づく促進区域の設定にあたっては国の除外基準とあわせ、県で設定されている除外基準を順守する必要がある。

4

＜温対法に基づく促進区域から除外するべき区域（令和５年「茨城県地球温暖化対策実行計画」より）＞

分類 区域名 関係法令

防災 ・砂防指定地 ・砂防法

・地すべり防止区域 ・地すべり等防止法

・急傾斜地崩壊危険区域 ・急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律

・土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域
・土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進
に関する法律

・河川区域 ・河川保全区域 ・河川予定地 ・河川法

・海岸保全区域一般公共海岸区域 ・海岸法

農地 ・農用地区域 ・甲種農地又は採草放牧地
・第一種農地又は採草放孜地(農林漁業の健全な発展と調和のとれた再エネ電気の
発電の促進に関する法律による農業上の土地利用との調整が調ったものを除く。)

・農業振興地域の整備に関する法律 ・農地法

自然環境
生物多様性

・自然環境保全地域特別地区 ・茨城県自然環境保全条例

・第1種特別地域 ・第2種特別地域 ・第3種特別地域 ・自然公園法

・第1種特別地域 ・第2種特別地域 ・第3種特別地域 ・茨城県立自然公園条例

・鳥獣保護区特別保護地区 ・鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律

森林 ・保安林 ・森林法

景観・文化
財

・風致地区 ・都市計画法

・国指定有形文化財 ・国指定史跡名勝天然記念物 ・国選定重要伝統的建造
物群保存地区 ・国登録有形文化財 ・国登録記念物

・文化財保護法

・県指定有形文化財 ・県指定史跡名勝天然記念物 ・茨城県文化財保護条例

・景観形成重点地区(市町村景観計画) ・景観法

・特別緑地保全地区 ・都市緑地法

社会的条件 ・航空制限区域 ・航空法



温対法に基づく促進区域制度の目的及び改定計画との関連性

• 市町村は、地方公共団体実行計画において、地域の自然的社会的条件に応じて温室効果ガスの排出の量の削減等を
行うための施策に関する事項を定める場合、地域脱炭素化促進事業の促進に関する事項を定めるよう努めることと
されている。

5（出典）環境省

〇制度の目的

区域内において、円滑な地域合意形成を図り、
適正に環境に配慮し、地域のメリットにもつ
ながる地域と共生する再エネ事業（地域脱炭
素化促進事業）を促進すること

対象者：事業者
※ 地域脱炭素化促進事業を行う事業者

• 地域脱炭素化促進事業計画の認定
→計画に必要事項を定め、申請することで市の認定

を受けることが可能

• ワンストップ化の特例
→関係法令の許可手続き等の省略が可能

• 環境影響評価法の特例
→アセス法の配慮書手続きの省略が可能

〇区域内で適用される措置

地方公共団体実行計画（区域施策編）

• 地域脱炭素化促進事業の目標

• 対象となる促進区域

• 再エネ設備の種類及び規模

• 再エネ設備の整備と一体的に行う地域の
脱炭素化のための取組に関する事項

• 地域の環境の保全のための取組に関する
事項

• 地域の経済及び社会の持続的発展に資す
る取組に関する事項

〇計画に定める必要がある事項

〇促進区域について規定する必要がある計画

区域施策編計画の改定にあわせて
追記が必要



促進区域として設定が可能な区域

促進区域から除外すべき区域

改定計画において規定する促進区域に関する事項及び規定する内容

規定が必要となる事項 規定する内容

地域脱炭素化促進事業
の目標

計画における再エネ目標等を達成すべく、地域脱炭素

化促進事業を計画的に推進するために設定する目標

対象となる促進区域 地域脱炭素化促進事業を推進するための区域

再エネ設備の種類及び
規模

再エネポテンシャルや地域の自然的社会的条件等に応

じて設定する、再エネ施設の種類及び規模

再エネ設備の整備と一
体的に行う地域の脱炭
素化のための取組に関
する事項

地域の自然的社会的条件に応じて、地域脱炭素化施設

の整備を通じて得られたエネルギーや利益等を活用し、

地域の脱炭素化に貢献する取組の方針

地域の環境の保全のた
めの取組に関する事項

事業実施に当たって、地域の自然的社会的条件に応じ

た環境の保全のために必要な措置など、地域脱炭素化

促進事業に求める環境の保全のための措置の方針

（地域の環境の改善や新たな環境価値の創出する取組

を位置付けることも可能）

地域の経済及び社会の
持続的発展に資する取
組に関する事項

地域全体の将来像を踏まえ、脱炭素社会の実現に加え、

SDGsの達成や地域循環共生圏の構築といったことも念

頭に置いて検討し、地域の活性化や災害時のエネル

ギー確保など地域課題の解決に貢献する取組の方針

• 改定計画において規定する促進区域に関する事項は庁内において検討し、第４回部会において検討結果を報告する。

• 改定計画に規定する事項及び各事項の検討内容は下記のとおりである。

＜改定計画において規定する促進区域に関する事項及び規定する内容＞ ＜促進区域として設定が可能な区域（イメージ）＞



太陽光発電設置促進に関する国内の動向等について

1

資料４



太陽光発電設置促進に関する意見交換

背景

• 2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、再エネ電力の主力電源化が国の大きな目標
の一つに掲げられている中、国内では再エネの導入促進に向けた施策の推進が様々な自治
体でみられる。

• つくば市においても再エネ導入の促進に向けて、さらなる施策の検討が重要となる。

• つくば市における再エネの導入ポテンシャルのほとんどが太陽光発電である。

意見交換の目的

• 本部会では、太陽光発電の設置促進に向けたつくば市としての取組みについて、近年、他
自治体でも検討が進められている太陽光発電の設置促進策等も参考に、委員の御意見を伺
いたい。

2



近年の再エネ導入促進に関する動向

3

＜再エネ導入促進に向けた施策例および取組自治体例＞

施策の例 概要 採用自治体例

再エネ導入補助金の交付 太陽光発電等の再エネ設備を導入する際に、設置費用の一部を
補助。個人や事業者に対して再エネ設備の導入のハードルを下
げ、普及を加速させることを目指す。

東京都、市川市、所沢市、
名古屋市、新潟市 など

エネルギーマネジメント
システム(EMS)の導入支援

企業や施設が再エネを効果的に利用できるよう、EMSの導入支援
を実施。消費電力の最適化が図られ、再エネの利用効率が向上。

大阪府、千葉県、川崎市
など多数

温対法による再エネ促進
区域の活用

再エネの導入を促進する再エネ促進区域を指定。区域内では再
エネ設備の導入に関する環境アセスの省略など、設置を目指す
事業者への導入に対するメリットを付与する。

小田原市、厚木市、入間
市、福岡市、長野県箕輪
市 など

建築物省エネ法による促
進区域の活用

特定の地域において建築物への再エネ設備の導入を推進。建築
物への再エネ設置に関する説明の義務化や、建築制限を超えた
再エネ設備の設置に対する許可を設定することが可能。

横浜市、足立区、大田区、
葛飾区、渋谷区、杉並区、
港区、調布市

太陽光発電設置促進義務
化制度の制定

一定規模以上の新築等建築物に対して、太陽光発電の設置を義
務化する制度を制定し、域内の再エネ導入量の増加を目指す。

東京都、川崎市、京都市、
京都府、群馬県

地域新電力会社の設立 地域内のエネルギー資源を最大限に活用するために、域内で発
電された再エネを住民や事業者に供給するために地域新電力会
社を設立することで、住民や事業者が発電した再エネ電力を融
通することも可能となり、再エネの普及を後押しする。

滋賀県湖南市、宇都宮市
など
（住宅の余剰電力の買取
などを実施）

• 近年、再エネの導入促進に向けた施策として他自治体で実施されている施策例には以下のものが挙げられる。



＜つくば市の再エネ導入ポテンシャルの構成＞

出典：環境省「自治体排出量カルテ」

＜つくば市の再エネの導入状況（発電電力量）＞

太陽光発電

(建物系)

31%

太陽光発電

(土地系)

68%

風力発電

1%

3,372,430

太陽光発電(建物系) 太陽光発電(土地系) 風力発電

再エネ導入ポテンシャル
（設備容量）計

kW

つくば市の再エネ導入ポテンシャル

• つくば市内の再エネ導入ポテンシャルを持つ再エネ発電設備としては、太陽光発電（建物系・土地系）及び風力発電
のみである。

• 市内の再エネ導入ポテンシャルのうち、太陽光発電によるポテンシャルは全体の99％以上であり、そのうち31％が建
物系によるポテンシャルとなっている。

• つくば市における再エネの導入量は増加傾向にあるものの、区域の電気使用量を再エネで賄うには引き続き、再エネ
の導入が求められる。
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他自治体における太陽光発電等設置義務化制度の事例

• 令和７年４月時点で、国内において太陽光発電設備の設置義務化制度を導入している自治体は５自治体（東京都／川崎市／京都府／京
都市／群馬県）である。

• ５つの自治体のうち、群馬県を除くすべての自治体において、2,000㎡以上の大規模建築物への義務化に加え、2,000㎡未満の中小規模
建築物に対する義務を課している。

• 太陽光発電等設置義務化制度の考え方は、2,000㎡未満の中小規模建築物の新築時、又は増改築時に太陽光発電設備等の導入を課す対象
者の観点から、①建築主に課す、②ハウスメーカーなどの建物供給事業者に課す、の２つに大きく分類される。

5

＜太陽光発電等設置義務化制度の考え方における分類 イメージ＞

• 2,000㎡未満の建築物を新築等する建築
主を対象とする。

• 設置が求められる量は、建築面積や延
床面積等に比例する。

採用自治体：京都府、京都市

• 2,000㎡未満の建築物を年間で一定以上
供給する事業者を対象とする。

• 設置が求められる量は年間の供給棟数
に比例する。

採用自治体：東京都、川崎市

• 2,000㎡以上の建築物を新築等する建築主を対象とする。

• 設置が求められる量は、建築面積や延床面積等に比例する。

※ 群馬県は2,000㎡以上の建築物のみを義務化対象としている。

2,000㎡以上の
大規模建築物

2,000㎡未満の
中小規模建築物

① 対象者：建築主 ② 対象者：建築供給事業者

対象者：建築主



他都市における太陽光発電設備等設置義務化に関する条例の事例について ①

• 国内における再生可能エネルギー設備の設置に関する条例を定めている、又は、検討している５自治体（東京都／川崎市／京都府／京
都市／群馬県）について、再エネ導入促進条例の概要は下表のとおりである。

• 東京都及び川崎市については2,000㎡未満の中小規模建築物に対し、供給事業者に対する義務を課している。

6

＜他都市の太陽光発電設備等設置義務化条例の概要①＞

①東京都 ②川崎市

条例等名称 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例 川崎市地球温暖化対策等の推進に関する条例

公布・施行日
令和４年12月22日公布
令和７年４月１日施行

令和５年３月30日公布
令和７年４月１日施行

対象再エネ
設備

太陽光、風力、バイオマスを熱源とする熱、水力、地熱その他
化石燃料等を熱源とする熱以外のエネルギー(原子力を除く。)

①太陽光、太陽熱、バイオマス、風力、地中熱など
②太陽光

対象建築物

①新築される大規模建物（ビル、マンション）（延床面積2,000
㎡以上）
②新築される中小規模建物（延床面積2,000㎡未満）
＊事業者単位での義務付け

①新築・増築される特定建築物（延床面積2,000㎡以上）
②新築される中小規模建築物（延床面積2,000㎡未満）

対象者
①建築主
②建物供給事業者（年間都内供給延床面積が合計２万㎡以上）

①建築主
②建物供給事業者（年間市内新築中小規模特定建築物供給延
床面積が合計5,000㎡以上）

設置基準量

①「建築面積(㎡)」×「設置基準率（５％）」×0.15（kW/㎡）
②「設置可能棟数（20㎡未満等は除外可能）」×「算定基準率
（区域ごとに85％、７０％、３０％）」×「棟当たり基準量
（2kW）」

①「建築面積(㎡)」 ×「設置基準率（5％）」×0.15（kW/㎡）
②「設置可能棟数（20㎡未満等は除外可能）」×「算定基準
率（70％）」×「棟当たり基準量（2kW）」

除外対象 ②延べ面積10㎡以下の建物等
①文化財等の原形を再現する建築物、仮設建築物等
②屋根面積が20㎡に満たない建物は、建築供給事業者の設置
可能棟数から除外される。

代替措置
措置を講じることが困難である場合、再エネの利用に係る措置
を行うことができる。

敷地外設置等について

導入に関する説明義務 － 建築主への太陽光発電設備の設置に関する説明を義務付け



他都市における太陽光発電設備等設置義務化に関する条例の事例について ②

• 京都府及び京都市については同時期に連携した条例の制定をしており、京都府・京都市、群馬県については、2,000㎡未満の中小規模建
築物に対し、建築主に設置の義務を課している。

7

＜他都市の太陽光発電設備等設置義務化条例の概要②＞

③京都府 ④京都市 ➄群馬県

条例等名称
京都府再生可能エネルギーの導入等の促
進に関する条例

京都市地球温暖化対策条例
2050年に向けた「ぐんま５つのゼロ宣
言」実現条例

公布・施行日
令和2年12月23日公布
令和4年4月1日施行

令和2年12月18日公布
令和4年4月1日施行

令和4年3月15日公布
令和5年4月1日施行

対象再エネ
設備

太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、バ
イオマス など

太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、バ
イオマス など

太陽光、風力、小水力、地中熱、太陽熱、
バイオマス など

対象建築物

①新築・増築される特定建築物（延床面
積2,000㎡以上）
②新築・増築される準特定建築物（延床
面積300㎡以上〜2,000㎡未満）

①新築・増築される特定建築物（延床面
積2,000㎡以上）
②新築・増築される準特定建築物（延床
面積300㎡以上〜2,000㎡未満）

新築・増築又は改築される特定建築物
（延床面積2,000㎡以上）

対象者
①建築主
②建築主

①建築主
②建築主

建築主

設置基準量
①特定建築物：6～45万MJ/年以上
（「30MJ/年」×「床面積（㎡）」以上）
②準特定建築物：３万MJ/年以上

①特定建築物：6～45万MJ/年以上
（「30MJ/年」×「床面積（㎡）」以上）
②準特定建築物：３万MJ/年

「60MJ/年」×「延床面積（㎡）」以上

除外対象

建築面積が150㎡未満の場合、伊根町伝統
的建造物群保存地区保存条例に基づく保
存地区内の建造物の場合、仮設の建築物
の場合

歴史的風土保存区域並びに歴史的風土特
別保存地区内に新築等をしようとする場
合 等

建築面積が150㎡未満の場合、その他知事
が別に定める場合

代替措置 － － －

導入に関する説明義務
10㎡以上の建築物の設計時に再エネ設備
の導入に関する説明を義務付け

10㎡以上の建築物の設計時に再エネ設備
の導入に関する説明を義務付け

特定建築物の設計時に再エネ設備の導入
に関する説明を義務付け



国の住宅トップランナー制度における太陽光発電等設置割合の設定

• 住宅トップランナー制度とは、大手住宅事業者に対し、高い省エネ基準の目標を掲げ、住宅の省エネ性能の向上やコスト縮減等を図る
ことを目的に制定された制度。

• 令和６年11月において、住宅トップランナー制度の見直しについて議論がされ、現行制度における省エネ基準の引き上げに加え、戸建
住宅における再エネ設置目標の設定について検討が行われた。

• 国が2030年までに新築戸建の６割への太陽光発電設置の標準化を目標として掲げていることを踏まえ、2027年度における設置目標とし
て建売戸建、注文戸建住宅の区分においての再エネ設置目標を設定する方針を決定した。

• 見直し案については令和６年度にパブコメが実施され、令和７年４月より制度が開始されている。

8

＜住宅トップランナー制度における太陽光発電設備の設置目標＞

※ ① 多雪地域に該当する住宅、② 都市部狭小地に該当する住宅、③ ほか、周辺環境等により設置が困難な住宅を除くことも可能

出典：国土交通省「住宅トップランナー制度の概要」

制度の
対象住宅種

対象事業者
（年間供給戸数）

再エネ設置実績 再エネ基準（新規設定）

調査年度 設置割合 目標年度 設置割合※1

建売戸建住宅 150戸以上

2022

8.0％

2027

37.5％

注文戸建住宅 300戸以上 58.4％ 87.5％

賃貸アパート 1,000戸以上

－ － （今回は再エネ基準の設定を行わない）

分譲マンション 1,000戸以上



1

ハウスメーカー/ディベロッパーの
再エネ導入等の状況・方針について

参考資料２



大手ハウスメーカーの戸建て住宅への再エネ導入等の状況・方針

2

販売戸数 ZEH比率 PV搭載率
方針等

ZEH関連 PV関連

積水ハウス 9,172 戸 96％ 60％以上
達成

• 戸建住宅ZEH比率の目標値：90％（2025年度） • 自社建築の新築住宅の居住段階におけるCO2排出削減
率の目標値：55％（2030年）※2024年度実績：
39.1％

• 卒FIT電力の買い取り

住友林業 8,618 戸 79％ 78％ • 新築戸建注文住宅におけるZEH受注比率の目標値：
80％（2025年度）

－

積水化学工業住宅カンパ
ニー

8,470 戸 96% 87%以上 • 販売する住宅のZEH仕様比率（普及率）の拡大 • 蓄電池搭載住宅（エネルギー自給自足型住宅）の提
案

旭化成ホームズ 5,972 戸 91％ － • へーベルハウスZEH化率の目標値：90％（2025年
度）

• 原則太陽光標準搭載

大和ハウス工業 5,184 戸 97％ － • ZEH率の目標値：原則100％（2030年度） • 太陽光搭載率の目標値：原則100％（2030年度）

ミサワホーム 4,292 戸 89％ － • 新築戸建てZEH率の目標値：95％（2030年度） －

パナソニックホームズ 3,352 戸 83％ － • ZEH普及率の目標値：85％（2025年度） －

トヨタホーム 3,068 戸 89％ － • 新築戸建てZEH比率の目標値：95％（2030年度） －

ヤマダホームズ 2,646 戸 41％ － • 販売する住宅のZEH率の目標値：50％（2025年） • 太陽光パネルの出荷量の目標値：50,000枚（2030年
度）※2023年度実績：33,054枚

三井ホーム 2,009 戸 83％ － • ZEH普及率の目標値：85％（2025年度） －

合 計 52,783 戸 84％ － － －

〇大手ハウスメーカーの戸建て住宅の販売戸数とZEH比率/PV搭載率等

※1：住宅産業新聞社の「2023年度大手住宅企業の総販売戸数、戸建て販売戸数」の調査集計対象となっている10社。戸建て住宅販売戸数は同調査による2023年度値。
※2：戸建て住宅のZEH比率/再エネ搭載比率は、以下によるもの。
積水ハウス：「VALUE REPORT 2024」、積水ハウスニュースリリースによる2024年度値／住友林業： 住友林業ニュースリリース「気候変動への対応」による2024年度値
積水化学：「SUSTAINABILIT REPORT 2024」における2023年度値／旭化成ホームズ：ニュースリリースによる2024年度値
大和ハウス工業：「サステナビリティレポート2024 」における2023年度値／ミサワホーム：「HEARTH Sustainability Report2024」における2023年度値
パナソニックホームズ：パナソニックホームズHPにおける2023年度値／トヨタホーム：トヨタホームHPにおける2023年度値
ヤマダホームズ：ヤマダホールディングスグループ「INTEGRATED REPORT 2024」における2023年度値／三井ホーム：三井ホームHPにおける2023年度値（北海道以外）

• 大手ハウスメーカーの戸建て住宅のZEH比率は80％を上回る先が10社中8社となっている。PV搭載率を明示しているメーカーは少な
いものの、ZEH住宅の多くがPVを搭載していると考えられ、大手ハウスメーカーの戸建て住宅のPV搭載率は既に相当高いものと推察
される。



【参考】積水ハウス／住友林業の取組み

3

〇積水ハウス

目標値 実績値

90％
（2025年度）

96％
（2024年度）

目標値 実績値

－ 60％以上達成
（2023年度）

• オリジナルブランド「グリーンファーストゼロ」で戸建て住宅
のZEHを展開

• ZEHについて、戸建て住宅、賃貸住宅、分譲マンションの3つの
数値目標（2025年度）を設定し、それぞれ90％、75％、100％。

• 戸建て住宅のZEH比率の実績値は96％で、すでに目標値を超える。
• 戸建てZEH住宅の累計販売数は8万棟を超えている。

本社所在地 大阪府大阪市 資本金 2,031億円

従業員数 15,327名 設 立 1960年

◆企業概要

◆戸建て住宅のZEH比率 ◆戸建て住宅のPV搭載率

（出典）積水ハウス公表資料

目標値 実績値

80.0％
（2024年度）

79.3％
（2024年度）

目標値 実績値

－ 77.7％
（2024年度）

• 木の特性・自然の恵みを活かすノウハウと、エネルギー消費量
を減らす技術、エネルギーを賢く活かす技術を融合し、居住時
のCO2排出量の削減を図っており、「新築住宅では、建物や開口
部のさらなる断熱性能の強化、太陽光発電システムの搭載を基
本仕様とし、ZEHの普及を推進する」こととしている。

本社所在地 東京都千代田区 資本金 501億円

従業員数 5,235名 設 立 1948年

◆企業概要

◆戸建て住宅のZEH比率 ◆戸建て住宅のPV搭載率

〇住友林業

（ZEHがもたらす経済的メリット）

（出典）住友林業website（NEW ZEH STYLE）



【参考】積水化学工業住宅カンパニー／旭化成ホームズの取組み

4

〇積水化学工業住宅カンパニー

目標値 実績値

－ 96％
（2023年度）

目標値 実績値

－ 87％以上
（2023年度）

• セキスイハイムにおいて、住宅のZEH仕様比率（普及率）の拡
大を目指し、ZEHを展開している。

• ZEH仕様住宅とあわせて、蓄電池搭載住宅（エネルギー自給自
足型住宅）を提案し、新築戸建住宅における蓄電池搭載率は8
割を超えている。

本社所在地 （東京本社）港区 資本金 1,000億円

従業員数 26,929名 設 立 1947年

◆企業概要

◆戸建て住宅のZEH比率 ◆戸建て住宅のPV搭載率

（出典）セキスイハイム公表資料

目標値 実績値

90％
（2025年度）

91％
（2024年度）

目標値 実績値

－ －

• 再エネ設備の導入推進や、ZEHや防災力の高い住宅の提案を行
うことで、温室効果ガスの排出量削減、異常気象による自然
災害に強い住まいの提供に取り組む。

• へーベルハウスにおいて、ZEH水準適合確認や太陽光発電の設
置推進を進め、2022年10月から壁断熱材の強化仕様を標準化

本社所在地 東京都千代田区 資本金 33億円

従業員数 7,716名 設 立 1972年

◆企業概要

◆戸建て住宅のZEH比率 ◆戸建て住宅のPV搭載率

〇旭化成ホームズ

（セキスイハイムのGREENMODELの概要） （へーベルハウスのLONGLIFE ZEHの概要）

（出典）旭化成ホームズwebsite



【参考】大和ハウス工業／ミサワホームの取組み

5

〇大和ハウス工業

目標値 実績値

原則100％
（2030年度）

97％
（2023年度）

目標値 実績値

原則100％
（2030年度）

－

• 2030年度に住宅や事業施設など原則すべての建物において、
ZEH・ZEB率100%と太陽光発電の標準化を目指すこととしてい
る。

• 戸建住宅の主力商品はZEHに標準対応済
• 発電した電気を夜間や災害時にも使える蓄電池を活用し、再

エネ自給型のZEH商品を展開

本社所在地 大阪府大阪市 資本金 1,620億円

従業員数 48,483名 設 立 1947年

◆企業概要

◆戸建て住宅のZEH比率 ◆戸建て住宅のPV搭載率

（出典）大和ハウス工業website

目標値 実績値

90％ 89％
（2023年度）

目標値 実績値

－ －

• 新築請負事業における ZEH、LCCM住宅の普及等を通じて、
2050年カーボンニュートラル実現を目指す。

• 新築戸建てZEH率95％、共同住宅ZEH-M率50％を掲げ、
「CENTURY 蔵のある家 ZEH ADVANCE」、「Bell Lead 
MANSION」等の各種商品を展開

本社所在地 東京都新宿区 資本金 119億円

従業員数 － 設 立 2003年

◆企業概要

◆戸建て住宅のZEH比率 ◆戸建て住宅のPV搭載率

〇ミサワホーム

（大和ハウス工業の2030年度目標―ZEH率、太陽光搭載率） （ミサワホームのZEH・LCCM住宅対応「蔵のある家」）

（出典）ミサワホームwebsite



大手ディベロッパーの共同住宅への再エネ導入等の状況・方針

6

• 大手ディベロッパーの分譲マンションのZEH-M化は実績が積み上がってきており、多くの企業が2030年までのZEH-M化の実現を掲げている。PV
搭載を方針として明示している先はほとんどないものの、多くが再エネ電力の供給サービスを準備しているとみられ、大手ディベロッパーに
ついて開発建物のPV搭載や、それに代わる再エネ電力供給の準備は、概ね整っていると推察される。

供給戸数 ZEH-M等の実績例 ZEH-M、再エネ等の方針

オープンハウス 4,941 戸 • プレサンス京都東寺（京都府） • 太陽光ファンドの運用開始（2022年10月～）
• 戸建て住宅には再エネ電力を供給

野村不動産 3,584 戸 • プラウド高田馬場（東京都）、プラウド青葉台（神奈
川県）、プラウドタワー相模大野クロス（神奈川県）

• 原則、ZEH-M Oriented水準以上での設計を実施中
• 2030年までにZEB Oriented水準以上を確保

三井不動産レジ
デンシャル

3,089戸 • パークホームズ浦和常盤十丁目（埼玉県）、パーク
ホームズ練馬富士見台ステーションゲート（東京都）

• 2030年度までにZEH-M Oriented水準以上／ZEB Oriented水準以上
• 気候変動の取組方針に、物件共用部・自社利用部の電力グリーン化、入居
企業・購入者へのグリーン化メニューの提供、再生可能エネルギーの安定
的な確保等を掲げる。

住友不動産 2,618 戸 • シティタワー千住大橋（東京都）、グランドシティタ
ワー池袋（東京都）

• ZEH-M Orientedを標準仕様化（2021年9月～）

あなぶきグルー
プ

1,908 戸 • ザ・ライオンズ世田谷八幡山（東京都、大京と連携） • 原則、ZEH-M Oriented水準以上での設計を実施中

三菱地所レジデ
ンス

1,770 戸 • ザ・パークハウス・松戸本町（千葉県） • 原則、総戸数40戸以上の新築分譲住宅に、高圧一括受電と太陽光パネルを
組み合わせた創エネシステム「soleco（ソレッコ）」を導入

• 今後開発する新築建物で原則ZEB水準の環境性能を目指す。

タカラレーベン 1,719 戸 • レーベン富山西町RESONACIA（富山県）、レーベン大
分駅南LUXES（大分県）

• 2030年までに再エネ発電規模の拡大
• MIRARTHエナジーソリューションズで再エネ電力を供給

一建設 1,634戸 • レグナスタワー新梅田(大阪府) • 段階的にZEH水準レベル（「断熱等性能等級5」,「一次エネルギー消費量等
級6」の両方を取得している）を満たしている）の適合率を高めていく。

• 人工光合成技術を活用した発電装置の研究開発を推進

大和ハウス工業 1,573 戸 • プレミスト平和台（東京都）、プレミスト西金沢ス
テーションフロント（石川県）

• ZEH-M率・ZEB率の目標値：原則100％（2030年）
• 太陽光搭載率の目標値：原則100％（2030年）

阪神阪急不動産 1,473戸 • ジオ彩都いろどりの丘 • 2024年以降新築分譲・賃貸マンションをZEH-M Oriented水準以上へ

合 計 24,309戸

〇大手ディベロッパーの分譲マンション供給戸数とZEH-M実績等

※1：不動産経済研究所の「2024 全国分譲マンション 売主グループ別供給戸数ランキング」の上位10社。分譲マンション供給戸数は同調査による2024年値。
※2：実績/方針は、各社公表資料をもとに作成



【参考】オープンハウス／野村不動産の取組み

7

〇野村不動産

（出典）野村不動産公表資料

• 総合的な環境負荷低減の観点から、特に分譲マンションにお
けるZEHに取り組み、原則ZEH-M Oriented水準以上での設計を
実施中

• 2030年までに全ての新築物件においてZEHならびにZEB 
oriented水準を確保するとしている。

本社所在地 東京都新宿区 資本金 20億円

従業員数 2,068人 設 立 1957年

所在地 新宿区

竣工時期 2021年

ZEHレベル ZEH-M Oriented

構造等 鉄筋コンクリート造
地上9階

総戸数 135戸

敷地面積 2,650㎡

延床面積 9,500㎡

所在地 横浜市青葉区

竣工時期 2025年完成予定

ZEHレベル ZEH-M Oriented

構造等 鉄筋コンクリート造
地上6階

総戸数 121戸

敷地面積 5,570㎡

延床面積 11,496㎡

◆企業概要

◆事例
【プラウド高田馬場（東京都）】

【プラウド青葉台（神奈川県）】

〇オープンハウス

（出典）プレサンスコーポレーション公表資料

• グループ会社のプレサンスコーポレーションがZEH-Mの投資用
マンションを2023年に竣工

• 再エネ関連では、再エネ創出を目的とした太陽光ファンドの
運用、戸建て住宅への再エネ電力の供給、注文住宅への太陽
光発電の設置等を行っている。

本社所在地 東京都渋谷区 資本金 201億円

従業員数 4,435人 設 立 1997年

◆企業概要

◆事例

【プレサンス京都東寺（京都府）】

所在地 さいたま市浦和区

竣工時期 2023年

ZEHレベル ZEH-M Oriented

構造等 鉄筋コンクリート造
地上7階

総戸数 67戸

敷地面積 1,651㎡

延床面積 3,278㎡



【参考】三井不動産レジデンシャル／住友不動産の取組み

8（出典）三井不動産レジデンシャル公表資料

• 2030年度までにZEH-M Oriented水準以上／ZEB Oriented水準
以上の目標を設定

• 気候変動の取組方針に、物件共用部・自社利用部の電力グ
リーン化、入居企業・購入者の皆様へのグリーン化メニュー
の提供、再生可能エネルギーの安定的な確保等を掲げている。

本社所在地 東京都中央区 資本金 400億円

従業員数 2,026人 設 立 2005年

◆企業概要

◆事例

〇三井不動産レジデンシャル

【パークホームズ浦和常盤十丁目（埼玉県）】

所在地 さいたま市浦和区

竣工時期 2021年

ZEHレベル ZEH-M Oriented

構造等 鉄筋コンクリート造
地上12階

総戸数 46戸

敷地面積 1,651㎡

延床面積 3,278㎡

【パークホームズ練馬富士見台ステーションゲート（東京都）】

所在地 練馬区

竣工時期 2022年

ZEHレベル ZEH-M Oriented

構造等 鉄筋コンクリート造
地上7階

総戸数 67戸

敷地面積 2,356㎡

延床面積 5,333㎡

（出典）住友不動産公表資料

• 築分譲マンション供給における脱炭素への取組みとして、居
住性の確保と省エネ効果の両立を図り、ZEH-M Orientedを標
準仕様化している。

• 2025年完成予定のシティタワー千住大橋（東京都）は、地上
42階建てのタワーマンションで、超高層ZEH-Mとなっている。

本社所在地 東京都新宿区 資本金 1,228億円

従業員数 12,898人 設 立 1949年

所在地 足立区

竣工時期 2025年完成予定

ZEHレベル ZEH-M Oriented

構造等 鉄筋コンクリート造
地上42階

総戸数 462戸

敷地面積 8,901㎡

延床面積 49,548㎡

◆企業概要

◆事例

〇住友不動産

【シティタワー千住大橋（東京都）】



【参考】つくば市内でのZEH-Mの供給事例

9（出典）NTT都市開発公表資料

【ウエリスつくばみどりの（NTT都市開発）】

（出典）NIPPO公表資料

【ル・サンクつくば並木（NIPPO・四国旅客鉄道・総合地所）】

所在地 みどりの 二丁目38-3,6

竣工時期 2025年２月

ZEHレベル ZEH-M Oriented

構造等 鉄筋コンクリート造
地上８階

総戸数 93戸

敷地面積 3,349㎡

その他 電気自動車充電設備（12台分）

所在地 並木 四丁目2-4

竣工時期 2026年完成予定

ZEHレベル ZEH-M Oriented

構造等 鉄筋コンクリート造
地上14階

総戸数 154戸

敷地面積 7,694㎡

〇つくば市内の分譲ZEH-Mマンション

建物全体（住棟）の一次エネルギー消費
量30%削減し、築物省エネルギー性能表
示制度「BELS」において、最高評価であ
る5つ星を獲得

建物全体（住棟）の一次エネルギー消費
量21%削減し、築物省エネルギー性能表
示制度「BELS」において、最高評価であ
る5つ星を獲得
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